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序     文 

日本国政府は、モロッコ王国政府の要請に基づき、「アフリカ交通人材育成プロジェクト」を

実施することを決定しました。 

これを受け、独立行政法人国際協力機構は、2017 年 5 月 1 日から 5 月 28 日にわたり詳細計画

策定調査調査団を現地に派遣しました。 

調査団はモロッコ王国、セネガル共和国、ブルキナファソの各政府及び関係機関と意見交換及

び聞き取り調査を実施し、その結果を踏まえ本プロジェクトに関する協議議事録（ミニッツ）に

署名しました。 

本報告書は、これらの調査結果、協議結果（2017 年時点）をまとめたものであり、今後の本プ

ロジェクトの実施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査団の派遣についてご尽力いただいた関係者各位に深く謝意を表すとともに、併

せて今後の支援をお願いする次第です。 

  

平成 30 年 11 月 

 
 

独立行政法人国際協力機構 
  モロッコ事務所長 辛島 朝彦 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 

１－１  調査の背景と目的 

１－１－１ 背 景 

わが国は、モロッコ王国（以下、「モロッコ」と記す）のサブサハラ・アフリカ諸国に対する南

南協力の推進政策へ貢献するために、1998 年より仏語圏アフリカ諸国を対象とした第三国研修、

モロッコ人専門家の第三国派遣を実施してきた。2013 年には、モロッコ国際協力庁（Agence 

Marocaine de Coopération Internationale：AMCI）との間で協力協定が締結されたことに伴い、AMCI

への個別専門家派遣を通じ、三角協力実施体制の強化を支援した。道路分野では、1999～2014 年

に第三国研修「道路保守管理」を実施しており、港湾分野では 2013～2015 年に第三国研修「港湾

運営管理」を実施している。 

このような状況のなか、2015 年 8 月に設備・運輸・ロジスティックス・水省（Ministère de 

l'Equipement, du Transport, de la Logistique et de l'Eau：METLE）、道路保守建設機械訓練所（L’institut 

de Formation aux Engins et à l'Entretien Routier：IFEER）と港湾研修所（Institut de Formation Portuaire：

IFP）より、上記第三国研修の次フェーズとして、別々に第三国研修の要請書が提出された。従来

の第三国研修のスキームでは対象国のニーズに応えた研修企画・運営が不十分であり、研修実施後

のフォローアップ、研修成果の測定、持続性の確保が困難であったことから同 2 案件を統合し、専

門家派遣、本邦研修、機材供与等の効果的投入が可能な技術協力プロジェクト「アフリカ交通人材

育成プロジェクト」として、2016 年 12 月に採択されることとなった。 

なお、その後実施機関として IFEER、IFP に加えて、モロッコ高速道路公社（Autoroutes du Maroc：

ADM）アカデミーも実施機関として追加する旨が、独立行政法人国際協力機構（Japan International 

Cooperation Agency：JICA）と METLE の間で合意された。ADM アカデミーの追加は、（株）阪神

高速道路と特殊高所技術（株）が「特殊高所技術」を用いた高速道路橋梁等の構造物点検技術（忍

者テック技術）をモロッコへ導入するためのいわゆる「民間連携事業」を開始したことに加え、ブ

ルキナファソ運輸省が ADM に対して、高速道路分野の建設・維持管理への人材育成の協力要請を

行ったことによるものである。 

さらに、採択後に METLE から高等海事学院（Institut Supérieur d'Etudes Maritimes：ISEM）の実

施機関への追加の要請が挙げられた。 ISEM では第三国研修「海事教育」を 2000～2003 年度に実

施し、ジブチ国沿岸警備隊能力拡充プロジェクト向け個別研修を 2015 年度に実施した実績がある。

今次調査時にその追加の可否を検討する。 

 

１－１－２ 目 的 

（1）協力の枠組みについて実施機関等と協議、合意すること。 

（2）本格協力の実施に必要な関連情報の収集・整理を行うこと。 

（3）本格協力の実施方法、留意事項等について確認し、計画策定結果にまとめること。 
 

１－２  調査団の構成 
（1）詳細計画策定調査（以下、「本調査」と記す）の調査団員は以下のとおり。 
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担当分野 氏名/所属先 
現地調査期間（2017 年） 

モロッコ ブルキナファソ セネガル 

団 長 
影山 正 
JICA モロッコ事務所 次長 

5/1-5/13 
5/19-5/26 

5/14-5/18  

協力企画 
高橋 薫 
JICA モロッコ事務所 企画
調査員 

5/1-5/12 
5/22-5/26 

5/13-5/17 5/17-5/21 

道路人材育成 
川原 俊太郎  
JICA 社会基盤・平和構築部
国際協力専門員 

5/1-5/12   

港湾人材育成/機材 
原田 達夫 
（財）国際臨海開発研究セン
ター 

5/8-5/12 5/13-5/17 5/17-5/21 

評価分析 
山田 千晶 
（株）アンジェロセック 

5/1-5/12 
5/22-5/26 

5/13-5/17 5/17-5/21 

モロッコ実施機関 
港湾人材育成 

Taoufik EL KHADMI 
IFP 所長 

5/1-5/12 
5/22-5/26 

5/13-5/17 5/17-5/21 

モロッコ実施機関 
道路維持管理人材
育成 

Hassan EL MOUJAHID 
IFEER 所長 

5/1-5/12 
5/22-5/26 

5/13-5/17 5/17-5/21 

モロッコ実施機関 
高速道路管理人材
育成 

Derradji ABDELKRIM 
ADM アカデミー所長 

5/1-5/26   

Nabil MEQUEDADE 
ADM アカデミーイノベーシ
ョン部長 

 5/13-5/17 5/17-5/21 

業務調整 
Meriem BOUKHARI 
JICA モロッコ事務所 
ナショナルスタッフ 

5/1-5/12 
5/22-5/26 

5/13-5/17 5/17-5/21 

通訳/翻訳 Hamid FASKA 
5/1-5/12 
5/22-5/26 

5/13-5/17 5/17-5/21 

 

（2）ブルキナファソ、セネガルにおける調査団員は以下のとおり。 

担当分野 氏名 所属先 

総 括 影山 正* JICA モロッコ事務所 

協力企画 高橋 薫 JICA モロッコ事務所 

港湾人材育成/機材 原田 達夫 （財）国際臨海開発研究センター 

評価分析 山田 千晶 （株）アンジェロセック 

業務調整 Meriem BOUKHARI JICA モロッコ事務所 

高速道路管理人材育成 Nabil MEQUEDADE ADM アカデミー 

道路維持管理人材育成 Hassan EL MOUJAHID IFEER 

港湾人材育成 Taoufik EL KHADMI IFP 

通 訳 Hamid FASKA － 

 ブルキナファソのみ 
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１－３  調査日程 

本調査の調査工程を以下に示す。2017 年 5 月 1 日から実施した実施機関を含む関係機関への聞き

取り調査や協議結果に基づき、5 月 25 日に開催した METLE、ADM アカデミー、IFEER 及び IFP と

の最終打合せにてプロジェクト基本計画を最終化し、5 月 26 日に詳細計画策定調査協議議事録（ミ

ニッツ）（Minutes of Meeting：M/M）(討議議事録（Record of Discussions：R/D）案含む)を署名・合

意した。 

 

No 日付 
JICA コンサルタント JICA 

影山/ 

総括 

高橋/ 

協力企画

山田/ 

評価分析 

原田/港湾人材 

育成・機材 

川原/ 

道路人材育成

1 4 月 30 日   夜 ラバト着 

  

2 5 月 1 日 11:00 JICA モロッコ事務所訪問・打合せ 

午後 資料準備 

3 5 月 2 日  10:00 METLE 人材育成局 

 14:00 通訳打合せ 

4 5 月 3 日 10:00 WB 

5 5 月 4 日 9:30 IFEER 

15:00 ADM アカデミー 

6 5 月 5 日 10:30 団内打合せ 

  15:00 通訳打合せ 

7 5 月 6 日   終日 データ集計・整

理 
8 5 月 7 日 夜 ラバト着 

9 5 月 8 日 9:30 METLE 次官への表敬訪問、キックオフミーティング 

 14:30 METLE 人材育成局 

10 5 月 9 日  10:00 ADM アカデミー 9:00 ISEM 
15:30 三井物産 

評価分析団

員と同様 

11 5 月 10 日  10:00 IFEER 10:00 IFP 

12 5 月 11 日 10:00 AfDB 

 15:00 
METLE
人材育成

局 

14:30 IFP 

協力企画団

員と同様 

13 5 月 12 日 午前 団内会議 

  午後 データ集計・情

報整理 
15:00 METLE
港湾局 

夕刻 
ラバト発 

14 5 月 13 日  ラバト⇒カサブランカ⇒ブルキナファソ 日本着 

15 5 月 14 日 ラバト発 ブルキナファソ着  
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16 5 月 15 日 9:30 JICA ブルキナファソ事務所 

14:00 インフラ省道路局（維持管理） 

15:30 商工会議所 インフラ省道路局 商工会議所 

17 5 月 16 日 9:00 インフラ省道路局（高速道路） 

10:30 UEMOA 事務所 

15:00 民間コントラクター 

18 5 月 17 日 9:00 インフラ省次官表敬訪問 

13:15 JICA ブルキナファソ事務所報告 

ラバトに

移動 
セネガルに移動 

19 5 月 18 日 

 

港湾人材

育成団員

と同様 

9:00 AGEROUTE 
11:00 研修センター 

午前  港湾チー

ム・内部打合せ 

14:00 JICA セネガル事務所訪問 

港湾人材

育成団員

と同様 

情報整理 
16:00 ダカール

自治港 

20 5 月 19 日 午前 情報整理 12:00 ダカール

自治港 
14:30 DP World 
ダカール港事

務所 
16:30 Boloré 

15:00 道路局 

21 5 月 20 日 

情報整理、深夜セネガ

ル発⇒ラバト着 

10:00 港湾業務 
・ロジスティク

ス研修所、午後

港湾チーム・内

部打合せ、深夜

セネガル発 

22 5 月 21 日 早朝 ラバト着  

23 5 月 22 日 14:00 METLE 人材育成局長 
との打合せ 

日本着 

24 5 月 23 日 終日 ミニッツ資料一式作成作業 

 

25 5 月 24 日 終日 ミニッツ資料一式作成作業 

26 5 月 25 日 10:00 METLE（3 つの実施機関含む）との最

終打合せ 
午後 ミニッツ資料最終案作成 

27 5 月 26 日 午前 ミニッツ資料最終案作成 
16:00 ミニッツ署名式 

28 5 月 27 日 
  

早朝ラバト発 

29 5 月 28 日 日本着 

日本人調査団員のみを記載 
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１－４  主要面談者 

本調査で意見交換及び聞き取り調査を行った主要訪問先及び面談者を以下に示す。 

 

１－４－１ モロッコ側 

（1）設備・運輸・ロジスティックス・水省（Ministère de l'Equipement, du Transport, de la Logistique 

et de l'Eau：METLE） 

Khalid CHERKAOUI Secrétaire Général 

Omar ESSEKELLI Chief Directeur 

Mohamed AFECHKAR Directeur des Routes 

Bejrhit MED Ing Général DR adjoint 

Marhraoui TAYBI Chef - Division des Affaires Administratives et 

Générales, Direction des Ports et du Domaine Public 

Maritime 

Lagnandi HICHAM Chef - Division des Aménagements Portuaires et 

Maritimes, Direction des Ports et du Domaine Public 

Maritime 

 

（2）モロッコ高速道路アカデミー（Autoroutes du Maroc (ADM) Academie） 

Derradji ABDELKRIM Directeur 

Nabil MEQUEDADE Chef de service en charge de I’Incubateur-Innovation

Fadoua ACHANDAIR  Chef de service développement  

 

（3） 道路保守建設機械訓練所（L’institut de Formation aux Engins et à l'Entretien Routier：IFEER） 

Hassan EL MOUJAHID Directeur 

 

（4）国立道路研究所（Centre National d'Etudes et de Recherches Routières：CNER） 

Mohamed QACHAR Directeur 

 

（5）港湾研修所（Institut de Formation Portuaire：IFP） 

Taoufik EL KHADMI  Directeur 

Hasna MADIH Chef de Division Ingénierie de Formation 

 

（6）高等海事学院（Institut Supérieur d’Etudes Maritimes：ISEM） 

Ahmed JALIL Secrétaire Géneral & Directeur par Intérim 

 

（7）アフリカ開発銀行（African Development Bank：AfDB） 

Pierre MORE NDONG Transport Engineer, Morocco Field Office 

 

（8）三井物産  

湯川 隆臣  カサブランカ事務所 副所長 



－6－ 

１－４－２ ブルキナファソ側 

（1）インフラ省（Ministère des Infrastrucutures） 

Yasao PAUL Secrétaire Général 

KYELEM Jean Wenceslas TEWENDE Interim Director, DGER 、 Direction des travaux 

d’entretien du Réseau Classé 

BAGORO Firmin Chief Coordinator 

 

（2） 西アフリカ経済通貨同盟（Union Economique et Monétaire Ouest-Africaine：UEMOA） 

NOMAO Aburbacau Directeur des Transports 

CHARI Yaaron Gnco Economiste des Transports 

BALOGOUN A Samfan Chef de Division des Transports maritimes 

石崎 貴子 UEMOA 長期専門家 

 

（3）ブルキナファソ商工会議所（Chambre de Commerce et d’Industrie du Burkina Faso：CCI） 

Emmanuel YODA Directeur du Développement et de la Gestion des 

Infrastructure（DDGI） 

Djakaridja GNAMOU Chef de Service Etudes et Facilitation, DDGI 

 

（4）JICA ブルキナファソ事務所 

小林 丈通 所 長 

徳田 進平 所 員 

GANSORE Cheik Assane Mocta インフラ担当 

 

１－４－３ セネガル側 

（1）インフラストラクチャー・陸上輸送・開発省（Ministère des Infrastructures et des Transports 

terrestres et du Désenclavement、Directeur des Routes） 

Marieme Ndoye DECRAENE Directeur 

 

（2）道路管理公社（Agence des travaux et de gestion des routes：AGEROUTE） 

Safietou Tall Chargée de Missions、Responsable du Volet Formation 

Bocar Malick Mbow Directeur des Autoroutes et des Partenariats Public 

Privée 

 

（3）公共事業開発研修センター（Centre de formations et de perfectionnement des travaux publics） 

Djibril THIAW Directeur 

 

（4）ダカール自治港（Port Autonome de Dakar：PAD） 

Amadou Yaya SARR Directeur, Direction du Capital Humain et de 

l’Organisation 

Baubacar DIALLO Responsable Formation & Coordonnateur du Certificat 
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de Gestion Portuaire, Direction du Capital Humain et de 

l’Organisation 

Pédre SO Chef de la Division Gestion des Carrières, Direction du 

Capital Humain et de l’Organisation 

Ibrahima CISSOKHO Chef de la Division Prospective et Planification 

 

（5） 港湾業務・ロジスティクス研修所（Centre de Formation aux Métiers Portuaires et à la Logistique：

CFMPL） 

Awa Ndiaye SAGNA Directrice 

 

（6）DP World ダカール港事務所 

Fatou Diome KHOURY Chargée du Développement des Ressources Humaines et 

Social  

 

（7）Boloré Dakar Terminal 

Ahmadou Lamine BA Responsable Ressources Humaines 

 

（8）JICA セネガル事務所 

田中 香織 次 長 
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第２章 プロジェクト実施の背景 

２－１  モロッコの道路・港湾セクターの概要 

２－１－１ 道路セクターの概要 

モロッコの道路は旅客輸送の 80％、貨物輸送の 75％を占め、運輸産業は GDP の 6％、都市部で

は就業者数の 10％を占める重要なセクターとなっている。以下に道路セクターの概要を記す。 

（1） 道路の種別と管理 

  モロッコの道路は表２－１のとおり、高速道路、国道、州道路、県道、地方道の階層があり、

そのうち METLE は国道、州道路、県道の合計 4 万 2,179km を管理している。このほかに地方

自治体等の多様な組織が整備、管理する未分類道路、林道等が存在するが、中央政府が管理す

る道路の比率は高く、いわば集権的な管理体制が取られている1。 

  州道路、県道は都市域については都市自治体が管理することとされ、一方必要があれば（例

えば、災害等の緊急事態）自治体は道路局とその出先機関に管理を委任することができる制度

になっているとの説明が道路局からあった。 

  地方自治体は、州、県、コミューンという 3 つの階層を有している。道路管理の分権化が進

まない要因の一つは地方自治体の技術力の不足であるが、道路の管理能力の向上のため地方自

治体も技術系職員を雇用し、地方自治体を技術的に支援するために内務省（Ministre de 

l’Intérieur）も技術系職員を雇用しているとのことであり、これら技術系職員は IFEER の実施す

る研修にも参加している。 

 
表２－１ モロッコの道路ネットワーク 

区  分 延長（km） 管理者 

高速道路：Motorway 1,792 ADM 

国道：National road 13,648 METLE* 

州道：Regional road 6247 METLE* 

県道：Provincial road 22,284 METLE* 

未分類道路：Unclassified road 
地方道路：Rural road 

－ 地方自治体その他 

（METLE が把握する道路延長） 57,334 － 

 国道、州道、県道についても都市域では都市自治体が一般に管理する。 

出典：Direction Des Routes Avril 2016 及び METLE 年報（2016 年） 

 

  METLE 所管の道路には、橋梁、カルバート等の道路構造物は 7,500 基を若干超える数が設置

されている。45％は国道、31％は州道、24％は県道に設置されている。材質別の内訳は図２－

１のとおりであり、鉄筋コンクリートが 77％に及ぶ。これら 7,500 基のうち、404 基は豪雨時

に浸水の危険性があり、2,750 基は幅員狭小、138 基は荷重制限を行い、200 基は崩落の可能性

がある。 

 

                                                        
1 政令 No. 2-83-620（1990 年 2 月 1 日）が根拠法令である。 
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出典：Direction Des Routes Avril 2016  

図２－１ 道路構造物の材質分類 

 

  ネットワークの改善のため、道路の区分について見直しが適宜なされている。2015 年の見直

しで、国道延長は 1 万 70km から 1 万 5,794km となっている。また、基幹的な県道の州道路へ

の昇格はその案が検証段階に入っている。さまざまな地方道路整備プログラムや地域社会との

協同で整備された未分類道路の県道への編入については、今後県議会との調整に入り、分類道

路の延長が約 8,000km 増加する見込みである。 

 

（2）道路関係予算と事業 

  METLE 所管分野の全投資額 1,170 億モロッコ・ディルハム（Moroccan Dirham：MAD）（2012

～2016 年）のうち、道路関連は 497 億 MAD と全体の 42.4％を占めており、投資部門としては

道路分野が最大セクターとなっている（図２－２参照）。 

 

鉄筋コンクリート, 

77%

石材, 10%

その他, 

8%

合成構造（ｺﾝｸﾘｰﾄ

＋鋼材）, 3%
鋼材, 1%

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺ

ﾝｸﾘｰﾄ, 1%
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出典：Grands Chantiers et Reformes 2012-2016 

図２－２ セクター別投資額内訳（2012～2016 年） 

 
  道路予算の原資は図２－３のように、国の一般会計予算、道路整備会計が投入されているが、

地方道路についても「地方道路改良プログラム」（Programme National des Routes Rurales）の枠

組みの下、整備を支援しており、同プログラムにはアフリカ開発銀行（African Development 

Bank：AfDB）、その他ドナー（含む JICA）のドナーの資金が投入されている。また、ドナー資

金は高速道路の整備にも活用されている。 

  国の道路関係予算は、2008～2011 年の 5 カ年が 202 億 MAD であったのが、2012～2016 年の

5 カ年には 333 億 MAD と 30％増加し、旺盛な道路整備が実施された。これにより 2 万 650 km

の道路が恩恵を受けたが、その延長は 2008～2011 年の 5 カ年の 1 万 3,480 km に対して 53％増

加している。 

  2012～2016年の333億MADの内訳は、ネットワーク改善20億MAD、構造物整備32億MAD、

地方道路 98 億 MAD、維持修繕・改良に 182 億 MAD と維持修繕・改良の占める比重が高くな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Direction Des Routes Avril 2016 

図２－３ 道路関係予算の流れ 

地方道路 

改良プログラム

一般予算 

道路整備会計 FSR 

パートナー負担 
FER 

ドナー資金 

料金収入 

道路維持修繕 

道路改良 

高速道路 

道路 

鉄道 港湾 

航空 

物流 

自動車輸送 
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1) 維持修繕・改良 

  主要な維持修繕・改良事業としては、舗装の補強とレベリング（凹凸の補修）、4 車線化等

の拡幅が上げられる。2008～2011 年の 5 カ年での維持修繕・改良分野への投資は 84 億 MAD

であり、2012～2016 年の 5 カ年で 182 億 MAD と大きく増額されている。2008～2011 年の 5

カ年で 5,365km の維持修繕・改良しかできなかったのに対して、2012～2016 年の 5 カ年では 1

万 713km の維持修繕・改良ができた。 

  こうした維持修繕重視の予算配分により道路状態は改善されており、例えば良好ないし普通

程度と評価される道路延長の比率は、2012 年の 53.5％から 2014 年の 58.8％と着実に改善され

ている。2016 年末には、この比率は 60％に達すると期待されている。 

2）地方道路 

  2012～2016 年の 5 カ年での地方道路に対する支出は 98 億 MAD で、9.940km が建設、整備

されることとなっており、これは前の 5 カ年の 86 億 5,000 万 MAD の約 12％増である。地方

道路整備については、第二次地方道路整備プログラム（Deuxième Version du Programme National 

des Routes Rurales）が AfDB、世界銀行（World Bank：WB）、JICA 等の多くのドナーの協力に

より実施されている。これは、地域格差是正のために 2016 年末までに新たに農村人口 300 万

人に全天候道路へのアクセスを可能とするものであり、アクセス可能率は 80％まで高まるこ

ととなる。また、2016 年度末に打ち出される新しい地方道路プログラムは、2,320km の地方道

路と 68 橋を総額 25 億 MAD で整備するものとなる見込み。 

3）構造物整備 

  崩壊の危険性がある構造物の補修及び再建プログラムに従い、構造物整備に 2012～2016 年

の5カ年で32億MADの投資をコミットしたが、これはその前の5カ年の同分野の投資の100％

増の計画となっている。これにより崩壊の危機にあった構造物は 2011 年の 310 基から 2016

年には 200 基に減少が見込まれている。 

4）高速道路 

  高速道路は 2011 年末に延長 1,437 km であったのが、2016 年 8 月には約 1,800 km となり、

ここ 5 年間で整備が大いに進捗した。2012～2016 年の 5 カ年で、次の 3 路線 355 km が完工し

ているが、これらは全高速道路ネットワークの 20％に相当する延長である。 

・Berrechid 高速道路：延長 172 km、投資総額 60 億 MAD 

・El Jadida 高速道路：延長 140 km、42 億 MAD  

・Rabat バイパス道路：延長 41 km、投資総額 28 億 MAD 

  今日では人口 30 万人以上の都市はすべて、つまり人口の 60％が高速道路ネットワークによ

り結ばれている。高速道路利用により 100km の走行ごとにおおむね 30 分の移動時間が節減で

き、貨幣換算で 70 億 MAD、GDP 0.8％相当が節減されていることとなる。 

  モロッコの高速道路は制限速度 120km/h、完全立体交差で対距離料金を基本とする有料道路

として整備され、国営会社である ADM が建設、管理を担当している。最初に供用したカサブ

ランカ～ラバト間の高速道路は 1975 年に建設を開始し、1988 年に全線開通した。公共事業方

式により建設されたため開通当初は通行料が無料であったが、建設に 13 年を要した教訓を踏

まえ、有料道路制度が導入された。同制度の下、借入金により建設を加速し、料金収入により

それを返済することとされている。なお、一部の高速道路建設には日本、AfDB の借款等の
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ODA 資金が導入されている。 

5）準高速道路 

  高速道路ネットワークを補完する準高速道路2（Expressway）は 977 km が供用中、360 km が

建設中であり、2017 年末の延長は 1,340 km に達する予定である。準高速道路は区分上、国道、

州道、県道のいずれかに分類される。制限速度は 100km/h で、一部は平面交差点もあり、高

速道路が有料であるのに対して無料となっている。 表２－２のデータからも高速道路に比較

して延長当たり単価が安価であることがわかる。 

 

表２－２ モロッコの準高速道路整備経緯 

年度 供用延長(km) 累計投資額（億 MAD） 

2012 730 50.6 

2016 末 980 71.4 

2017（見込み） 1,340 106.4 

出典：METLE 年報 

 

２－１－２  港湾セクターの概要 

モロッコは 3,411km の海岸線に 40 の港湾を有しており、このうち国際貿易港が 13 港、漁港が

21 港、マリーナが 6 港である。モロッコの港湾取扱貨物量は 1 億 1,020 万トン（2015 年）であり、

そのうち国際コンテナの積み替え港として 2007 年に開港したタンジェ新港（Tanger Med）が 35％、

モロッコの輸出入のゲートウェイであるカサブランカ港が 23％、石炭・肥料などバルク貨物を主

に取り扱うジョルフ・ラスファー（Jorf Lasfar）港が 21％を占めており、これら 3 港で全国の港湾

取扱貨物量の 79％を占めている。また、コンテナ貨物量はモロッコ全体で 399 万 1,000 TEU 

（Twenty-foot Equivalent Unit：20 フィートコンテナ換算個数）（2015 年）であり、このうち輸出入

コンテナが 114 万 6,000 TEU、トランシップコンテナが 284 万 5,000 TEU である。トランシップコ

ンテナはすべてタンジェ新港で取り扱われている。 

METLE の港湾・公有水面局（Direction des Ports et du Domaine Public Maritime）が国内港湾行政

を所管しており、国際貿易港と漁港（計 34 港）の管理は、タンジェ新港についてはタンジェ新港

特別会社（Agence Spéciale Tanger Med ：TMPA）が、残る 33 港についてはモロッコ港湾公社（Agence 

Nationale des Ports ：ANP） が担当している。一方、港湾ターミナルの運営は国営会社または民間

セクターにより行われている。例えば、カサブランカ港の場合、コンテナ・ターミナルと自動車タ

ーミナルについては、国営企業 Marsa Maroc と民間企業 Somaport が運営しており（ターミナル単

位で分担）、穀物ターミナルについては公社である SOSIPO と民間企業である MassCereale 社が運

営している（同様にターミナル単位で分担）。また、リン鉱石のターミナル運営はリン鉱石公社

（OCP）が行っている。 

 

２－２  国家開発計画・政策における道路・港湾セクター 
モロッコの道路開発政策は、以下の 4 つの機軸を設定している。 

                                                        
2 仏語では英語の Expressway に当たる Les Voies Express と表現されているが、高速道路 Motorway より規格が低い道路なので、準高

速道路と訳している。 
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① 既存道路のサービスレベルを維持、向上させる 

② 交通費用を低減、サービス水準を向上し、交通安全の向上に資するよう道路ネットワークを

改良する 

③ 地方開発の促進、国家の経済の浮揚に資する道路ネットワークの拡張を加速する 

④ 建設機材の活用により常時市民の移動を確保すること（除雪、応急橋梁の活用、災害時の土

砂の除去等） 

さらに、道路維持管理に関する METLE の戦略としては、次の事項を取り上げている。 

・ 国民の資産であるインフラの保全と交通ニーズに対応した改良 

・ 洪水被害の補修 

・ 荷重より変形した路面の平坦性確保 

・ 交通安全対策 

・ 土木構造物の修繕、再建 

また、｢道路計画 2035（Le plan routier à l’horizon 2035）｣によれば、モロッコは 2035 年までに高速

道路の延長を 3,400km（2017 年現在、1,800km の約 2 倍）とすることをめざしていることから、適切

な高速道路の運営管理が求められていることが確認できる。 

港湾セクターについては、METLE が策定した｢国家港湾戦略 2030（La Stratégie Portuaire Nationale à 

l’horizon 2030）｣によると、モロッコの港湾取扱貨物量は 2030 年には 2 億 9,000 万～3 億 7,000 万ト

ン（2015 年の 2.6～3.4 倍）に増加すると予測している。これに対応するため、モロッコの港湾セク

ターを「国の経済の競争力を促進するとともに、国土開発を推進し、モロッコを地中海地域の物流プ

ラットフォームとして位置づけるための中心的存在となる、効率性の高い港湾」というビジョンの下、

①港湾の機能・サービスの改善、②他の輸送モードとリンクし、国際物流チェーンと統合した港湾ネ

ットワークの形成、③港湾インフラ開発の最適化、④国内外の海運セクターの変化への対応、⑤均衡

ある国土開発への貢献、⑥港湾開発による環境への影響の最小化、⑦長期的な不確実性への柔軟な対

応、の 7 つの戦略軸を提示している。また、モロッコの海岸線を 6 つのゾーンに分割し、それぞれの

ゾーンについて開発計画を示している。モロッコの主要港湾に対する 2012 年から 2030 年までの開発

予算は 742 億 400 万～749 億 9,400 万 MAD と見込まれている。 

モロッコでは、このような戦略の下に大規模な港湾開発を計画・実施しており、主なプロジェクト

としては、①ナドール西港（Nador West Med）、②サフィ（Safi）新港、③ケニトラ新港（Kenitra Atlantique）、

④ジョルフ・ラスファー（Jorf Lasfar）新港等があげられる。①と②については、すでに建設が進行

中である。 

 

２－３  日本の関連事業の取り組み（道路・港湾セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実

績） 

わが国のモロッコに対する援助の基本方針（大目標）は、「社会の不安定要因となりうる地域的・

社会的格差の是正を図りつつ、安定的なマクロ経済運営に基づいた持続的な成長を実現することによ

り、モロッコのバランスのとれた発展と中東・北アフリカ地域の安定化に貢献する」であり、道路・

港湾分野に関連する援助の重点分野（中目標）としては、以下の 2 つが該当する。 

① 経済競争力の強化・持続的な経済成長：わが国との経済関係の一層の強化も視野に入れ、産業

の基盤となるインフラの整備、人材育成、主要産業である農水産業分野の振興などを通じて、雇

用創出や産業育成を促し、モロッコの経済競争力の強化及び経済成長に貢献する。同時に、わが
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国の太陽エネルギーや環境対策、資源管理などに関する技術を活用して、同国の持続的成長を支

援する。 

② 南南協力の促進：モロッコは、仏語圏サブサハラ・アフリカ諸国と歴史的、言語的に緊密な繋

がりを有する。また、同国はわが国による 40 年以上に及ぶ協力により経験、技術を蓄積し、こ

れらをアフリカ諸国に効果的に伝達する能力を有しており、モロッコ政府も南南協力に積極的に

取り組んでいる。これらを踏まえ、モロッコをわが国の対アフリカ支援のパートナーとし、サブ

サハラ・アフリカ諸国の発展に貢献する。 

 

２－３－１  道路セクター 

わが国は表２－３に示すとおり、1990 年以降、運輸・交通インフラである道路の整備を通し、

モロッコ経済の活性化を後押ししてきた。本プロジェクトの実施機関である IFEER は無償資金協

力事業により 1993 年に設立され、その後 IFEER に対して人材育成能力向上を目的とした技術協力

プロジェクト｢道路保守建設機械訓練所（IFEER）プロジェクト（1992～1997 年）｣が実施され、2004

年には無償資金協力による機材更新が行われた。これまで 8 件の円借款による有償資金協力を実施

しており、そのうちの 2 件「カサブランカ～セタット間」及び「マラケシュ～アガディール間」の

高速道路は本技術協力プロジェクトの実施機関である ADM アカデミーの母体である ADM が運営

管理を行っている。直近では、第三国研修｢道路保守管理（第 1～4 フェーズ）｣が実施され、計 12

カ国〔ガボン共和国（以下、「ガボン」と記す）、カメルーン共和国（以下、「カメルーン」と記す）、

ギニア共和国（以下、「ギニア」と記す）、コートジボワール共和国（以下、「コートジボワール」

と記す）、コモロ連合、ジブチ共和国（以下、「ジブチ」と記す）、セネガル共和国（以下、「セネガ

ル」と記す）、ニジェール共和国（以下、「ニジェール」と記す）、ブルキナファソ、ベナン共和国

（以下、「ベナン」と記す）、マリ共和国（以下、「マリ」と記す）、モーリタニア・イスラム共和国

（以下、「モーリタニア」と記す）〕が研修に参加した。 

 

表２－３ 道路セクターにおけるわが国の支援実績 

スキーム名 実施年 案件名 
無償 1992 年 道路保守建設機械訓練所（IFEER）建設事業 
技協 1992～1997 年 道路保守建設機械訓練所（IFEER）プロジェクト 
有償 1995 年 道路セクター整備事業 
有償 1997 年 カサブランカ～セタット間高速道路建設事業 
有償 1998 年 カサブランカパイパス建設事業 
有償 2001 年 地中海道路建設事業 
無償 2004 年 道路保守建設機械訓練所（IFEER）機材整備計画 
有償 2006 年 マラケシュ～アガディール間高速道路建設事業 
有償 2007 年 地方道路整備事業 I 
有償 2009 年 地中海道路建設事業 II 
有償 2011 年 地方道路整備事業 II 

ボランティア 2011～2014 年 
「建設機械」シニアボランティア（長期 1 名・短期１名、計 2
名派遣） 

第三国研修 1999～2014 年 道路保守管理（フェーズ 1～フェーズ 4） 
民間技術普及
促進事業 

2016～2017 年 特殊高所技術を用いた構造物点検技術普及促進事業 

備考：無償＝無償資金協力、技協＝技術協力プロジェクト、有償：有償資金協力 

出典：JICA モロッコ事務所 
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２－３－２  港湾セクター 

モロッコの港湾セクター及び関係分野に対するわが国の援助実績は以下のとおりである。 

2013～2015 年の第三国研修「港湾運営管理」は、仏語圏アフリカ諸国の港湾の運営及び管理に

係る人材（教育担当者、行政担当者、港湾技術者等）に対し、国際基準に基づく知識・技術の向上

を図ることを目的として、ANP の IFP において実施された。港湾機能の管理・安全管理・国際輸

送をテーマとした全 5 回の研修に、10 カ国〔ガボン、カメルーン、ギニア、コートジボワール、

コンゴ共和国、赤道ギニア共和国（以下、「赤道ギニア共和国」と記す）、セネガル、トーゴ共和国

（以下、「トーゴ」と記す）、ベナン、モーリタニア〕から 97 名の研修生が参加した。 

 

表２－４ 港湾セクターにおけるわが国の支援実績 

スキーム名 実施年 案件名 

技協 1996～2001 年 高等海事学院（ISEM）プロジェクト 

第三国研修 2013～2015 年 港湾運営管理 

第三国研修 2000～2004 年 海事教育 

出典：JICA モロッコ事務所 

 

２－３－３  三角協力分野：AMCI  

外務協力省は三角/南南協力の実施・取りまとめ機関として、1986 年に AMCI を設立した。図２

－４の組織図のとおり、二国間・技術・三角協力部のみが技術協力や無償資金協力関係事業を担当

しており、二国間協定締結の際に合意されたセクターに対する無償資金協力事業を主に実施してい

る。例を挙げると、コートジボワールやセネガルに対する小規模漁港の整備、その他の仏語圏サブ

サハラ・アフリカ諸国に対する学校や病院等の建設に関する無償資金協力を実施しており、AMCI

は外交上の手続きや資金管理に関与している。  

他方、留学生受入事業は AMCI の主要事業となっている。敷地内には留学生用の宿舎が完備さ

れており、主にサブサハラ・アフリカ諸国からの留学生を受け入れており、奨学金を支給している。 

JICA は、2013 年 5 月に開催された第 5 回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on 

African Development：TICAD）において、AMCI との協力協定を調印し、これを受け個別専門家（三

角協力体制強化：2014 年 9 月～2016 年 9 月）を技術・三角協力部（組織改正前の旧体制）へ派遣

した。 

 

 

 

 

 

 
 

出典：AMCI 提供資料 

図２－４ AMCI の組織図 

⻑官

⼈事部 財務部 研修事業部 ⼆国間・技術・
三⾓協⼒部

国際学⽣都市 ⾔語センター

総務部
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２－４  モロッコ他主要ドナーによる支援の活動状況 
２－４－１ 道路セクター 

モロッコの道路セクターにおける各ドナーの援助動向を表２－５に示す。欧州連合やイスラム開

発銀行等が支援した｢高速道路建設プロジェクト（Berrechid～Béni Mellal 間）｣は、総工費約 130

億 MAD の大型プロジェクトであり、2014 年に開通した。また、WB が実施した｢地方道路整備事

業（2）｣は、｢道路改善国家プログラム及び組織能力の強化による地方に住む人々の道路へのアク

セスの増加｣を目的に掲げ、未分類であった道路（Rural road あるいは Commune road 等）をモロッ

コ政府の基準に基づき Provincial roady や Regional road に分類し、各道路の維持管理機関を明確に定め

た。このほか、AfDB も地方道路整備事業（フェーズ 2）や高速道路建設事業に支援を行っている。 

 

表２－５ 各ドナーの援助動向（道路セクター） 

ドナー名 実施年 案件名 

WB 
2007～2011 年 地方道路整備事業（フェーズ 2） 

2015～2020 年 モロッコ国都市交通プロジェクト 

AfDB 1993～2017 年 
アフリカ諸国の道路維持管理データベース及び業務プロセス構

築プロジェクト 
イスラム 
開発銀行 

2010 年 
高速道路建設プロジェクト（Berrechid～Béni Mellal 間） 

欧州連合 
2010 年 

2012 年 農村道路建設及び地方道路整備プロジェクト 

出典：ドナーへの聞き取り調査及び各ドナーのホームページより調査団が作成 

 

２－４－２  港湾セクター 

モロッコにおける各ドナーの援助動向は表２－６のとおりである。AfDB・EBRD（欧州復興開

発銀行：European Bank for Reconstruction and Development）・AFESD（アラブ経済社会開発基金：

Arab Fund for Economic and Social Development）は、ナドール西港プロジェクトに対して、合わせ

て 4 億 9,000 万ユーロの協調融資を実施している。また、2013 年よりベルギー技術協力公社

（Coopération Téchnique Belge：CTB）の支援により、港湾運営管理分野における ANP 職員向けの

研修が実施されている。このほかに、EBRD はアガディール（Agadir）、サフィ（Safi）、ナドール

（Nador）の 3 港の改修プロジェクトのために、ANP に対する 4,000 万ユーロの融資を検討してい

る。 

 

表２－６ 各ドナーの援助動向（港湾セクター） 

ドナー名 実施年 案件名 

AfDB 

EBRD、AFESD 

2016～2020 年 

（建設工事期間） 
Nador West Med Port Complex Construction Project 

CTB 2013～現在 港湾運営管理研修 

出典：AfDBProject Appraiasl Report 及び調査団の聞き取り調査結果により調査団が作成 
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第３章 調査結果 

３－１  METLE 

METLE は図３－１に示すとおり、大臣、次官の下、13 の局から構成される。本プロジェクトの実

施機関である ADM アカデミーや IFP は国営会社組織であり、局直下の組織ではないものの、IFEER

は道路局に IFP は港湾・公有水面局の傘下にそれぞれ位置する。 

 

 
出典：METLE ホームページ 

図３－１ METLE の組織図 

 

３－１－１  道路局 

（1）組織概要 

  METLE において道路行政を所管するのは道路局 Direction des Routes である。道路局は図３－

２のような本省組織と 12 の地方局（Direction Régional）、更にその下に 53 の県事務所（Direction 

Provinciale）を有する三層の階層構造になっている。地方局には自治体も含めて技術的なサポ

ートをする技術センター（Centre Régional des Etudes Techniques）があり、道路ユニットと橋梁

ユニットがある。12 の同センターのうち、10 には橋梁技術者が配置されている。 

  地方局は管内事務所の取りまとめも行っており、地方自治体管理の道路も含めた路面の点検

業務のコンサルタント発注も行っている。地方事務所は工事監督、経常維持、修繕等の事業実

施を担当している。 

12 の地方局 

53 の県事務所 



－18－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：道路局提供資料 

図３－２ 道路局の組織図 

 

  ｢Direction Des Routes Avril 2016｣によれば、METLE の道路局の職員は地方出先機関も含めて

3,194 名に及び、管理職が 452 名、監督的立場の職員 1,038 名、現業職 1,704 名という内訳であ

る。なお、本省と地方出先機関の職員比率はそれぞれ 11％と 89％であり、男女比は 81％対 19％

である。職種別には、技術者 11％、技能工 31％、技術補助員 49％、行政事務 3％、事務補助員

4％、文書作成 2％という比率となっている。 

 

（2）道路維持管理の実態と課題に関する認識 

  道路局は、舗装及び橋梁の点検マニュアル及びデータベースを整備している。点検も各地方

局がコンサルタントに外注して実施し、点検結果はデータベースに蓄積されそれを活用して要

修繕箇所を抽出している。維持管理のマネジメントサイクルはほぼ確立されている。 

  モロッコの橋梁はほとんどがコンクリート橋であるが、現地の条件に対応してさまざまな橋

種を導入していくことが必要と道路局は認識している。また、「都市部の施工条件が厳しく、ま

た短期間の施工が求められるところでは日本のように鋼製橋梁の活用が必要であるが、コンク

リート橋以外はマーケットが小さいので技術が発達しない」という現状認識を示しつつ、橋梁

分野での日本技術の導入、日本企業の参加に期待感も示している。あわせて、省内の橋梁技術

者の育成、強化が必要との認識も示された。 

  また、道路局からは地盤工学技術に関心を示す発言もあった。地滑り対策が必要な事業が多

くあり、地中海バイパス道路事業には日本のコンサルタントの技術的な支援を得ており、日本

の技術力を評価する発言があった。その他、トンネル、耐震技術等、日本の技術に対する関心

は高く、今後とも日本との協力関係の維持、発展を期待する旨の発言が道路局長よりあった。 

 

（3）対仏語圏アフリカ諸国の人材育成への協力に関する認識 

  本技術協力プロジェクトでは、IFEER が建設機械の操作・維持管理、路面の維持管理、ADM

アカデミーが高速道路の計画・建設・維持管理、大規模道路事業のプロジェクトマネジメント

 

道路保守建設機械訓練所

（IFEER） 
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について、仏語圏アフリカ諸国の人材育成を担っていくという基本的な認識が調査団と道路局

の間で共有された。 

  一方で、道路局から舗装技術は経験の機会も多いので、いずれの国もある程度基本的なこと

は経験、理解しているが、橋梁に関しては多様な橋種もあるので、その維持管理がモロッコも

含めたアフリカ諸国の課題であり、それに対する協力が要請された。また、維持管理のみなら

ず設計、建設の技術向上も課題ではあるが、アフリカ諸国への協力という点では、まずは維持

管理技術の支援ということになろうとの認識が示された。さらに、道路局からは日本人専門家

の助言を得つつ（特に橋梁分野）、路面及び橋梁の維持管理の人材育成について協力をしていき

たいとの考えが示され、その方向で本技術協力プロジェクトを進めることとされた。 

  なお、道路局内でデータベースを管理している橋梁課の橋梁技術者、道路局傘下の国立道路

研究所（Centre National d'Etudes et de Recherches Routières：CNER）の 4 名の若手橋梁技術者（う

ち 2 名は欠員となっているが、新規採用により補充予定）が橋梁分野の講師候補者であり、日

本人専門家により彼らに対して講師として必要な研修、技術移転を実施することが要請された。 

 

３－１－２  港湾・公有水面局 

METLE の港湾・公有水面局は、①港湾セクター及び公有水面に関する省の政策の策定と実施監

理、②港湾・海運に関する新規インフラ整備、③公有水面の管理・保護・開発、という役割を担っ

ている。港湾・公有水面局は幹部を含めて総勢 309 名であり、組織体制は図３－３のとおりである。 

 

局　長

顧問

公有水面管理課

公有水面保全課

人事課

総務課

経理・調達課ITマネジメント課

港湾統計課

港湾海洋工事課

基準・技術調査課

水路・海洋・深浅測

量・浚渫課

計画・資金部 港湾・海洋開発部 規制・公有水面部 総務部

経済調査・計画課

予算・資金課

法務・港湾規制課

沿岸開発調査課

 

出典：港湾・公有水面局提供資料 

図３－３ 港湾・公有水面局の組織体制 

 

３－１－３  IFEER について 

（1）組織概要 

  わが国の無償資金協力により、1993 年に IFEER は設立された。IFEER の組織図を図３－４

に示す。 
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図３－４ IFEER 組織図 
 

  IFEER の目的として、官民の道路保守建設（維持管理を含む）に係る技術者の育成があげら

れる。1993 年の設立以来、METLE の道路局職員をはじめ民間コントラクター、第三国研修を

通じての仏語圏アフリカ諸国に対する道路建設・維持管理を担う技術者に対して重要な役割を

果たしてきた。 

  IFEER は、METLE の道路局の傘下の SEGMA（Services de l'Etat Gérés de Manière Autonome：

独立行政法人）といわれる形態の組織であり、日本の独立行政法人に相当する。SEGMA は、

職員給与は所管省庁の予算により手当され、運営に必要な経費は事業収入によりまかなうこと

とされている。IFEER については研修受講料が事業収入となり、これにより施設運営費（電気、

水道代、インターネット等）や研修用機材運営経費（機材の燃料代、修理費、部品代等）や研

修生の宿泊費、食事代、外部講師の招聘費用等の経費をまかなっている。なお、METLE から

派遣される講師への謝金については、免除されることもあるとのことである。 

  2014～2016 年の IFEER の収入及び支出実績を表３－１及び表３－２に示す。 
 

表３－１ 2014～2016 年の IFEER の収入 
(単位：MAD) 

項目 2014 2015 2016 

研修収入 1,988,280 3,262,220 2,030,500

出典：IFEER 提供資料 

            
表３－２ 2014～2016 年の IFEER の支出 

(単位：MAD) 

項目 2014 2015 2016 

研修所維持管理運営費 2,267,484 1,021,458 1,211,089

機材維持修理費 176,630 169,590 90,930

研修生宿泊・食事費 440,339 213,224 371,063

外部講師招聘費 22,995 19,958 93,192 

機材燃料費等 306,177 292,925 234,855

 計 3,213,625 1,717,156 2,001,130
出典：IFEER 提供資料 
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（2）IFEER の研修の状況 

  現在、IFEER が実施可能な講座は表３－３に示す 20 講座となる。 

 

表３－３ IFEER が実施可能な講座名 

大項目 小項目 

建設機械の運転 ① ブルドーザー 
② グレーダー 
③ ローダー 
④ 油圧シャベル 
⑤ ホイールローダー・バックホー 
⑥ フォークリフト 
⑦ クレーントラック 

建設機械の点検、診断、修繕

技術 
⑧ ディーゼルエンジン 
⑨ 電気 
⑩ 油圧 
⑪ トランスミッション 

建設機械の保守管理 ⑫ 在庫管理 
⑬ 生産性管理 
⑭ 産業会計 

道路維持管理（材料試験含む） ⑮ 日常維持管理 
⑯ 交通安全対策 
⑰ 材料試験 

その他 ⑱ コンクリート舗装及び材料試験 
⑲ 油圧システム・トランスミッション・メカトロニクスの設計

⑳ 構造物の監理・設計・監視と検査 
出典：IFEER による提出資料 

 

  大きく分類すると、「建設機械の運転」「建設機械の点検、診断、修繕技術」「建設機械の保守

管理」「道路維持管理（材料試験も含む）」の 4 分野の研修を行っている。「道路維持管理」につ

いては METLE の道路局から講師を派遣してもらう必要があるものの、他の建設機械系の研修

については IFEER 内部人材により講師が充足している。IFEER の職員は、基本的に METLE に

人事異動はないため、内部人材の講師の質は安定的に確保できている。新規に講師を雇用した

場合は内部研修を実施し、講師の人材育成を行っている。現在は 13 名の講師（主講師：8 名、

アシスタント講師：5 名）がおり、1 名の講師が複数の講座を掛け持ちしている。講師の人数

は不足している状態であり、現在 2 名の Mechanic と 2 名の Civil work technician を募集して

いる。 講師（Mechanic 及び Technician）に必要な資格は、高校卒業（Baccalauréat）及び Diploma

（Training Institute で学ぶ 2 年間のコース）である。 

   2016 年の受講者の割合は表３－４のとおりである。建設機械の民間保有が進むに従い、個人

も含めた民間技術者の研修受講者が増えている。講座により異なるものの、建機の操作に係る

研修では研修生 50％弱が民間セクター出身で、残りが METLE の道路局、地方道路局の職員と

なっている。社会的な要請に応え、適切に収益を確保するためにも、民間技術者のニーズに対

応した研修プログラムの改善は重要な課題と IFEER は認識している。 
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表３－４ IFEER での研修受講者の所属別内訳（2016 年） 

受講者 人数（名） 割合（%） 

個人 182 45,16 

民間企業 21 5,21 

地方道路局 75 18,61 

道路省道路局 125 31,02 

計 403 100,00 

出典：IFEER への聞き取り調査結果により調査団が作成 

 

  なお、各講座の受講料は一定ではなく、講座内容及び受講人数により金額が変わる。講座の

数を増やす場合は、METLE 大臣の承認が必要である。 

  2014 年に JICA の第三国研修が終了してからは、第三国研修は実施していない。2015～2017 

年は、専らモロッコ人を対象として研修を実施している。左記の第三国研修及びモロッコ人対

象の研修を実施するうえでの課題・問題点は特にないと IFEER は認識している。研修施設内の

整理整頓は十分に行われ、研修用の建設機械類の維持管理状態は良好である。参考までに視察

時の IFEER の様子を以下に示す。 

 

IFEER の庁舎（所長室や教室を含む） 

 

講義用の教室 

講師を務めるオペレーターたち 
安全具の装着等には注意を払っていることが
うかがえた。 

研修の様子 
研修生（地方自治体の若手のエンジニア、操作
員）にグレーダーの説明を行っている。 
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建機整備の実習を行うワークショップ 油圧系の診断を行う油圧テスター 
無償資金協力供与機材（マルマ製） 

 

排気ガス、駆動力その他の計測によりエンジン
の状態を測定するエンジンテスター 

エンジンテスターの測定室 
エンジンテスターを電子制御系の診断もでき
る新型のものに更新すべく機材供与を希望し
ている。 
 

7 トントラッククレーン（タダノ製） 
これを 75 トンに更新するための機材供与を希
望 

スペア―パーツ等の生産を行うための旋盤 
機器が開いており、今は旋盤の機能説明に使わ
れているように見える。 
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材料試験棟の土質試験関係機器 
（左は粒度分布計測用のふるい、真ん中は一軸
圧縮試験機） 

土質試験機器（液性限界の測定機器） 
ほかにアスファルトの材料試験機器（マーシャ
ル試験器や物性試験の機材）もある。 
 

セメントコンクリ―の試験器 
手前は強度測定用の圧縮試験器、奥にはスラン
プ試験器等もあった。 

宿泊棟に付属する食堂の屋外スペース 
研修生が休憩、談話をしている。 

 

３－１－４ ADM と ADM アカデミー 

（1）ADM について 

  ADM（ADM アカデミーを含む）は、1989 年に設立された高速道路の計画、建設、維持管理

を担う公社組織であり、モロッコ政府及びハッサンⅡ世基金が主要な出資者である。ほかにク

ウェート政府の投資機関 ANP（DG）等が出資をしている。ADM は、METLE の道路局の傘下

ではなく、大臣直轄の経営委員会 Board of Directors の傘下にある。同委員会は METLE 大臣を

議長とし、同省次官、同省道路局長、経済財務省大臣、及び主要出資者代表が構成する最高意

思決定機関である。ADM の組織図を図３－５に示す。 

  2016 年 8 月現在、約 1,800km の高速道路が供用されているが、今後 15 年間で更に 3,600km の

高速道路をそのネットワークに追加していくことを目標としている。今後の整備計画にはチシ

カ山脈の長大トンネル等の大規模事業を含むとともに、更に将来的にはジブラルタル海底道路

トンネル、カサブランカ市内の高架都市高速道路といった技術的に難易度が高い事業を構想し

ており、日本の高い技術力の導入にも関心を有し、わが国の阪神高速道路会社とも交流を始め

たところである。ラバト～カサブランカ間の高速道路（3 号線）の設計、路面の状態は良好で

あり、ADM は高い技術力を有していることをうかがわせる。 
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出典：ADM アカデミー提供資料 

図３－５ ADM 組織図 

 

ラバトよりカサブランカ方面に向かう高速道路 
路面状態は極めて良好であり、LED 可変道路情
報板や標識類も設置され、情報提供にも配慮が
されている。 

交通安全は大きな課題と認識されている。線
形、幅員構成もよいが、防護柵の設置されてい
る箇所、ない箇所が散在 

 

  ADM アカデミーの説明によれば、ADM は高速道路専用の点検マニュアルを有しており（道

路研究所が作成する国管理の一般道路向け点検マニュアルとは内容が相当に異なる）、点検結果

をフランスのコンサルタント Egis 社が作成した統合維持管理システム（いわゆる舗装マネジメ

ントシステム（Pavement Management System：PMS）や橋梁マネジメントシステム（Bridge 

Management System：BMS）を統合したもので非常に大きな重いシステム）に入力し、当該シス

テムが優先修繕箇所を選定し、それに基づき修繕を行うというメインテナンスサイクルが確立

 
経営執行機関 

検査・品質部 

技術開発・ 
専門家連絡部 

調達委員会 

総務・財務局 運営局 エンジニアリング局 開発局 

人材部 

施設管理部 

建築・構造物部

運営・安全部 

料金所検査部 

維持管理部 

情報システム部 

戦略・開発部

資料・情報の 
安全課

マーケッティング・コミュニケーション部 

業務統括部 

測量・公共財産

管理課 

工事部 

運営センター

営業部 運営エンジニ

アリング部
設計部 
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されているとのことである。高速道路の管理レベルは一般道路とは異なるハイスペックのもの

となるが、仏語圏アフリカ諸国に対して維持管理の方法論について技術移転を図るうえで潜在

的なリソースとして期待できるものと思われる。 

 

（2）ADM アカデミーについて 

1）組織概要 

  ADM の下部組織である ADM アカデミーは、ADM 職員の研修や能力強化のために 2015 年

に設立された ADM 直轄の研修機関である。各年度予算は ADM に予算申請をし、ADM から

配分される。なお、アカデミーの職員の給与は ADM アカデミーに配分された予算からではな

く、ADM から直接職員に支払われる。 

  主な研修所はケニトラにあり、その近くに研修生用の宿泊施設がある。ADM は AfDB 等の融

資を受けているが、ADM アカデミーに対する援助機関からの支援はこれまでのところない。な

お、将来的に ADM アカデミーとして独立した組織になることをめざしているとの説明もあった。 

2）ADM アカデミーの研修の状況 

  ADM アカデミーには専任講師はおらず、基本的には ADM の高速道路業務の経験が長く、

高い知識・技術をもつ職員が講師を務めており、専任講師を配置する計画はない。講師は基本

的に高校卒業＋Engineer School（5～6 年）の学歴を有している。Engineering School は大学の

学部及び METLE の傘下にある State School（フランスのグランゼコールに類似するシステム）

に分けられる。 

  ADM は人材育成について、高速道路管理者は常に現場を経験する必要があり、現場の経験

をベースに講義を行うことが望ましいと見なしている。年間の講師配置計画に従い研修を実施

しているため、アカデミーの講師の不足や ADM の業務への支障は生じないとの説明があった。 

  研修の種類は短いもので 2 日間、長いもので 40 日間である。主要な研修コースとして表３

－５の 5 コースが実施されている。 

 

表３－５ ADM アカデミーの研修名 

a） Exécutif Mini MBA - Manager 21 siècle option autoroute 

管理職層向けの 36 日コース研修で、財務や経営に関する科目も含め高速道路と高速道路運営組

織の運営に関する研修 

b）  Cycle transversal - maîtrise du métier de l'autoroute 

監督的立場にある職員向けの 100 時間の e-learning と 10 日の授業のコースで、後半は高速道路

の交通安全と交通管理を含めた高速道路運営に関する研修 

c） CYCLE DE FORMATION“METIER DE LA MAINTENANCE” 

維持担当技術者（テクニシャン）向けの 15 日の座学に現場実習を加えた研修 

d） Management des grands projets d’infrastructure 

大規模インフラ整備事業のプロジェクトマネジメントを学ぶ 15 日間の研修。International 

certificat である PMP が取得できる。 

e） Cursus Manager Coach -CMC 

管理職層に人材育成について行う 10 日の研修 

出典：ADM アカデミーへの聞き取り調査結果に基づき調査団が作成 
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３－１－５  IFP 

IFP は、1984 年に開設された港湾分野の研修センターであり、ANP に属する。カサブランカ港

に併設された研修所において、モロッコにおける港湾開発・管理・運営の知識と経験をもとに、国

内外の官民セクターから参加する研修生を対象に短期（通常 2～10 日）の研修を行っている。その

研修コースは、港湾運営管理、港湾荷役機械操作、ロジスティクス、港湾保安、港湾環境、港湾サ

ービス、港湾技術、港湾業務用英会話、ビジネススキル、コンピューター・スキル、情報システム、

シングルウィンドウなど多岐にわたっている。IFP における研修コースの一部を表３－６に示す。 

IFP は、150 席の大会議場、マルチメディア・ルーム、会議・セミナー室、教室などを有してお

り、2009 年にはガントリークレーンを含む 6 種類の港湾荷役機械の操作訓練を実施できるシミュ

レーターを導入した。 

IFP の組織図を図３－６に示す。IFP は幹部・総務・機械部門・常勤トレーナーなど総勢 25 名であ

る。IFP における研修は、IFP の 7 名の常勤講師により実施されるほか、必要に応じて ANP の専門家

や外部講師が講義を行う。IFP の予算規模は 1,900 万 MAD（2017 年）であり、すべて ANP の予算か

ら支出される。研修による収入が約 700 万 MAD あるが、これは ANP の予算に繰り入れられる。 

2003 年以降、IFP は他国の港湾セクターの人材育成に取り組んでおり、表３－７に示す港湾管理

者や港湾オペレーター会社との間に研修に関する協定を結んでいる。これらの二国間協力や JICA

の支援による第三国研修を通じて、IFP はこれまでに 1,151 名の国外の港湾セクターの幹部クラス

やスタッフに研修を行った。IFP は研修コースの充実と多様化により、このような国際協力を今後拡

大することをめざしており、より多くのアフリカ諸国の港湾セクターの人材育成に寄与するため JICA

やベルギーなどこれまでの協力関係を維持するとともに、他の資金ソースを開拓する意向である。 
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表３－６ IFP における研修コース一覧（一部） 

部門 研修コース 

1．港湾運営管理 

（1）港湾運営管理 港湾管理 

コンテナ・ターミナル管理 

一般貨物ターミナル管理 

危険物の管理と取扱い 

検数の新手法 

倉庫作業管理 

係船技術 

貨物取扱い 

積付計画（コンテナ船、RoRo 船） 

貨物の固定と解除（コンテナ船、RoRo 船） 

（2）荷役機械操作技術 荷役クレーン、ストラドル・キャリアー、フォークリフト、トレー

ラーなど 
2．荷役機械操作のシミュレ

ーター研修 
コンテナ・ガントリークレーン、鉱石クレーン、ストラドル・キャ

リアー、タイヤ式ガントリークレーン（RTG）、モバイル・ハーバー・

クレーン、レールマウント式クレーン 

3．国際輸送ロジスティクス 港湾ロジスティクス入門 

インコタームズ 2010 とロジスティクス手続き 

貿易関連事務・法務 

4．港湾安全・保安・環境 個人用防護具（PPE） 

港湾リスク管理 

港湾安全・保安 

職場環境 

防火 

救命救急措置 

5．港湾サービスの品質 港湾サービスの品質 

品質改善 

問題解決ツール 

品質保証と ISO 

6．港湾技術 防舷材 

浚渫 

港湾の防護・係留施設の維持管理 

出典：IFP 提供資料 
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所長

トレーナー課 マルチメディア課

研修技術部

調査・

プログラミング課

シミュレーター・

センター

パートナーシップ・

国際プロジェクト課

研修・能力開発部

 
出典：IFP 

図３－６ IFP の組織体制 

 

表３－７ IFP が有する他国との研修協定 

国 機関 

モーリタニア ヌアクショット港、ヌアディブ港 

セネガル ダカール自治港 

コンゴ共和国 ポワントノワール自治港、ILOGS 社 

チュニジア 海運港湾局、チュニジア荷役公社（STAM） 

ガボン ガボン港湾局 

スーダン Sea Ports Corporation 

出典：IFP 

 

３－２  IFEER を含む過去の第三国研修のレビュー 

３－２－１  過去の第三国研修の実施状況 

IFEER は 1994 年から第三国研修として道路保守管理フェーズ 1～4 を実施してきた。過去のプロ

ジェクトでの研修生募集及び応募の手続きを調査団が確認をしたところ、次のような手順を経てい

ること、通常 General Information（GI）を METLE に送付してから研修員が確定するまでに約 3 カ

月かかるとの説明があった。 

・ 実施機関である IFEER が GI を作成 

  （道路保守管理フェーズ 4 では、IFEER のカタログも同封） 

・ METLE の道路局/国際局を経由し、AMCI に送付 

・ AMCI からアフリカ対象諸国の外務省に送付 

・ 対象国の外務省から関係省庁に送付 

・ 対象国関係省庁が人選を行い、募集と逆のルートで応募を行う 

ただし、上述の公式ルートだけでなく、IFEER は研修員を派遣する機関（過去に研修生を派遣し

た前例がある相手国の運輸交通省道路局、機械センター等）に直接連絡をする非公式ルートもある

とのことである。応募は最終的には公式ルートに乗せることが必要であるが、公式ルートの手続き

には 3 カ月ほどの期間を要するため、非公式ルート（2 週間ほどを要する）で事前に候補者の詮索

をしていた様子である。 

IFEER は講師が研修生の評価をする仕組みと、研修員が講師を評価する仕組みの両者を有してい

るとの説明があった。評価の仕組みは研修が終了する際、研修員に対しアンケートを実施している

とのことであり、これらのアンケート結果を基に研修内容を改善してきたとのことである。さらに、
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IFEER もプロジェクト終了から 3 年後に、電話インタビューや質問票、講師を対象アフリカ諸国に

派遣するなど、第三国研修のレビューを実施してきた。 

1994 年から第三国研修・道路保守管理フェーズ 1～4 を実施してきたが、各フェーズで確認され

たレビュー内容（課題やその解決策、提案等を研修期間中に実施）は、必ず次のフェーズの研修に

活用することにしている（例えば、フェーズ 1 のレビュー内容をフェーズ 2 に活用）。第三国研修・

道路保守管理フェーズ 1～4 における研修実績を表３－８に示す。 

 

表３－８ 研修実績 

フェーズ 
参加国数 
/参加者数 

実施研修名 実施期間 

1 18 カ国 
/100 名 

① 建設機械の操作と維持管理 
② 道路維持管理技術 
③ 建設機械維持管理 
④ 建設機械管理・維持管理 
⑤ 建設機械の操作と維持管理 

全体：1999～2003 年 
① 2000/01/30-2000/02/26 
② 2001/01/18-2001/02/02 
③ 2001/10/01-2001/10/26 
④ 2002/10/07-2002/11/01 
⑤ 2003/09/29-2003/10/24 

2 17 カ国 
/97 名 

① 道路維持管理 
② 建設機械維持管理 
③ 維持管理・管理 
④ 建設機械の運転と操作 
⑤ コンクリート舗装と材料試験 

全体：2005～2009 年 
① 2006/01/16-2006/02/10 
② 2007/01/22-2007/02/16 
③ 2008/01/14-2008/02/08 
④ 2009/01/12-2009/02/06 
⑤ 2009/09/28-2009/10/23 

3 11 カ国 
/119 名 

① 油圧・トランスミッション・メカトロ

ニックシステムの設計 
② 油圧・トランスミッション・メカトロ

ニックス・メカトロニックシステムの

設計 
③ 道路安全の標識と管理 
④ 油圧・トランスミッション・メカトロ

ニックス・メカトロニックシステムの

設計 
⑤ 建設機械の運転と操作 
⑥ 村落道路の監視（監理）と施工（建設）

全体：2009～2011 年 
① 2009/11/30-2009/12/25 
② 2010/01/25-2010/02/19 
③ 2010/09/20-2010/10/15 
④ 2010/11/29-2010/12/24 
⑤ 2011/07/04-2011/07/29 
⑥ 2011/09/25-2011/09/30 

4 11 カ国 
/103 名 
 

① 道路維持管理・検査・運用 
② 道路の安全性 
③ 交通インフラ管理ソフト？ 
④ 道路維持管理・検査・運用 
⑤ 道路の安全性 

全体：2012～2014 年 
① 2012/11/26-2012/12/21 
② 2013/09/02-2013/09/27 
③ 2013/11/25-2013/12/20 
④ 2014/05/26-2014/06/20 
⑤ 2014/11/24-2014/12/19 

出典：IFEER からの提供資料に基づき調査団が作成 

 

３－２－２ 「アフリカ交通人材育成プロジェクト」について 

IFEER からは本技術協力プロジェクトでの研修生受入について、以下のような考え方が示されて

いる。 
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（1）対象国 

  ニーズがあればどの国の研修者も受け入れたい。ガーナ等の英語圏からの研修者も通訳を付

けることで受入可能であるが、仏語アフリカ圏の研修者とは別に研修を行うことが効率的と思

料する。なお、対象アフリカ諸国に講師を派遣し研修を実施、あるいは研修後のフォローアッ

プを行うことは可能。特に国も制限はしていない。 

 

（2）研修講座 

  モロッコ国内の研修生を対象にした既存 18 講座がベースになるが、大別すれば 

① 建設機械の運転操作 

ブルドーザー、グレーダー、油圧ショベル等の建設機械の運転操作訓練 

② 建設機械の点検、診断、修繕技術 

ディーゼルエンジン、油圧システム、トランスミッション、電気系統の点検、診断、修繕

技術の強化 

③ 道路維持管理 

材料試験、日常管理、交通安全、交通管理 

④ 建設機械管理 

建機及びそのデポの管理、予備部品その他機材の管理、補充計画 

 の 4 分野を重点分野と考えており、IFEER のリソースと類推されるニーズから優先度もこの順

位で考えている。機械系の 3 分野については内部講師で対応できるので、技術協力プロジェク

ト初年度からの受入も十分に可能である。 

  橋梁維持管理については、METLE の道路局長の意向を踏まえ ADM アカデミーと IFFER で

分担を決めるべきだが、IFEER での実施は可能。ただし、講師については CNER 等の若手技術

者が候補ではあるが、日本人専門家がマスタートレーナーとしてモロッコ人技術者の教育をす

ることが前提となる。 

 

（3）研修期間等 

  研修期間は約 3 週間が適切と考え、1 講座は 15～20 名受講可能。講座の実施回数について

は 2～3 回/年を考えている。 

 

（4）日本人専門家の活動 

  IFEER が講座で使用しているマニュアルやガイドラインの改訂業務とカリキュラムの見直

しのための支援をしてほしいと先方から要請されている。具体的には、プロジェクトの活動を

通じ、教材のデザインの更新（写真を挿入したり、イラストレーターで読みやすくしたりする）

等である。どの研修教材に改善が必要かは現時点で特定していないが、教材全般について日本

人専門家の客観的かつ新鮮な目でのレビューが求められている。 

 

（5）国別研修 

  先方から「建機の操作法」「フォークリフトやモバイルクレーン等の管理」「公共事業の執行

における建設機械の活用に関する政策、技術の動向」「研修の管理・計画」について学びたいと

の要望が出されている。 
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（6） 機材供与 

  IFEER からは以下 3 つの機材の供与について要望があった。優先順位は並びのとおり。供与

機材の維持管理費も適切に計上する予定であり、維持管理の問題はない旨の説明があった。 

① 建設機械の操作シミュレーター 

フォークリフト、バックフォー等の複数の建設機械の操作訓練ができるシミュレーターを

導入することで天候にかかわらず訓練ができるため、研修の効率と質の向上につながる。モ

ロッコ国内の民間の建設機械訓練所でシミュレーターを活用しているところがあるが、研修

生の評価も高い。モロッコ国内において欧州製（Acres 社製）も約 100 万 MAD（約 1,150 万

円）で購入可能だが、日本製品の活用も検討したい。 

② エンジンテスター 

1995 年に実施された｢道路保守建設機械訓練所（IFEER）機材更新計画｣で供与された点検

診断機器のうち油圧テスターについては今後も使用可能であるものの、エンジンテスターに

ついては老朽化しており、エンジン類の電子制御化にも対応したテスターの供与を希望。1

機の値段は、約 100 万 MAD（約 1,150 万円）。 

③ 75 トンのトラッククレーン 

大型トラッククレーンの操作訓練ニーズに対応したい。 

 

３－３ ADM アカデミー 

３－３－１ 「アフリカ交通人材育成プロジェクト」について 

ADM アカデミーへの聞き取り調査結果を以下のとおり取りまとめた。 

 

（1）対象国 

   受入対象国として ADM アカデミーは特に国交の深いブルキナファソ及びコートジボワール

を挙げているが、ニーズがあれば他の国の研修生受入も可能であるとの見解を示している。ブ

ルキナファソについては、2016 年 8 月にブルキナファソ・インフラ省大臣が ADM を訪問し

た際に、高速道路に関する研修への参加を希望している。また、コートジボワールについては、

2014 年にコートジボワールの高速道路の運営管理に対し助言を行うなどの経緯がある。 

 

（2）研修講座 

  ADM アカデミーは「アフリカ交通人材育成プロジェクト」として、次のような研修コース

を仏語圏アフリカ諸国研修生に対して提供できるとの考えを協議の中で示している。 

・ 第三国研修向けカリキュラムは、既存の ADM 内部人材向けの 5 つの研修コースの講義科目

を相手国側のニーズに応じて柔軟に組み合わせて構成したい。これにより、相手国側のニー

ズに応じた研修が可能になると思われる。 

・ 参考イメージではあるが、高速道路建設に関心を有しているブルキナファソに対しては、表

３－５に記述のとおり、高速道路の建設～管理に関わる 3 つの研修コース a)、 b)、 c) を

ニーズに応じて再編した「高速道路建設・維持管理・運営研修」と d)をベースとした「大

規模インフラの事業マネジメント能力向上研修」の 2 つの研修を用意することが考えられる。

これらのコースに適宜ニーズに応じて e)のコースの内容や道路土工事技術に関する科目を

入れ込んでいくことが可能である。 
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・ 「大規模インフラ事業のマネジメント能力向上研修」は、高速道路技術者のみならず一般の

道路事業に携わる人材育成にも寄与する。 

・ このほかに、道路構造物の点検補修技術に関する研修にも協力できる。 

・ 各講座の定員は 20 名程度が望ましい 

・ 研修対象者は官人材だけでなく、民間企業からの受入も可能である。 

 

（3）研修期間等 

  研修の種類は、短いもので 2 日間、長いもので 40 日間である。研修は年に 2～3 回実施した

い。 

 

（4）日本人専門家の活動 

  今回の技術協力プロジェクトについても、仏語圏アフリカ諸国への貢献のみならず、自らの

技術力の向上の場にも活用したいとの考えを ADM アカデミーは有している。また、ADM はこ

れまで主にフランスの技術を活用してきたが、論理的なフランスの技術に併せて、実用的な日

本及びアメリカ合衆国（以下、「米国」と記す）の技術も取り込み、モロッコの高速道路建設技

術を進化させたいとの考えを示し、 

・ 高速道路建設や維持管理（橋梁を含む）に関する技術（忍者テック技術も含む） 

・ 高速道路設計・施工監理（日本の基準や要領） 

 について、専門家の助言や本邦研修等を通じ学びたいとの希望を示している。 

 

（5）国別研修 

  国別研修では、①高速道路建設や維持管理（橋梁を含む）に関する技術（忍者テック技術も

含む）、②高速道路設計・施工監理（日本の基準や要領）について学びたい。 

 

（6）機材供与 

  当該技術協力プロジェクトの実施にあたっては、研修の質の向上を図るため、ADM アカデ

ミーは以下を要望している。 

・ e-learning のための施設（アカデミー内でのテレビ授業システム）とマンガなどのビジュア

ルな資料も活用した教材作成 

・ 道路維持管理技術の向上のためのデータ解析機器も備えた路面性状調査車両の供与 

 

３－４  CNER について 

CNER は、METLE の道路局傘下にある 7 部署 1 研究所のうちの 1 研究所である。1979 年に設立さ

れ、1996 年に通称 SEGMA（セグマ）といわれる独立行政法人（Autonomous state owned company：

職員給与のみ国費で支弁するが、活動経費は事業収入から充当）となった組織である。本技術協力プ

ロジェクトに研修講師（特に、道路及び橋梁の維持管理分野）を提供することが可能な機関であるこ

とから調査を行った。その概要について以下に記す。 

 

３－４－１  組 織 

現在、CNER は管理・経理課、道路状況調査課、研究調査課（材料試験室を含む）、道路データ・
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マネジメントシステム課の 4 課からなり、職員数は 63 名である。職員の約半分は女性職員であり、

マネージャークラスの職員は 16 名いるが、うち 4 名が女性である。METLE の道路局との人事交

流はあるとのことであった。 

 
３－４－２  各事業分野の概要 

主な活動は、「道路状況調査」「道路マネジメントシステムの構築・維持」「道路に関する調査・

研究」「道路関係機関支援」であり、METLE の道路局の監督の下に同局の所管分野の調査・研究

を行っている。道路点検業務の受託と民間企業及び地方自治体への有償サービス（道路技術書類の

提供、材料試験等）を通じて、収入を得ている。 

 

（1）道路状況調査 

  METLE 道路局の地方局及び地方自治体から路面、橋梁の点検（性状調査）等の業務を受注

している。 

  橋梁点検ユニットには、2 名のエンジニアと 2 名のテクニシャンが所属している。エンジニ

ア 1 名、テクニシャン 1 名で１チームを作り、点検実務を行っている。2017 年は、すでに 4 県

から橋梁点検の業務を受注し、952 の橋梁の点検を実施したものの、モロッコ国内には 75 の県

があるため全県の橋梁点検を実施するには多大な時間を要する。橋梁技術者はここ 2～3 年で 2

名が引退したので、その補充のため若手技術者を 2 名採用する予定である。 

  路面の点検は、道路局のマニュアルで「重交通路線では、Falling Weight Deflection 試験によ

る舗装面の耐力試験を 5 年に 1 回実施」「舗装面の平坦性の IRI 指標による計測を 3 年に 1 回」

「2 年に 1 回路面の目視点検」といった点検の基準が存在する。CNER はこれらの点検に必要

な機材を保有している。 

 

CNER の保有機材 
路面平坦性を測定するプロファイラーとそれ
をけん引する車両 

路肩の損傷状態を計測する機器 
なぜか左側についている（モロッコは右側通
行。写真資料には右側に付けているものもあ
る）。 
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舗装厚を測定する米国製の地中レーダーとの
説明があったが、重錘落下によるたわみ測定器
（舗装の強度を測定する）と思われる。 

 

フランス製の路面のクラック計測車両 

レーザープロファイラーを積載した 
路面平坦性の計測用車両（ドイツ製） 

解析室もセットされているが、日本の路面性状
調査車両のように凹凸、ひび割れ率、その他の
計測を 1 台でできる機材の供与を希望してい
る。この車両は計測時には時速 6 km で走行（日
本では時速 60 km で計測可能） 

ラバト市内の幹線道路（左側は王宮の城壁）路
面の状態は非常に良好。ポッドホール及びその
補修痕跡もほとんど見られない（細街路に入る
とポッドホールもあるが）。区画線も明瞭であ
り、全般に舗装打設が新しいように見える。 

 

 

（2）道路マネジメントシステムの構築・維持 

  CNER は、PMS や BMS、交通事故データベースといったインベントリー、点検データを収納

したデータベースシステムの開発、及びデータ管理、分析業務を行っている。これに HDM43 等

を活用して、維持管理の戦略、計画が立案されている。 

  BMS は CNER 内のコンピューター技術者と橋梁技術者が共同で開発したもので、それほど大

きなソフトウェアではない。PMS、BMS、交通事故データベースはそれぞれスタンド・アロン

のシステムで相互接続、データの統合化はいまだなされていない。このため、データを紛失す

るなどの事故が生じることもあり、CNER の情報が一本化できる統合システムを将来的には構

築したいと考えているとのことである。 

  また、道路設計、計画の基礎となる統計データ（交通量や通行車両の軸重等）の計測、蓄積

と分析も業務としている。道路局編集の｢Trafic Routier 2013｣の作成を支援した。なお、交通事

                                                        
3 Highway Development and Management Model の略。WB が支援している道路の建設、維持管理の計画評価システム 
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故が発生した場合は、交通警察から CNER に｢事故レポート｣が提出され、事故情報が CNER の

統計システムに入力される。CNER はこれらをまとめ、事故の傾向分析をした｢Recueil des 

Statistiques des Accidents Corporels de la Circulation Routière 2013｣（道路局）等のレポートの作成

を支援している。 

  さらに、最近は「Info-road 政策」の一環として、「MyRoad」という名のネットに公開された

道路交通情報提供システム上で、気象等の情報（降雪、砂嵐、洪水等）、道路工事、通行止め、

通行規制等の情報を道路利用者に提供する仕組みの運用を始めた。 

 

（3）道路に関する調査・研究 

  舗装に関する配合設計の研究、耐久性の研究等の試験研究を実施している。また、公共工事

の品質確保のための土質、舗装材料の材料試験を発注機関または施工企業から受託している。 

 

（4）道路関係機関支援 

  道路技術の普及向上のため、民間企業や道路局地方事務所への情報提供、技術指導、技術学

校、大学の学生への講義等の活動を行っている。 

 

３－４－３  人材育成、研究能力向上のための取り組み 

CNER は職員の能力向上にも力を入れており、フランスの Centre d’études et d’expertise sur les 

risques, l’environnement, la mobilité et l’aménagement（CEREMA）が開催したワークショップに職員

2 名が参加するなど、さまざまな研修に参加をしている。将来的にはこうした研究所や大学院に職

員を留学させたいとの希望を有している。 

橋梁の耐震対策についても高い関心をもっている。日本の先端技術にも関心はあるものの、最先

端というよりはリーズナブルな価格で習得・実施可能なモロッコにとって妥当なレベルの適正な技

術に関心がある。 

 

３－４－４  本技術協力プロジェクトへの貢献 

対象アフリカ諸国に対し、舗装診断や道路マネジメントシステムに関する研修への講師の提供が

可能であるとの見解が調査団に示された。ADM アカデミーの研修の講師を務めたことはないが、

IFEER ではすでに講師を務めた経験があるとのことであり、その研修内容は、事故管理（システム）、

道路情報、交通システム等である。なお、CNER の技術者が IFEER で研修講師を務めた場合、CNER

は SEGMA なので、講師料を IFEER から徴収するのが原則だが、例えば道路局やその傘下の地方

組織の職員が参加する場合は無料で講義を行うこともあるとのことである。 

橋梁維持管理の研修に講師派遣することにも前向きに取り組みたいが、その前提として、技術協

力プロジェクトの中で CNER の技術者に対して、橋梁点検技術の移転を期待しているとの見解が

示された。現在は、橋梁の目視調査しか実施できておらず、またその調査方法も適切かどうか自信

がないので、日本人専門家より信頼性の高い調査方法や機材（点検等の）の適切な使用方法につい

て学びたいとの希望が示された。近年、定年退職者が多く、CNER には経験が浅い若手の技術職員

が増えている。ただ、ハッサンニア技術大学校等を卒業した優秀な職員も多く、プロジェクト開始

時には日本人専門家が実施する研修の受講生であった職員が、3 年後のプロジェクト終了時には研

修を自ら実施可能な講師にまで成長するとの期待もできる。 
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なお、CNER より路面性状調査車両の供与の要望があり、「現在、平坦性、ひび割れ率等の指標

はそれぞれ別の車両で測定しており、しかも個々の性能は低い。例えば、平坦性（IRI）の測定車

両は時速 6 km でしか走行できず、非常に効率が悪いにも関わらず、購入費は 1,000 万 MAD もす

る。我々は多様な技術の導入をしたく、路面性状の測定機器も、フランス製、ドイツ製、米国製等

いろいろな国のシステムを活用している状況」との説明がなされた。調査団からは、「機材供与は

仏語圏アフリカ諸国の人材育成に寄与する分野について行う。一般的に考えると、アフリカ諸国が

1 億円近いハイテク製品を自前で調達することは難しいと考えられ、ハイテク機材を使いモロッコ

で研修を行う妥当性があるのか確認が必要。一般論として、ハードルは高い」旨回答した。CNER

からは、「機材供与より、人材育成のほうが重要と考えている。機材供与がなくとも技術協力プロ

ジェクトに協力したいが、研修に必要な機材はよく検討してほしい」との考えが示された。 

 

３－５  IFP 含む過去の第三国研修のレビュー 

３－５－１  第三国研修「港湾運営管理」 

IFP は JICA の技術協力により、2013 年から 2015 年にかけて、仏語圏アフリカ諸国からの研修

生を対象にした第三国研修「港湾運営管理」を実施した。その背景は、仏語圏アフリカ諸国が経済

のグローバル化に伴い、自国の港湾施設の近代化と港湾業務に携わる人材の育成が急務と認識し、

アフリカ大陸の中では先進的な港湾開発・管理・運営のノウハウを有する ANP により、人材育成

ニーズが表明された。しかし、限られたモロッコ政府の予算では、アフリカ諸国からの強い研修ニ

ーズに対応することが困難であったため、対アフリカ支援の拡大を目的に、わが国に対し三角協力

の要請がなされたものである。第三国研修「港湾運営管理」は表３－９のとおり計 5 回開催され、

表３－10に示す 10 カ国から計 97 名の研修生が参加した。 

 

表３－９ 第三国研修「港湾運営管理」の 

開催時期 

第 1 回 2013 年 2 月 4 日～3 月 1 日 

第 2 回 2013 年 9 月 9 日～10 月 4 日 

第 3 回 2014 年 1 月 27 日～2 月 21 日 

第 4 回 2014 年 10 月 20 日～11 月 14 日

第 5 回 2015 年 1 月 19 日～2 月 13 日 

出典：IFP 

              

表３－10 第三国研修「港湾運営管理」の 

国別参加者数 

国名 参加者数（名）

ベナン 15

カメルーン 7

コンゴ共和国 17

コートジボワール 5

ガボン 9

ギニア 7

赤道ギニア 2

モーリタニア 18

セネガル 10

トーゴ 7

計 97

出典：IFP 
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同研修におけるカリキュラムは表３－11のとおりである。 

 

表３－11 第三国研修「港湾運営管理」のカリキュラム（第 2回） 

講 義 現場視察 

・モロッコの港湾セクター 

・モロッコの港湾セクターの改革 

・カサブランカ港の概要 

・港湾ターミナル 

・荷役機械 

・外航船舶 

・税関手続き 

・国際貿易 

・海上物流における関係者の役割 

・インコタームズ 

・海運の関係者と関係書類 

・輸送契約と傭船契約 

・ビジネスの国際化に対応した輸送 

・寄港の計画と管理 

・コンテナ・ターミナルの管理 

・一般貨物ターミナルの管理 

・岸壁の管理 

・港湾交通規制システム 

・ポート・コミュニティー・システム 

・船舶・人材・機材配置のシミュレーション

・港湾生産性指標とその管理及びデータ処理

・危険物の管理と取扱い 

・港湾保安 

・港湾安全 

・港湾の職場環境と安全 

・カサブランカ港（ターミナル、在来船、

コンテナ船、物流エリア、海上交通管

理センター、港長事務所） 

・アガディール港 

・タンジェ新港 

・サフィ港 

・モハメディア港 

出典：IFP                              

 

同研修に対する研修生の満足度は、アレンジ 87.67％、目的・内容・方法 87.68％、活気・コミ

ュニケーション 88.92％、学習・知識の移転 86.35％と、いずれも高いレベルにある。研修後の研

修生の主な提案は以下のとおり。 

・ 「海運の関係者と関係書類」「港湾生産性指標」「港湾生産性指標のデータ処理」の講義につい

ては時間を長くする。 

・ 「旅客船ターミナル管理」「料金設定と港湾税」「漁港の管理」の講義は内容をより充実する。 

・ さまざまな港湾機関の管理職を対象とした研修を実施することにより、港湾管理に関する共通

認識をもち、状況の変化に対応する。 

・ 研修の準備等のロジスティックスの質を維持し、今後の研修の成功のために常に改善を図る。 

・ アフリカの港湾の開発を支援するために、ANP と JICA で協力する 
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IFP によると、同研修の実施に当たっては初めての第三国研修であったため、研修生の招待、ロ

ジスティックス、JICA との調整などで苦労したとのことである。また、研修生のバックグラウン

ドが異なっていたため、すべての研修生に研修内容を理解してもらうことが困難であったとしてい

る。一方、METLE 港湾・公有水面局は前回の第三国研修について、アフリカ諸国の港湾セクター

の人材育成ニーズに対応したものであり、満足していると述べている。 

 

３－５－２  港湾荷役機械操作研修 

IFP は、6 種類の港湾荷役機械（コンテナ・ガントリークレーン、鉱石クレーン、ストラドル・

キャリアー、タイヤ式ガントリークレーン（Rubber Tired Gantry Crane：RTG）、モバイル・ハーバ

ー・クレーン、レールマウント式クレーン）の操作訓練ができる大型のシミュレーターを有してお

り、モロッコ国内外のオペレーターの養成・技能向上に取り組んでいる。2015 年は、1 年間で 172

日にわたってシミュレーター訓練を実施しており、そのうち 133 日はモロッコの港湾オペレーター

（カサブランカ港、アガディール港、ジョルフ・ラスファー港の Marsa Maroc、Somaport 社など）

であり、39 日はチュニジア荷役公社（Société Tunisienne d’Acconage et de Manutention：STAM）の

オペレーターである。通常、シミュレーターによる訓練は 6 名のグループで実施しており、1 名が

シミュレーターを使っている間、残る 5 名は Debriefing Room でレクチャーを受けたり、1 名が行

っているシミュレーター訓練を見学する。モロッコでは新港の建設など積極的な港湾整備が行われ

ていることから、荷役機械オペレーターの養成ニーズが高く、IFP によると 2017 年はモロッコ人

オペレーターの訓練のためにシミュレーターの利用予定が埋まっている。そのため、海外の港湾の

オペレーターの研修要請を受け入れることができない状況にあり、簡易シミュレーターを新たに導

入することを検討している。 

 

３－６  ISEM 含む過去の第三国研修のレビュー 

３－６－１  ISEM 

ISEM は 1978 年に設立された商船員の育成を行う機関であり、船員養成コースと船員の継続訓

練コースを有している。船員養成コースは高卒者を対象とした第 1 サイクル（3 年間）と、修士課

程に相当する第 2 サイクル（2 年間）がある。継続訓練コースは Standards of Training, Certification and 

Watchkeeping for Seafarers（STCW）条約に基づく船員資格に対応したものである。ISEM には 28

名の専任教員（全員モロッコ人）と 20 名の非常勤講師がいる。 

船員養成コースの卒業生の約 10％は外国人である（2015～2016 年の第 1 サイクルの卒業生 41

名のうち 3 名、第 2 サイクルの卒業生 25 名のうち 3 名、計 66 名のうち 6 名が外国人）。外国人は

AMCI を通じて受け入れる外国人枠 4 名のほか、個別の協力協定（セネガル、ベナン、コンゴ共和

国など）により、仏語圏アフリカ諸国から受け入れている。継続訓練については ISEM の卒業生（モ

ロッコ人及び外国人）のほか、JICA の協力に基づくジブチ人船員や、Bourbon 社から派遣された

コンゴ共和国やガボンからの船員を受け入れている。 

2016 年度の ISEM の予算は 2,789 万 MAD であり、そのうち 1,600 万 MAD がモロッコ政府から

の補助金（1,000 万 MAD が新たな投資、600 万 MAD が運営経費）で、残りが授業料収入や前年度

からの繰越金である。 
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３－６－２  過去の第三国研修 

2000 年から 2005 年にかけて、13 カ国の仏語圏アフリカ諸国の研修生に対する研修（1 カ月の研

修を年 2 回、1 回当たり 20 名）を行った。 

 

３－７  アフリカ対象国調査結果（ブルキナファソ・セネガル） 
2017 年 5 月 15 日～20 日まで、①ブルキナファソ、及び②セネガルにおいて現地調査を実施した。

同調査団メンバーは「１－２ 調査団の構成」、各国における日程については「１－３ 調査日程」

を参照のこと。 

 

３－７－１  ブルキナファソ（道路セクター） 

（1）道路実施機関体制・民間オペレーターの道路維持管理状況 

1）道路実施機関体制：インフラ省（Ministère des Infrastrucutures） 

  インフラ省の組織図を図３－７に示す。本プロジェクトの研修対象局と想定されるのは、技

術総局の傘下にある、道路インフラ局（Direction Générale des Infrastructures Routières：DGIR）

と道路維持管理局（Direction Générale des l’Entretien Routier：DGER）である。その主な役割を

表３－12にしめす。 

 

 

 
出典：インフラ省からの提供資料 

図３－７ インフラ省組織図 

 



－41－ 

表３－12 DGIR 及び DGER の役割 

DGIR 

・ 道路セクターにおける戦略計画（方針を含む）の策定 

・ 道路建設及び改修工事における行政管理 

・ 道路構造物の建設及び改修工事の施工監理 

・ 工事完了における竣工検査の立会い 

・ 高速道路建設と維持管理の実施 

DGER 

・ 道路維持管理計画の策定 

・ 国道網における日常及び定期的維持管理の実施 

・ 国道網における交通障害発生時の緊急対策の実施 

出典：インフラ省からの提供資料 

 

  また、技術規格の確立のための試験の実施、道路建設のための材料試験や、国道等の道路関

連プロジェクトの実施監理やモニタリングは、同様に技術総局の傘下である規格・技術検査・

監理局（Direction Générale de la normalization, des études techniques et du contrôle：DGNETC）が

担っている。 

2）高速道路運営維持管理 

  DGIR への聞き取り調査によると、本調査時点において｢高速道路建設プロジェクト（Abidjan

～Ouagadougou 間）4｣が計画中であることが確認された。同プロジェクトは工事期間は 40 カ月、

道路コンセッションは 40 年、道路幅員は 34m とされ、道路延長 110km 内には 3 つの鉄筋コン

クリート橋と 2 つのプレストレスコンクリート橋の建設が含まれている。この高速道路建設は

商業的にも経済的にも重要であり、道路建設によるプラスの効果が期待されている。官民連携

（Private-Public Partnership：PPP）型で建設・維持管理される予定であるものの、まだ民間投

資会社は決まっておらず、実際の建設に関わる施工計画等は未定である。インフラ省は PPP

を推進し、ブルキナファソ初の高速道路建設を一刻も早く開始するために、高速道路管理機関

を設立する予定である。国道や県道等の一般道の日常・定期的維持管理は、道路基金（Fonds 

d’Entretien Routier：FER）からの配分金で実施されているものの、高速道路の維持管理におい

ては FER の配分の予定がない。そのため新規に建設された高速道路に料金所を設置し、その

通行料金により維持管理を行う必要がある。また、インフラ省次官への聞き取り調査によると、

高速道路を適切に維持管理するためにはモロッコに蓄積された高速道路も含めた国道等の建

設、維持管理及び運営に係る知見や経験、技術等をブルキナファソの道路維持管理者に移転し

てほしいとのことであった。 

  このような状況から、高速道路建設を開始予定であるブルキナファソには ADM アカデミー

による｢高速道路の運営管理｣に関する研修等が効果的かつ重要であると判断できる。 

3）道路維持管理 

  DGER は、国道（州道、地域道路を含む）の日常的・定期的維持管理と、道路維持管理計画

の策定を行っている。同時に、道路安全国家事務所（Road Safety National Office）が設置され

ており、国道網における交通障害（事故等）発生時に緊急対策を実施している。 

                                                        
4 コートジボワール（Côte d'Ivoire）のアビジャン（Abidjan）から約 300km 離れた首都ヤムスクロヤムスクル（Yamoussoukro）を経

て、ブルキナファソ第二の都市である、ボボジュラッソ（Bobo-Dioulasso）、クゥドゥグ（Koudougou）を通り、ブルキナファソの

首都ワガドゥグ（Ouagadougou）に至る高速道路建設計画 
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  ブルキナファソの道路延長は、1 万 5,000km であるが、舗装道路はそのうちの 4,000km であ

り、その多くが簡易舗装である。維持管理費用は FER からまかなっているものの、慢性的に

不足している状況である。なお、同基金の事務局は、インフラ省内に設置されている。コンク

リートやアスファルト等の基本的な材料試験は、インフラ省内の国立研究所で可能であるが、

アスファルト混合材料の試験はブルキナファソ国外の民間企業に委託しているのが現状であ

る。建設機材については、インフラ省では保有はしておらず、基本的には、委託した民間コン

トラクターの建設機材を活用する。以前は、インフラ省も建設機材を保有していたものの、2011

年の財政難により機材を適切に維持管理することができなくなり、機材一式を民間コントラク

ターに売却することとなった。機材一式は売却したものの、DGER はポットホールパッチング

及びオーバーレイ等の補修については、民間コントラクターに補修依頼をせず、早急な対応の

ためのメンテナンスユニットを局内に立ち上げ、対応を行っている。しかし、迅速かつ適切な

補修施工をするには、同ユニットの能力は不足している状態である。特に、ポットホールパッ

チングについては、補修に必要な材料の適切な選択等、適切な判断を行う能力が求められてい

る。 

  橋梁維持管理に関し、以前は橋梁維持管理局が実施していたものの、本調査時点においては、

DGNETC が橋梁点検を含めた維持管理を担当している。橋梁データについても同局が管理し

ているが、データベースの専門家はおらず、目視点検にて収集された橋梁データは橋梁点検シ

ートに記入され、エクセルシートで保存されている。 

  現在は、ドナーによる維持管理に係る研修等は実施されておらず、インハウストレーニング

を実施している。また、インフラ省次官への聞き取り調査によれば、ブルキナファソには Public 

Work Training School（Diploma 取得が可能）があるものの、同校には建設機材がないため、理

論的な研修だけで実務的な研修を実施できないことが確認された。 

4）民間コントラクターの道路維持管理状況 

 現地調査において、民間コントラクターである SAM Company への聞き取り調査を実施した。

調査結果の概要は以下のとおり。 

・ 1 名の土木技師、2 名の技能テクニシャン（高校卒業＋省傘下の State School で 2 年）及び

2 名のテクニシャン（中等教育修了）がいる。 

・ 同社には、保有機材の簡易的修理ができるメカニックは在籍しているものの、大型機材の

修理については、ワガドゥグにあるフランス系の会社に依頼している。大型機材が修理で

きるメカニックを雇用しない理由としては、高給与の問題が挙げられる。組織内での迅速

な修理を可能にするためにも、同社に在籍するメカニックの技術能力の向上が急務である。 

・ ブルキナファソのコントラクターは、保有機材の種類や数、社員数等に基づき、いくつか

のグレードに分類される（T1～T4）。SAM Company は現在 T4 であり、大型工事の入札に

2 年前から参画できるようになった。同社の設立時期は T2 であり、4 年の実務経験を得て

T3 となった。そして、現在はインフラ省との関係も 10 年以上となる企業にまで成長した。 

・ 現在、インフラ省と年間の道路維持管理パッケージ（橋梁は含まず）を契約している。4

つの州におけるポットホール、オーバーレイ等の補修や、信号機の修理等が同パッケージ

には含まれており、その金額は 5 億 CFA フラン（Franc CFA：FCFA）5（約 1 億円）である。 

                                                        
5 旧フランス領西アフリカ及びフランス領赤道アフリカを中心とする多くの国で用いられる共同通貨である。 
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（2）連携が可能な実施中の JICA 事業 

  本調査時点で確認された道路セクターの JICA 案件は、2017 年度開始の無償資金協力｢ワガド

ゥグ東南部バイパス道路改善計画｣及び無償資金協力｢ブルキナファソ（グンゲン）―ニジェー

ル国境回廊整備計画｣である。両案件とも実施機関は本プロジェクトと同じインフラ省である。

上述のとおり、国道等の道路建設プロジェクトは技術総局の傘下である DGNETC が担うこと

になっているため、連携は可能であると考えられる。本プロジェクト開始後に上述のプロジェ

クト情報を収集し、連携の可能性を検討する。『西アフリカ成長リング回廊整備戦略的マスター

プラン策定プロジェクト報告書（ドラフト）』によれば、2017～2025 年（フェーズ I 期間）及

び 2026～2033 年（フェーズ II 期間）にかけて実施すべき優先度の高い案件〔上述した高速道

路建設プロジェクト（Abidjan～Ouagadougou 間）等〕が挙がっている。同マスタープランが対

象とするいずれのプロジェクトにとっても実施機関のプロジェクトマネジメント及び道路維持

管理能力の向上は課題であり、本技術協力プロジェクトはこれら能力の向上への貢献が期待で

きる。 

 

（3）他ドナーの状況 

  西アフリカ経済通貨同盟（Union Économique et Monétaire Ouest-Africaine：UEMOA）6は、5 つ

の重点分野①土地開発、②経済インフラ開発、③環境、④エネルギー、⑤水産業を掲げ、特に

加盟国のうち、内陸国であるブルキナファソ、マリ、ニジェール 3 カ国については、海に面し

た国とつながることが重要であり、そのための道路の整備が必要であると述べている。また

UEMOA によれば、“Capacity Enforcement”というプログラムの一環として UEMOA 職員をは

じめ加盟国の省庁職員にプロジェクトマネジメント、フィールドマッピング、道路インフォメ

ーションシステム等に係る技術移転が行われている。道路建設や維持管理に関する知識やノウ

ハウのニーズのみならず、情報システムや交通規制やの道路安全におけるニーズもあることが

確認された。本調査時点においては、道路維持管理や道路建設機械に係る能力向上を目的とし

た本プロジェクトとの具体的な連携内容については確認できなかったものの、UEMOA は「経

済インフラ開発」を重点分野として掲げているため、UEMOA 加盟国における道路関係職員が

本プロジェクトの研修生になる可能性は大いにあるといえる。本プロジェクトの開始時におい

て、連携可能性について確認することが必要である。 
 

３－７－２  ブルキナファソ（港湾セクター） 

（1）港湾実施機関体制・民間オペレーターの港湾整備・維持管理状況 

  ブルキナファソは内陸国であるため、ここではドライポートの実施機関・体制等について述

べる。 

  ブルキナファソでは、ブルキナファソ商工会議所（Chambre de Commerce et d’Industrie du 

Burkina Faso：CCI）がドライポートの整備・管理を行っている。CCI は、①助言、②民間セク

ターを代表、③公共ユーティリティーに関連する活動の実施と公共サービスの提供、の 3 つの

                                                        
6 西部アフリカ諸国の地域経済統合の促進を図るために 1994 年に設立された。ギニアビサウ、コートジボワール、セネガル、トー

ゴ、ニジェール、ブルキナファソ、ベナン、マリの 8 カ国から構成される（7 カ国が仏語圏、1 カ国が葡語圏）。域内ではユーロ

と連動する単一通貨 FCFA を使用。2000 年 1 月より関税同盟を施行している。 UEMOA の Parliament はニジェールのバマコ、

Commission はブルキナファソ・ワガドゥグに位置する。 
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役割を担っており、③に関しては、ロジスティクス・プラットフォームなどのインフラや施設

の整備・管理を行っている。ブルキナファソにおけるロジスティクス・プラットフォームとは、

駐車場、車両計量台、輸入自動車ヤード、倉庫、コンテナヤード、物流サービス業者のオフィ

スなどで構成されるものであり、道路・鉄道・航空のそれぞれの輸送モードのためのロジステ

ィクス・プラットフォームと、複合一貫輸送のためのロジスティクス・プラットフォームがあ

る。 

  CCI によると、ブルキナファソの輸入貨物の 90％は近隣国の港湾から道路・鉄道で輸送され

ており、かつてはアビジャン港（コートジボワール）がメインのゲートウェイであったが、最

近はアビジャン港に加えてテマ港（ガーナ）やコトヌー港（ベナン）の利用が増えている。商

工会議所としては輸入のキャパシティを増やすことを目的として、多数のプラットフォームの

開発・運営・管理を行っており、サービスの一部分は民間に委託している。 

  ワガドゥグ市内に位置する Ouaga Inter は、道路輸送貨物のためのプラットフォームの一つで

あり、26ha の敷地に倉庫、ヤード、車両計量台、スキャナー、税関オフィスなどの設備を有し、

年間の取扱貨物量は 100 万トン以上、コンテナ取扱貨物量は 9,000TEU 以上である。 

  Ouaga Inter は、①ワガドゥグ市中心に位置するための問題、②交通量の増加に対応して通関

貨物の処理が困難、③取扱貨物量増加に対応した拡張が困難という課題があり、市内の交通混

雑を緩和し、道路・鉄道アクセスと連結した物流拠点を整備して、ブルキナファソを物流のト

ランジットの拠点とするため Ouaga Inter を郊外に移す（Ouaga Inter を閉鎖して跡地を高度利用

し、郊外に新しいドライポートを整備する）計画が進められている。新しいドライポートは、

以下の施設で構成される。 

・ 保税エリア…オフィス、倉庫、自動車ヤード、コンテナヤード 

・ 非保税エリア…オフィス、倉庫、駐車場 

・ 商業エリア…会議施設、店舗、銀行、保険会社、マルチメディアスペース、自動車整備工場 

・ ロジスティクス研修所 

・ 産業エリア 

・ 輸出農産物市場 

  CCI によると新しいドライポートに関するプレ・フィージビリティ調査は終了しており、全

体計画 300ha のうち第 1 フェーズ（2020 年稼働開始目標）として 42ha を整備し、年間 300 万

トンの貨物を扱う計画になっている。新しいドライポートは CCI が整備・運営・管理し、一部

サービスは民間に委託する。プロジェクトの全体コストは 780 億 FCFA で、第 1 フェーズのコ

ストは 50 億 FCFA とのことである。今後、海外のコンサルタントを雇用して本格的なフィージ

ビリティ調査を行う予定である。 

 

（2）連携が可能な実施中の JICA 事業 

  ブルキナファソで JICA が実施中の事業における重点分野 3「域内経済統合の促進」に該当す

るプロジェクトのうち、本プロジェクトが開始される 2018 年以降も継続見込みのプロジェクト

は表３-13 のとおりである。本プロジェクトの中で IFP がドライポートを含む研修コースを実

施した場合、これら 2 つのプロジェクトと直接の連携の可能性は少ないものの、IFP がブルキ

ナファソからの参加者に対してドライポートに関連する研修を行うことは、「広域インフラ整備

（道路・鉄道・電力網等）や国境通関の効率化（OSBP）など、域内経済統合の促進に資する効
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率的な支援を検討していく」という開発課題への対応方針に沿ったものといえる。 

  また、「西アフリカ成長リング回廊整備戦略的マスタープラン策定プロジェクト報告書」ドラ

フトでは、ブルキナファソの物流サービスの高度化と貿易円滑化のためのプロジェクトとして、

貨物輸送に関連する官民人材の能力強化支援を提案しており、IFP による研修はこの提案の趣

旨に沿ったものといえる。 

 
表３－13 連携が可能な JICA 事業 

スキーム名 実施年 案件名 

国別研修 2016～2019 年 UEMOA 域内貿易円滑化促進プロジェクト 

有償資金協力 2017～2019 年 
ブルキナファソ（グンゲン）―ニジェール国境回廊整備計

画 
出典：JICA 提供資料 

 

（3）他ドナーの状況 

  WB は、ワガドゥグとアビジャン（コートジボワール）道路回廊のうちブルキナファソ国内

の区間について、道路サービスの効率性と安全性の向上のため、｢Transport Sector Modernization 

and Corridor Trade Facilitation Project｣に対して 2,000 万ドルの資金協力を行っており、同プロジ

ェクトには、Ministry of Transport, Urban Mobility and Road Safety の組織能力強化や、税関近代化

や貿易円滑化に対する支援が含まれている。一方、AfDB の資金協力によるプロジェクト

｢Multinational Togo/Burkina Faso: Road Rehabilitation and Transport Facilitation on the Lomé- 

Cinkanse-Ouagadougou CU9 Corridor｣には、ワガドゥグのドライポートに関するフィージビリテ

ィ調査が含まれている。 

 

表３－14 他ドナーの支援状況 

ドナー名 実施年 案件名 

WB 

 

2017～2022 年 

 

Transport Sector Modernization and Corridor Trade Facilitation 

Project 

AfDB 2013～2017 年 

Multinational Togo/Burkina Faso: Road Rehabilitation and 

Transport Facilitation on the Lomé-Cinkanse- Ouagadougou 

CU9 Corridor 
出典：WB 及び AfDB 

 

（4）第三国研修ニーズ 

  CCI によると、ブルキナファソにおけるドライポートの開発・運営・管理における能力上の

制約は以下のとおりであり、IFP における研修ニーズはあるとしている。 

・ 手続きの情報化（現在は電子データとハードコピーの両方を利用） 

・ コンテナ・ターミナル・倉庫・店舗などの管理 

・ 危険物の取扱い 
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３－７－３  セネガル（道路セクター） 

（1）道路実施機関体制 

1）インフラ・陸上輸送・開発省：道路局 

  道路局への聞き取りに調査によると、過去に IFEER が実施した研修に道路局から技術者数

名が参加したことが確認された。しかし、その数名が研修に参加しただけでは研修の効果を組

織に還元するという点では難しく（組織の資産にはならず）、組織内の技術の蓄積ができなか

ったことも確認されている。 
  このような状況を踏まえ、道路局を含めたセネガル道路関係機関全体の能力を向上させる

（組織強化）ために、道路局から本プロジェクトに対しモロッコ人トレーナーをセネガルに派

遣し、組織（対象者 30 名程度）に対し技術移転を行うことを検討していただきたい旨が伝え

られた。 

2）AGEROUTE 

  セネガルの主な道路網（高速道路、国道、州道及び県道）は、2000 年に設立された道路管

理公社（Agence des travaux et de gestion des routes：AGEROUTE）により運営維持管理されてい

る。現在は、高速道路の建設・維持を担う高速道路局、道路（国道～地方道路）維持管理を担

う道路局、構造物を維持管理する構造物維持管理局がある。独立採算性を取っており、職員の

給料も公社の収入からまかなっている7。 

  2 年前の新政策策定に伴い高速道路局が設立されたため、高速道路建設、運営維持管理の技

術力向上に対するニーズは高いと考えられる。また、高速道路は料金を徴収することとしてお

り、ADM アカデミーの料金徴収に関する研修ついては特に関心の高いことが確認された。 

  2013 年 8 月に約 40km の Dakar～Diamniadio 間の高速道路が開通したが、その運営維持管理

は同道路を建設したフランス系企業 Eiffage 社が行っている。現在は、Thies～Touba 間を結ぶ

高速道路建設プロジェクト（延長約 115km）が実施されている。同区間の完成後、AGEROUTE

が運営維持管理を担うことを希望しており、高速道路の運営維持管理の研修には AGEROUTE

からぜひ参加させたいとの意見が挙がっている。AGEROUTE への聞き取り調査によると、現

在道路建設及び維持管理業務は外注しているため、建設機材を維持管理していない。現在建設

中の高速道路には 40 の橋梁が建設予定であるため橋梁維持管理能力の向上が急務である。ま

た、コンクリート橋の塩害対策（対策法や必要な機材等）についての知識も得たいというニー

ズがあることが確認された。 

3）公共事業開発研修センター 

  同センターへの聞き取り調査結果を以下に記す。 

・ 道路維持管理に係る研修の対象は、インフラ・陸上輸送・開発省の関係者、地方自治体

技術職員及び民間企業である。 

・ セネガルにおいては、State Institute 等の Initial Training Institute ならディプロマ資格が得

られるものの、同センターは職業訓練センターであるため、研修を受講してもディプロ

マ等の資格は得られない。 

・ 研修は FER から配分された研修費を活用し、政府関係者に無料で提供する研修と政府関

係者及び民間企業を対象に、受講費を回収し実施する研修に分けられる。ただし、後者

                                                        
7 ただし、研修については別途インフラ・陸上輸送・開発省から予算が配布される。 
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については、受講費は必要経費のみの徴収で、センターの利益にはならない。FER の財

源は、ガソリン税等の道路に関連する税等である。 

 

（2）連携が可能な実施中の JICA 事業 

  セネガルでは、「ダカール首都圏開発マスタープラン」が策定されているが、そこに取り上げ

られている交差点改良等の実施や完成後の適切な管理のために、道路事業に係るプロジェクト

マネジメント及び維持管理能力の向上は寄与するところ、本技術協力プロジェクトが直接ない

し間接的に貢献できる可能性がある。 

 

（3）他ドナーの状況 

  前述したとおり、道路維持管理機関である AGEROUTE は、研修計画に基づき同公社職員に

対し研修を実施しており、トレーナーはコンサルタント会社から派遣されている。また、ドナ

ー〔AfDB、WB、中国銀行、フランス開発庁（Agence Française de Développement：AFD）、イス

ラム開発基金等〕による研修も行われている。年間研修実施予算以外に、別途予算が確保でき

るときは、職員を他国の研修にも派遣している。他国の道路維持管理状況と自国の状況とを比

較することにより、改めて自国の維持管理方法を見直すこともできる。その観点から、他国で

の研修も必要であると考える。 

 

３－７－４  セネガル（港湾セクター） 

（1）道路実施機関体制・民間オペレーターの道路維持管理状況 

  ダカール港は、セネガルや隣接する内陸国マリの国際物流のゲートウェイであり、アビジャ

ン港、ラゴス港と並ぶ西アフリカ地域の重要な中核港湾である。ダカール港は北港地区・南港

地区・漁港地区の 3 つに大別され、北港地区は、コンテナ・ターミナル、バルク貨物埠頭、石

油埠頭で構成され、一方、南港地区ではコンテナ・一般貨物・自動車などを取り扱うほか、ク

ルーズ船や国内フェリーが発着している。 

  ダカール港は、1987 年に国営企業として設立されたダカール自治港（Port Autonome de 

Dakar：PAD）が管理運営を行っているが、

表３－15のとおり、一部のターミナルの管

理運営はコンセッション契約により民間企

業が実施している。コンテナ・ターミナル

においては、コンセッション契約以来 DP 

World 社（Dubai Ports World：DPW）がイン

フラ及び荷役機械について大規模な投資を

している。現在、ガントリークレーン 4 基、

RTG10 基、モバイルクレーン 2 基があり、

PAD によると効率性な運営が行われている。 

 

出典：PAD 

ダカール港 
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表３－15 民営化ターミナル 

ターミナル 民間オペレーター コンセッション契約 

第 2 埠頭 RoRo ターミナル Bolloré 2014 年 

第 6 埠頭コンテナ・ターミナル DP World 2008 年 

第 6 埠頭重量バルクターミナル Necotrans 2014 年 

第 8 埠頭精製油ターミナル Sea Invest 2015 年 
出典：JICA セネガル国ダカール港第三埠頭改修計画準備調査報告書 2016 年 10 月 

 

  ダカール港の取扱貨物量は年々増加しており、2015 年には 1,518 万 8,000 トンに達している。

コンテナ取扱貨物量は年間約 50 万 TEU である。ダカール港の課題としては、港湾周辺の交通

混雑、港内のスペースの不足、輸出入貨物量のアンバランス（輸入超過）、港湾手続きの情報化・

シングルウィンドウ化（ワンストップ・サービス）であり、特に取扱貨物量の増加に対応する

ために、①岸壁での荷役効率の向上、②岸壁の新設及び機能配置の再編、③岸壁の増深等によ

る寄港船舶の大型化などの方策の実施が求められている。PAD は、2006 年に策定したマスタ

ープランを基に港湾の施設整備を順次推進している。さらに、現港湾が狭隘であるため新港開

発を検討しており、PAD が DPW と共同で調査を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－８ ダカール港取扱貨物量の推移 

 

（2）連携が可能な実施中の JICA 事業 

  セネガルにおいて JICA が実施中の事業で開発課題 1-1（小目標）「経済発展のための基盤整

備」に該当するプロジェクトのうち、本プロジェクトが開始される 2018 年以降も継続見込みの

港湾プロジェクトは表３－16のとおりである。ダカール港第三埠頭改修計画は、セネガル及び

マリを含む内陸国向けの固体バルク貨物を扱うダカール港第三埠頭を改修することにより、取

り扱い可能な貨物量を約 40％増加し、安全かつ衛生的な荷役作業の環境整備を実現することを

目的としている。 

  ダカール港第三埠頭改修計画の実施及び実施後の管理が適切に行われるよう港湾管理者であ

る PAD の職員を、本プロジェクトにおいて IFP が実施する研修コース「港湾運営管理」に派遣

することは有効であると考えられる。また、ダカール港第三埠頭改修計画完了後に、PAD が荷

役の機械化を実施した場合、多数の荷役機械オペレーターの養成が必要となるため、本プロジ

出典：PAD 
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ェクトを通じて IFP が継続的にアフリカ諸国のオペレーターの研修（シミュレーター研修）を

行えるように支援することは、ダカール港第三埠頭改修計画の持続性の観点からも意義がある

と考えられる。 

 

表３－16 連携が可能な JICA 事業 

スキーム名 実施年 案件名 

無償 2016～2020 年 ダカール港第三埠頭改修計画 

出典：JICA 提供資料 

 

（3）他ドナーの状況 

  セネガルの港湾セクターに対する他ドナーの支援（実施中のもの）の情報はない。 

 

（4）第三国研修ニーズ 

1）セネガルの港湾セクターにおける人材育成 

  セネガルの港湾に関する教育・研修機関として、港湾業務・ロジスティクス研修センター

（Centre de Formation aux Métiers Portuaires et à la Logistique：CFMPL）がダカールにある。

CFMPL は、港湾関係者の協会（Communauté des Acteurs Portuaires de Dakar）のイニシアティブ

の下、政府と AFD の支援を受けて、2011 年に活動を開始した。CFMPL では、港湾・ロジス

ティクス分野の企業に就職するための 2 年間の基礎教育に加えて、港湾荷役機械（モバイルク

レーン、リーチスタッカー、フォークリフト）操縦の技量更新のための研修や、トレーナーの

研修などを行っている。研修生は主にセネガル人であるが、西・中央アフリカの 4 カ国（ガボ

ン、ガンビア、モーリタニア、コンゴ共和国）の研修生も受け入れている。 

  CFMPL では、2018 年 1 月をめどに荷役機械操作研修用シミュレーターを 2 機導入する予定

であるが、このシミュレーターで訓練できるのはモバイルクレーン、リーチスタッカー、フォ

ークリフトであり、ガントリークレーン、RTG、ストラドル・キャリアーストラドル・キャリ

アーの訓練はできない。CFMPL によると、CFMPL ではガントリークレーンの操作研修はで

きないので、IFP がアフリカ諸国のオペレーターを対象とした荷役機械操作研修（シミュレー

ター研修）を実施した場合には、セネガルとしてもニーズはあるとしている。また、CFMPL

のトレーナーのスキルアップのため、IFP で実施する研修「港湾運営管理」に参加させること

も考えられるとしている。 

2）第三国研修ニーズ 

① PAD 

  PAD は、これまでも IFP における第三国研修「港湾運営管理」に職員を派遣している。

PAD では、研修から戻ってきた職員に研修内容を定量的に評価させるとともに、研修内容

を踏まえた提言も含めた詳細なレポートを作成させている。また、研修から 3 カ月後には、

研修で得た知識が担当業務に与えた影響を当該職員の上司に確認している。IFP の第三国研

修に参加した PAD 職員の同研修に対する評価は高く、PAD からより多くの職員が参加する

べきとの意見が多い。PAD は、アフリカでも屈指の発展を遂げているモロッコの港湾セク

ターから学ぶことは多いと考えており、ダカール港の競争力強化のために、今後とも IFP の
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第三国研修に職員を派遣する意向である。 

  また、港湾管理者として、民間の荷役機械オペレーターの継続的な技能向上は重要と考え

ており、ダカール港の民間の荷役機械オペレーターを IFP の荷役機械操作研修（シミュレー

ター研修）に参加させる場合、PAD としてオペレーターを推薦することは可能としている。 

② コンテナ・ターミナル・オペレーター 

  ダカール港のコンテナ・ターミナルを管理運営している DPW の意見は以下のとおりであ

る。 

・ コンテナ・ターミナルのコンセッション契約時に、前のターミナル運営会社からガント

リークレーン（GC）オペレーターを引きついだが、その後 DPW として新たに GC オペ

レーターを育成している。最初は、GC オペレーターをドバイの DPW Institute で 3 カ月

訓練し、その後ジブチ港で訓練した。今は、DPW Institute で訓練を受けたトレーナーが

ダカール港に一人おり、ダカール港で実機を使ってオペレーターの訓練を行っている。 

・ 実機を使った訓練は船舶・貨物に損傷を与えるなどリスクがあり、その点シミュレータ

ーによる訓練は有効である。IFP の荷役機械操作研修（シミュレーター研修）のニーズ

はあると思うので、研修内容を詳しく知りたい。 

 

３－８  今次調査対象地以外のアフリカ対象候補国に対する質問票の取りまとめ、分析、研修実施内

容の特定 

本調査中にアフリカ対象候補諸国に対し、道路・港湾セクターにおける人材育成ニーズを把握する

ために質問票8 調査を実施した。質問票は、5 月 12 日に実施機関から提出されたアフリカ関係諸国の

コンタクトリストや、実施機関が研修実施先希望リストに基づき、対象国 JICA 在外事務所より E メ

ールで送付された9。質問票送付先と現時点までの回答状況を表３－17に、主な質問を表３－18に示

す。 

                                                        
8 IFEER 及び ADM アカデミーは共通の質問票である。 
9 送付先は、道路維持管理・道路建設機材、高速道路の計画・建設・維持管理、港湾開発・運営・管理に関係する官公庁、研修セ

ンター等 
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表３－17 質問票送付先と回答状況 

国名 
道路セクター 港湾セクター 

回答機関名 
送付済 回答有 送付済 回答有 

コートジボワール ○  ○   

セネガル ○ ○ ○ ○ 
道路：AGEROUTE 
港湾：CFMPL 

ベナン ○ ○ ○  インフラ・運輸省、次官 

トーゴ ○  ○   

ブルキナファソ ○ ○   インフラ省道路局 

ジブチ ○     

コンゴ民主共和国 ○     

カメルーン ○  ○   

ギニア ○  ○   

ガボン ○  ○ ○ 
運輸・ロジスティックス省 
商船総局 

マダガスカル ○  ○   

チュニジア   ○ ○ STAM* 

コンゴ共和国   ○   

モーリタニア   ○   

計 11 カ国 3 カ国 11 カ国 3 カ国  

＊ チュニジアは、チュニジア荷役公社（STAM）の人事部と営業部からそれぞれ回答があった。 

出典：質問票及びその結果 

 

表３－18 主な質問内容 

道路セクター 港湾セクター 

• 関心のあるテーマ 

• 研修実施機関の詳細 

• 高速道路を含む道路建設・維持管理及び建

設・維持管理機材における課題 

• 保有機材名 

• 受講研修名・研修実施機関 

• 関心のある研修テーマ 

• 向こう 5 年間に予定されている港湾開発プ

ロジェクト 

• 港湾開発・管理・運営における課題 

• 港湾関連機関 

• 自国における港湾セクターの人材育成の取

り組み 
出典：質問票及びその結果 

 

３－８－１  回答結果（道路セクター） 

質問票への回答のあったセネガル、ブルキナファソ及びベナンの結果を表３－19にまとめる。 
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表３－19 道路セクター：質問票への回答（要約） 

 セネガル ブルキナファソ ベナン 

1. 関心のあるテーマ  

＜ADM アカデミー＞  

幹部用：ミニ MBA～21
世紀の高速道路管理者
コース～ 

○ ○ ○ 

技術者用：高速道路業務
の理解 

○ ○ ○ 

維持管理技術者用：高速
道路の維持管理 

○   

大規模インフラプロジ
ェクトノ管理 

○ ○ ○ 

高速道路の地盤工学 ○ ○ ○ 

カリキュラム管理 ○ ○  

道路建設サイクル ○ ○ ○ 

道路設計と設計監理 ○ ○ ○ 

＜IFEER＞  

建機操作    

建機整備    

重機整備    

保守監理    

道路整備(材料試験含
む) 

  ○ 

コンクリート舗装及び
材料試験 

  ○ 

油圧システム・トランス
ミッション・メカトロニ
クスの設計 

   

構造物の監理・設計・監
視と検査 

  ○ 

道路の安全性と利用   ○ 

2. その他、希望する研修
があればその研修項目 

インフラ維持管理（サ
ービスレベル） 

大規模プロジェクト
の設計・監理の準備業
務 
PPP 締結と監理手順
GIS、等 

土木・建築分野のソフ
トウェアの使用方法 
契約の締結と監理 
PPT 締結、等 

3. 高速道路を含む道路
建設・維持管理及び建
設・維持管理機材におけ
る課題 

国の鉱物資源を利用
し、道路建設と維持管
理に利用する、等 

高速道路に関する基
準、規則がない 
PPP 契約締結と手順
監理の見直し、等 

アスファルトコンク
リートの適切な配合 
地盤の安定化、等 

4. 保有機材名 記載なし 記載なし 
ホイール・コンパクタ
ー、ブルドーザー、グ
レーダー、等 

5. 研修実施機関の詳細 
職業・技術教育センタ
ー：Thiew 長 

記載なし 記載なし 

6. 受講研修名・研修実施
機関等 

記載なし 記載なし 記載なし 

出典：質問票結果に基づき調査団が作成 
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３－８－２ 回答結果（港湾セクター） 

（1）対象アフリカ諸国からの回答 

  質問票への回答結果（要約）を表３－20 に示す。関心のある研修テーマについては、1）港

湾運営管理、2）荷役機械操作のシミュレーター訓練、3）国際輸送ロジスティクス、4）港湾保

安・安全・環境である。ガボンは 2）荷役機械操作のシミュレーター訓練に「関心なし」とし

ているが、これは回答したのが運輸・ロジスティクス省商船総局で、港湾オペレーションに深

くかかわっていない可能性があり、それが回答に影響していると考えられる。また、いずれも

仏語圏の国々である影響からか、7）港湾業務英語にも高い関心を示している。 

  向こう 5 年間に予定されている港湾開発プロジェクトとしては、ガボンとセネガルは新港建

設を挙げている一方で、チュニジア共和国（以下、「チュニジア」と記す）はターミナル内の機

能強化・効率化を挙げているが、これはチュニジアの回答機関が荷役会社であることが影響し

ていると思われる。 

  港湾開発・管理・運営における課題については、港湾保安・安全、環境対策のほか、他港と

の競争優位性を確保するために、船舶大型化への対応、港湾のキャパシティの増強、荷役・港

湾オペレーションの効率化などを挙げている。 

  コンテナ・ターミナルのオペレーションは、ガボンとセネガルでは民間企業が、チュニジア

では国営企業が実施している。また、セネガルとチュニジアには港湾セクターの研修施設があ

るが、ガボンには存在しない。 

 

（2）研修実施内容への反映 

  アフリカの港湾セクターにおいて港湾開発・管理・運営のレベルアップを図るには、港湾所

管省庁や港湾管理者の幹部職員に対して、IFP が前回実施した「港湾運営管理」研修と同様の

研修を実施することが有益と考えられ、この研修コースの中に、質問票への回答でも高い関心

が示された国際輸送ロジスティクスや港湾安全・保安・環境に関する講義を含めるよう配慮す

べきである。なお、質問票への回答からは港湾保安・安全・環境に関する高い関心が見受けら

れることから、対象アフリカ諸国の港湾において港湾保安・安全・環境に関する実務者レベル

のスキルアップが急務な場合には、同テーマに特化した研修コースを設けるなど、本プロジェ

クトにおいて柔軟な対応を検討することが望ましい。 

  対象アフリカ諸国で活発な港湾開発は、将来的な荷役機械オペレーターの数的な増強を必要

とし、また港湾の荷役・港湾オペレーションの効率化に対応するためには、既存ターミナルに

おける荷役機械の増設や、各オペレーターの荷役スピードの向上が必要である。このような荷

役機械オペレーターの数とスキル両面での対応のためには、荷役機械操作のシミュレーター訓

練のニーズが高いものと考えられる。 
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表３－20 港湾セクター：質問票への回答（要約） 

 ガボン セネガル チュニジア 
1．関心のある研修テーマ 
1) 港湾運営管理 〇 〇 〇 
2) 荷役機械操作のシ
ミュレーター訓練 

 〇 〇 

3) 国際輸送ロジステ
ィクス 

〇 〇  

4) 港湾安全・保安・環
境 

〇 〇 〇 

5) 港湾サービスの品
質 

 〇  

6) 港湾技術   〇 
7) 港湾業務英語 〇 〇 〇 
8) 組織マネジメント  〇  
9) MS オフィス 〇   
10) 情報化 〇   
11) シングルウィンド
ウ 

  〇 

12）その他 港湾労働の監査 
ポート・ステート・コ
ントロール（PSC） 

 港湾関連法・国際条約
プロジェクト管理 
PPP・コンセッション
契約 

2．向こう 5 年間に予定されている港湾開発プロジェクト 

 

Mayumba 深水港の建
設 
Owendo 港の新港地区
の供用開始 

ダカール新港の建設 
PPP によるターミナル
のインフラ近代化 
船舶大型化に対応した
航路浚渫 
港湾保安の強化 

RTG の導入 
ターミナル・オペレー
シ ョ ン ・ シ ス テ ム
（TOS）の導入 
コンテナ車両の出入港
管理システムの導入 

3．港湾開発・管理・運営における課題 

 

港湾の保安・安全の確
保 
環境基準を順守した港
湾運営 

荷役効率の向上 
船舶大型船への対応 
港湾の保安・安全の改
善 
域内競争の中での港湾
振興 

Rades 港の混雑 
港湾の蔵置能力の増強
港湾オペレーションの
効率化 
競争力の強化 
輸入コンテナの港内滞
留時間減少 
滞船時間の短縮 
港湾保安の強化 
港湾の魅力向上 

4．港湾関連機関 
1) コンテナ・ターミナ
ル・オペレーター 

Société des terminaux à 
conteneur du Gabon 

DPW STAM 

2) 港湾分野の研修セ
ンター 

なし CFMPL Institut Méditerranéen 
de Formation aux 
Métiers Maritimes
（IMFMM） 

5．自国における港湾セクターの人材育成の取り組み 

 
国 連 貿 易 開 発 会 議
（UNCTAD）による港
湾管理研修 

 運輸省 

出典：質問票結果に基づき調査団が作成 
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３－９  プロジェクトデザインの概要 

３－９－１  各実施機関の初年度実施予定研修内容 

（1）道路セクター 

  表３－21 及び表３－22 に ADM アカデミー及び IFEER における案件開始初年度実施予定研

修内容について示す。基本的には準備期間が短いため、IFEER 及び ADM アカデミーが内部講

師で対応できる、またはベーシックな講義を対象と考える。ADM アカデミーについては高速

道路が建設されているセネガル及びコートジボワール、そして高速道路建設計画のあるブルキ

ナファソの 3 カ国を対象とする。IFEER の研修については、道路セクターの対象国である 11

カ国を対象とする。 

 
表３－21 案件開始初年度実施予定研修：ADM アカデミー 

No 研修名 研修対象国 研修対象者 研修人数 

1 高速道路計画・建設・

維持管理 

セネガル、ブルキナファソ、コー

トジボワールの 3 カ国 

シニアエンジニア 
15 名 

出典：実施機関への聞き取り調査結果及び対象アフリカ諸国への質問票結果に基づき調査団作成 

 
表３－22 案件開始初年度実施予定研修：IFEER 

No 研修名 研修対象国 研修対象者 研修人数 

1 建設機械の運転操作（ブルドーザー、グ

レーダー、油圧シャベル等の建設機械の

運転操作訓練） 

11 カ国 

人材育成に関

わるメカニッ

ク・テクニシ

ャン 

20 名 

2 建設機械の点検、診断、修繕技術（ディ

ーゼルエンジン、油圧システム、トラン

スミッション、電気系の点検、修繕技術

の強化） 

20 名 

出典：実施機関への聞き取り調査結果及び対象アフリカ諸国への質問票結果に基づき調査団作成 

 

（2）港湾セクター 

  本プロジェクトで実施するアフリカ対象国向けの研修について、IFP の見解は以下のとおり

である。 

・ 前回の JICA の協力による第三国研修「港湾運営管理」は、アフリカ諸国の港湾関係機関の

幹部クラスを対象とした包括的な内容であった。本プロジェクトでは、前回の「港湾管理運

営」をニーズに応じて改良を加えるとともに、IFP の強みであるシミュレーターを用いた「荷

役機械操作研修」の二本立てにしたい。 

・ 前回の第三国研修「港湾運営管理」の対象国のうち赤道ギニアは、フランス語の点で難があ

ったので、本プロジェクトでは対象国から外したい。一方、IFP とこれまで繋がりの強いチ

ュニジアを対象国に加えたい。 

・ 今回ニーズ調査のために訪れたブルキナファソは対象国に入れたい。ブルキナファソ側とし

ては、計画中のドライポートは経済的に大きなインパクトのあるプロジェクトであり、人材

育成ニーズがある。一方、IFP としても新しい取り組みの一つとして、ドライポートの研修
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を取り入れたい。本プロジェクトでは、「港湾運営管理」研修の中で 1 日程度をドライポー

トの講義にすればよい。 

・ 前回の JICA の協力による第三国研修「港湾運営管理」では、三井物産の子会社である

PORTEK が、アフリカでの事業内容についてプレゼンを行った。研修の中で、日本企業に

事業内容や日本の仕事の進め方を講義してもらえるのは意義がある。 

  以上を踏まえて、本プロジェクトにおける IFP による研修内容をまとめたものを表３－23に

示す。 

  対象国は、前回の第三国研修「港湾運営管理」の対象国 10 カ国から赤道ギニアを除き、ジブ

チ、マダガスカル共和国（以下、「マダガスカル」と記す）、ブルキナファソを加えた。IFP か

ら提案のあったチュニジアについては、本プロジェクトは基本的にサブサハラ諸国を対象と考

えていることから保留とする。 

  対象国や研修内容については、ニーズに応じて、プロジェクト実施期間中に柔軟に対応する

ことが望ましい。また、日本企業の参画については、IFP も前向きな捉え方をしていることか

ら、プロジェクト実施期間中に具体的な参画企業や参画内容を検討することが必要である。 

  荷役機械操作研修（シミュレーター研修）は、ガントリークレーン、RTG、ストラドル・キ

ャリアー、リーチスタッカーなどの荷役機械の操作について、シミュレーターを使って研修を

行うものである。ターミナルにおいて実際の荷役機械を使った OJT に比べて、荷役機械や貨物

に損傷を与えるリスクもなく、また荒天時など特殊な環境下における荷役機械操作を効率的に

習得することができる。同研修は、港湾ターミナルのオペレーター（多くの場合は民間のオペ 

  

表３－23 案件開始初年度実施予定研修：IFP 

研修名 研修機関 対象国 対象者 備考 

港湾運営管理 IFP ベナン 

カメルーン 

コンゴ共和国 

コートジボワール 

ガボン 

ギニア 

モーリタニア 

セネガル 

トーゴ 

ジブチ 

マダガスカル 

ブルキナファソ 

チュニジア（保留） 

港湾関連省庁及び港

湾管理者（幹部あるい

は中堅クラス以上） 

目安としては、プロジ

ェクト期間中に全 5

回、1 カ月/回、20 名/

回 

荷役機械操作

のためのシミ

ュレーター研

修 

IFP 同上 荷役機械オペレータ

ー 

目安としては、プロジ

ェクト期間中に全 9

回、10 日/回、6 名/回

出典：実施機関への聞き取り調査結果及び対象アフリカ諸国への質問票結果に基づき調査団作成 
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 レーターで、一部国営企業や公社のオペレーターも存在する）が対象となる。IFP は、既存の

シミュレーターを使って荷役機械操作のためのシミュレーター研修を実施しており、2016 年に

は延べ 177 名のオペレーターの研修を行った。そのうち 139 名はモロッコの港湾のオペレータ

ーであり、残る 38 名はチュニジアの国営荷役会社である STAM である（研修費用はチュニジ

ア側が負担）。チュニジア以外の国からも荷役機械操作研修のニーズがある。IFP によると、最

近ではカメルーンのクリビ（Kribi）港やリビアの港湾管理者からオペレーター訓練の要請があ

ったが、モロッコの港湾のオペレーターを対象とした研修でシミュレーターがフルに利用され

ていることから、これらの要請を受け入れられなかったとのことである。アフリカ諸国での活

発な港湾開発を背景に荷役機械オペレーターの需要は増え続けると考えられ、オペレーターの

技量は港湾の効率性に大きく影響することから、三角/南南協力の一環として荷役機械オペレー

ターの研修を行うことは意義があると考えられる。なお、前述のとおり、荷役機械オペレータ

ーは民間であるケースが多いことから、荷役機械操作のためのシミュレーター研修の公共性を

担保するためには研修生の選定にあたってモロッコ政府から対象国政府に研修の募集案内を送

り、当該国の港湾関係省庁や港湾管理者が民間オペレーターに照会のうえ、研修参加者をモロ

ッコ政府に推薦する形が考えられる。 

 

３－９－２  国別研修内容 

（1）道路セクター 

  道路セクターにおいては、プロジェクト期間中に計 3 回の国別研修の実施がふさわしいと考

える。第 1 年次に｢道路・橋梁維持管理｣、第 2 年次に｢高速道路計画・建設・維持管理｣、そし

て第 3 年次に｢道路建設機材｣を実施する。国別研修は自国に適用可能な技術の習得のみならず、

機械施工技術の向上を主な目的としている。国別研修の概要（案）を表３－24に示す。 

 

（2）港湾セクター 

  IFP と調査団で意見交換した結果、本邦研修のテーマとして以下のものが挙げられた。IFP は、

本邦研修において各テーマに関する日本の港湾での進んだ取り組み状況を学びたいとしている。

また本邦研修の対象としては、IFP のトレーナーに加えて IFP における研修の講師として関与

する可能性のある ANP の専門家や、研修方針・企画・実施に関わる IFP のカウンターパート

（Counterpart：C/P）も対象にする。 

・ 港湾管理 
・ 港湾開発戦略  
・ 港湾保安・安全 
・ 危険物の取扱い 
・ 環境保全  

・ 新技術（施工、ターミナル管理） 
・ 港湾再開発、港湾と都市のアクセス（橋梁、トンネル） 
・ 産業立地型港湾開発 
・ 研修技術（研修ニーズの把握、研修の準備、研修計画

の作成、研修評価） 
  

 

  これに基づき、国別研修の概要（案）を表３－25に示す。 
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表３－24 国別研修の概要（案）（道路セクター） 

第 1 回目：道路・橋梁維持管理 

想定時期 2018 年中頃 

期間 約 2 週間 

主要参加者 ADM（アカデミーを含む）、METLE（CNER を含む）における道路維持管理研

修候補者：計 20 名程度 

テーマ アフリカ諸国の課題となっている道路・橋梁維持管理に関する制度・技術につ

いて知見を得る 

研修内容 ① 日本の道路行政 

② 路面及び橋梁の点検・維持管理基準マニュアル 

③ 点検補修技術 

想定される受入先 
国土交通省、土木研究所、高速道路会社（研究所を含む）、道路・橋梁点検受注

コンサルタント及び一般財団・社団法人、舗装会社（民間）、建設会社（民間）

第 2 回目：高速道路計画・建設・維持管理 

想定時期 2019 年中頃 

期間 約 2 週間 

主要参加者 ADM（アカデミーを含む）職員及び METLE 職員：計 10～15 名程度 

テーマ アフリカ諸国において整備ニーズのある高速道路計画・建設・維持管理につい

ての知見を得る 

研修内容 ① 日本の高速道路に関する制度 

② 高速道路の計画・建設技術（プロジェクトマネジメント手法を含む） 

③ 高速道路の維持管理（交通技術の管理、安全対策を含む） 

想定される受入先 国土交通省、高速道路会社（研究所を含む）、橋梁・トンネル施工会社（民間）

第 3 回目：道路建設機材 

想定時期 2020 年中頃 

期間 約 2 週間 

主要参加者 IFEER 職員及び METLE 職員：計 15 名程度 

テーマ 道路建設維持管理に不可欠な建設機械の操作及び維持管理技術についての知見

を得る 

研修内容 ① 建設機械に関する行政の動向 

② 建設機械の操作・メンテナンス技術 

③ 機械施工技術の向上に関する動向 

想定される受入先 
国土交通省、土木研究所、施工・建設機械会社（民間）、操作訓練所、建設機械

施工技術の向上に冠する一般財団及び社団法人 
出典：実施機関への聞き取り調査結果及び対象アフリカ諸国への質問票結果に基づき調査団作成 
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表３－25 国別研修の概要（案）（港湾セクター） 

第 1 回目：港湾開発・管理 

想定時期 2018 年中頃 

期間 20 日間 

主要参加者 IFP のトレーナー及び C/P、ANP の専門家：計 10 名程度 

テーマ 「港湾運営管理研修」の能力を向上させるため、日本における港湾開発・管理

の先進事例と、港湾セクターの研修技術について、講義と現場視察により知見

を得る 

研修内容 ① 港湾開発政策・計画・事業制度 

② 港湾開発事例（新港開発、産業立地型港湾開発、港湾再開発、臨港道路橋

梁・トンネル整備など） 

③ 新技術（地盤改良工法、急速施工方法など） 

④ 港湾手続きの情報化 

⑤ 研修技術（研修ニーズの把握、研修の準備、研修計画の作成、研修評価） 

想定される受入先 
国土交通省、港湾管理者、NACCS（輸出入・港湾関連情報処理センター株式会

社）、国土技術政策総合研究所など 

第 2 回目：港湾ターミナル運営 

想定時期 2019 年中頃 

期間 20 日間 

主要参加者 IFP のトレーナー及び C/P、ANP の専門家：計 10 名程度 

テーマ 「荷役機械操作のためのシミュレーター研修」の能力を向上させるため、日本

の港湾のターミナル運営の知見を得る 

研修内容 ① コンテナ・ターミナルのオペレーションと荷役作業 

② バルクターミナルのオペレーションと荷役作業 

③ 荷役・ターミナル・オペレーションの生産性 

④ ターミナル・オペレーションに関する新技術 

⑤ 荷役機械オペレーターの育成状況 

想定される受入先 コンテナ・ターミナル、バルクターミナル 

第 3 回目：港湾保安・安全・環境 

想定時期 2020 年中頃 

期間 20 日間 

主要参加者 IFP のトレーナー及び C/P、ANP の専門家：計 10 名程度 

テーマ 途上国の港湾において一層重要になる港湾保安・安全・環境分野の日本の取り

組み状況について知見を得る 

研修内容 ① 港湾保安関係法令と保安対策 

② 港湾防災対策 

③ 危険物の取扱い 

④ 港湾環境の保全・改善 

⑤ 海洋汚染防除 

⑥ 静脈物流 
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⑦ 地球温暖化対策（ゼロエミッションポート） 

想定される受入先 国土交通省、港湾管理者 

出典：実施機関への聞き取り調査結果及び対象アフリカ諸国への質問票結果に基づき調査団作成 

 

３－９－３ 機 材 

（1）道路セクター 

1）道路分野 

  関係機関から多くの機材供与の希望が寄せられたが、対象アフリカ諸国向けの研修に活用さ

れる機材としては、次の 3 つが候補となる。 

① 建設機械の操作シミュレーター 

② エンジンテスター 

③ 道路点検機材（含む橋梁点検機材） 

  研修プログラムの詳細を決定過程で、供与すべき機材の種別及び仕様を確定していくべきで

あるが、現時点で想定される機材と供与を行ううえでの課題について以下に記載する。 

① 建設機械の操作シミュレーター 

  写真のようなシミュレーターを研究のために導入している事例は日本にも存在するが、日

本では建設機械の操作免許取得では実機での技能講習が義務づけられており、シミュレータ

ーのニーズが少ない。ゆえに日本製品のシミュレーターは存在しない模様である。シミュレ

ーターを導入することで天候によらず研修が可能となり、研修効率の向上に寄与すると考え

られるが、IFEER がモロッコで 100 万 MAD 購入できるといっている Acres 社製のソフトウ

ェアの内容と価格見積もり、付随して必要となる機材、機材の設置空間の状態、対象アフリ

カ諸国研修生のニーズ等を確認して導入の最終的な判断をすべきと思料される。欧州以外で

は、Tactus Technologies 社（本社：米国ニューヨーク州、ニューヨーク州バッファロー大学

からスピンオフしたベンチャー企業）が開発した 3D-Folk Lift なるソフトが 2013 年米国で

開発されている模様である。 

 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所の 

建設機械操作シミュレーター 
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② エンジンテスター 

  エンジンテスターはダイナモメーター（スペックによるが 1,000 万円前後）と架台等〔エ

ンジンを固定するベッドとスタンド、エンジンとテスターを接続するユニバーサルジョイン

ト、排気管、燃料タンク（及び配管設備）、燃料消費計、水ポンプ（及び配管）と水槽〕で

構成されるが、架台等の交換は 2,000 万円を超える可能性もあるので、その必要性について

確認が必要である。また、最新の電子制御のエンジンに対応したエンジンテスターの導入を

行う場合、電子制御のエンジン始動装置の設置も必要となる可能性があること、ダイナモメ

ーターの仕様も実習に用いるエンジンの出力に依存することから仕様の確定のためには短

期専門家の派遣を必要となる。 

③ 道路点検機材 

  路面の状態点検機材としては機能が高い順に以下の 3 パターンの機材供与が想定される。

a)についてはモロッコでは必要とされる可能性は高いが、高価であることから他のアフリカ

諸国では直ちに導入は困難であり、実習の機材とすることについては慎重な検討が必要であ

る。b）、c）のいずれかの供与が妥当であろう。なお、橋梁点検機材については想定される

ものを d）に示したが、適宜、カリキュラムに応じて適切な機材の選定行うべきである。 

a）多数の測定項目に対応した高性能路面性状調査車両 

  レーザー測定器による路面平坦性 IRI、わだち掘れの測定、カメラによるひび割れ計測、

路面イメージ画像計測、走行距離計測ができる機材を現地調達車両に艤装して、路面性状

調査車両とするもの。多くの測定項目を同時に計測できるが、1 億円を超える価格（車両

の経費は別）となる可能性がある。 

 

 
出典：JICA 提供資料 

ベトナムに供与した路面性状調査車両 

 

b）IRI と路面画像データ計測に特化した路面性状調査車両 

  路面の平坦性 IRI の計測と路面及び側方の様子を画像データとして記録できる装置を現

地調達車両に艤装した路面性状調査車。供与実績は、アジスアベバ市の道路維持管理技術



－62－ 

協力プロジェクトで供与。費用は車両を除いて、2,000 万円を超える。 

  路面画像データは蓄積され熟練技術者が現場に行かなくとも診断が可能となる。 

・ 費用は現地調達の車両費用＋機材（設置費込）で約 2,500 万円である。 

 

 
出典：JICA 提供資料・位置情報、路面画像、路面平坦性（IRI）の測定機材を車

両に積載 

エチオピアに供与した路面性状調査車両 

 
c）IRI 簡易計測器（VIMS） 

・ 車内に設置した加速度計により、路面の凹凸により車上に生じる鉛直加速度を計測し

て、路面平坦性（IRI）を計算する。路面の修繕の判断を IRI のみで行うことは材料

不足感もあるが、財政力、人員、技術力に制約がある国でも容易に導入ができるので、

これを数セット供与し、研修に活用するのは有力な選択肢である。 

・ 多くの道路維持管理技術プロジェクトで供与している機材であり、計測機器、ソフト

ウェアライセンス、キャリブレーション用ハンプで 1 セットを構成し、おおよそ 50

万円ほどである。 
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測定原理 

 

 

 

 

 

 

解析結果出力イメージ 

 

出典：JICA 提供資料 

計測に必要な機器 

 

d）橋梁点検機材 

  過去の橋梁維持管理能力向上を目的に実施された技術協力プロジェクトの供与機材を参

考に、本技術協力プロジェクトでの橋梁維持管理関係研修講座の実施のために供与が想定

される機材を表３－26に示す。費用は 500 万円程度と推定される。受入対象アフリカ諸国

ではコンクリート橋が多く、一部にベイリー橋（鋼材の仮設橋）が存在するので、これら

の点検技術の研修が主たるものと想定している。プロジェクト開始後に、モロッコ側の保

有機材の状況、橋梁維持管理研修の研修講座の内容に応じて必要な機材を検討、確定して

いく必要がある。 
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表３－26 橋梁点検機材 

機材名称 機能概要 単価（円） 数量 

コンクリートリバウンドハンマ

ーと検定機セット 

コンクリートを打撃した際の反発で

コンクリート強度を推定する非破壊

試験器とその精度測定器のセット 

20～30 万円 3 セット

超音波コンクリートクラック試

験機 

超音波の反射波で内部のひび割れ等

を検出する機器 
50～80 万円 1 台 

中性化試験試薬 

（フェノールフタレイン） 

コンクリートの二酸化炭素による中

性化（劣化）部分を赤紫色に染める試

薬 

5,000 円前後 20 本 

塩化物イオン浸透度試験機器 

塩害（鉄筋の錆）を起こす塩化物イオ

ンのコンクリートへの浸透度を把握

する機器 

40～50 万円 1 台 

鉄筋コンクリート電磁波探査機 

鉄筋コンクリート中の鉄筋位置を電

磁誘導現象を利用して測定する機器

（鉄筋の位置把握は、試験片を切り出

すためにも必要） 

50～100 万円 1 台 

超音波金属厚測定器 

超音波により鋼板、金属板の板厚を測

定する機器（腐食による減肉、内部欠

陥の発見用） 

30～50 万円 1 台 

塗膜厚測定器 
鋼板の防錆ペイントの塗膜厚を測定

する機器 
50 万円前後 1 台 

可搬型高圧洗浄機 

橋梁のジョイント、支承部等の泥、ゴ

ミ（腐食につながる）を高圧洗浄する

機器 

5 万円前後 3 台 

可搬型自家発電機 現地作業での電源供給 10 万円前後 1 台 

エポキシ樹脂注入セット 

コンクリートを斫って内部監察した

あとなどの断面を修復する樹脂を注

入する機器 

10～20 万円 5 セット

微少コア抜き機 
中性化試験、内部監察用に小さなコン

クリート片を切り出す機材 
50 万円前後 1 台 

出典：調査団作成 

 

（2）港湾セクター 

  IFP は、本プロジェクトにおいて、荷役機械操作研修用シミュレーターの供与を要望してい

る。その背景と概要は以下のとおりである。 

・ モロッコでも他のアフリカ諸国でも、港湾開発が活発に行われていることを背景に荷役機械

オペレーターの需要が増加しており、オペレーター研修の需要は高い。IFP は既存のシミュ

レーターを使ってモロッコ内外の港湾の荷役機械オペレーターの研修を行っているが、モロ

ッコ国内の港湾のオペレーターへの訓練だけで 2017 年はシミュレーターがフル稼働の予定

であり、他国の港湾のオペレーターを受け入れられない状況にある。 

・ そこでアフリカ対象国に向けた港湾のオペレーターの研修を可能にするため、既存のシミュ
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レーターよりも簡易なものを新たに導入することにより、研修可能な人数を増加するととも

に、研修の質を高めたい。 

・ 導入する簡易シミュレーターとしては、既存のシミュレーターより小規模なスクリーンで演

習を行う「Basic」なタイプと、研修生が装着したゴーグルでイメージを視るバーチャルリ

アリティ（Virtual Reality：VR）タイプを 1 機ずつ検討しており、それぞれ 1 機当たり 100

万ドルで、計 200 万ドルのコストと考えている。複数のサプライヤーの仕様・見積もりの比

較はまだ行っていない。VR タイプのシミュレーターは持ち運びが可能なので、トレーナー

がアフリカ対象国に出向いて研修を行うことも可能と考えている。 

 

既存のシミュレーター 簡易シミュレーターのイメージ（Basicタイプ） （VRタイプ）  
出典：既存シミュレーターは調査団が撮影、簡易シミュレーターのイメージは IFP が提供 

シミュレーターの比較 

 

  ｢３－９－２ （2）港湾セクター｣で述べたとおり、アフリカ諸国での活発な港湾開発を背景

に荷役機械オペレーターの需要は増え続けると考えられ、オペレーターの技量は港湾の効率性

に大きく影響することから、南南協力の一環として荷役機械オペレーターの研修を行うことは

意義があると考えられる。一方で、IFP の既存のシミュレーターはすでに高い占有率を示して

いることから、本プロジェクトにおいて簡易シミュレーターを機材供与する必要性はあるもの

と考えられる。また、IFP にシミュレーターを供与することにより、アフリカ対象国の荷役機

械オペレーター向けの研修を強化することができ、アフリカ対象国の港湾ターミナルにおいて

実際の荷役機械を使って行う OJT に比べて、荷役機械や貨物に損傷を与えるリスクもない。ま

た、荒天時など特殊な環境下における荷役機械操作を効率的に習得することができる。さらに

機材供与により体制が強化された IFP にアフリカ対象国の港湾ターミナルの優秀なオペレータ

ーを派遣してトレーナーとして訓練することにより、当該研修生が帰国後に他のオペレーター

の技能向上に取り組むことができ、IFP における研修の波及効果が高まることが期待できる。

表３－27に、機材供与の対象として考えられる機材の概要を示す。 
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表３－27 港湾セクターにおける供与予定機材 

機材名 荷役機械操作研修のためのシミュレーター 

スペック 
簡易シミュレーター（Basic タイプ）1 機 

簡易シミュレーター（VR タイプ）1 機 

投入理由（及びその効果） 

荷役機械操作のためのシミュレーター研修（対象機械：ガント

リークレーン、RTG、ストラドル・キャリアー、モバイル・ハ

ーバー・クレーン、リーチスタッカーなど）の研修可能人数の

増加と研修の質の向上 

おおよその金額 200 万ドル 

 

３－10  団長所感 

本プロジェクトは、わが国の対モロッコ協力の 3 つ重点分野の一つである南南協力促進に貢献する

ものといえる。また、道路、港湾分野におけるモロッコの人材育成にも寄与することから、対モロッ

コ協力プログラムの一つである「産業インフラプログラム」にも位置づけられる。さらに、本プロジ

ェクトを通じて仏語圏を中心としたサブサハラ・アフリカ諸国の交通インフラの運用・維持・管理能

力の向上が期待されることから、TICAD V における日本の支援策に掲げられた「II.インフラ整備・

能力強化の促進（インフラ、人材育成、科学技術、観光）」にも貢献する。加えて、本事業では交通

インフラ関連の本邦企業と連携や、研修員に対する本邦技術の紹介を実施する予定であり、中長期的

に仏語圏を中心としたサブサハラ諸国に対する本邦インフラの輸出に貢献すると考えられ、「インフ

ラシステム輸出戦略」とも合致する。なお、モロッコは 2017 年 1 月にアフリカ連合（AU）復帰後、

国是として改めてアフリカ諸国に対する支援を推進していくことをコミットするなか、本プロジェク

ト実施への期待は高まっており、その意味でも時宜を得た協力であるといえる。  

本詳細計画策定調査の現地調査は、モロッコ側実施機関（IFEER、ADM、IFP）代表者も参団する

形となり、規模の大きいミッションとなった。各実施機関代表者は過去にサブサハラ・アフリカ諸国

を対象とした第三国研修に長期にわたって関わってきたにもかかわらず、何れもこれまでサブサハ

ラ・アフリカ諸国に実際に行った経験がなく、本調査に参加することで、初めてアフリカ対象候補国

における各分野のニーズを肌で感じてもらうことができ、また、本プロジェクトへのコミットメント

を改めて強化することができた。さらに、当事務所との良好な関係構築にもつなげることができたと

思われる。 

本プロジェクトは 2 つの異なるセクター（道路維持管理及び港湾運営管理）の第三国研修を一つの

技術協力プロジェクトの枠組みで実施するもので、4 つの実施機関（IFEER、ADM アカデミー、IFP、

METLE）が関与する難易度の高い案件であり、設備・運輸・ロジスティック・水省（METLE）の調

整能力が要となってくる。また、本調査開始時にはモロッコ側より上記 4 機関に加えて、高等海事学

院（ISEM）も実施機関の一つに加えてほしいという強い要請があった。しかし、もともとの要請が

IFEER と IFP から別々に挙げられた第三国研修を１つにまとめるところからスタートしており、当初

から ISEM の研修は想定されていなかったこと、IFP 実施の研修（港湾管理）の中に部分的に ISEM

研修（船員養成）を含める形は ISEM と IFP の双方より困難であるとの反応があったこと、これ以上

実施機関を増やすとプロジェクト活動の調整が非常に複雑となり、METLE やプロジェクト・チーム

でコントロールできる範囲を超えるリスクもあったことから、今次プロジェクトでは ISEM を実施機

関に含めない判断を行った。なお、主要な実施機関となる IFEER と IFP はともに、過去に JICA の支
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援によって第三国研修を実施しており、IFEER は 1994～2014 年に 4 フェーズにわたって道路保守管

理研修を実施してアフリカからの研修員を受けて入れており、IFP についても 2013～2015 年にかけ

て港湾運営管理について研修を実施していることから、各分野の研修実施能力については大きな問題

はないと考えられる。 

また、プロジェクト本体の活動に関し、アフリカ対象国からの研修員受入にはさまざまなロジ業務

（アフリカ研修員受入に係る宿泊手配、旅費・各種手当支給、空港送迎等）が発生することとなる。

今次協議では過去の経験に基づき IFP よりロジ業務はすべて日本側で実施してほしいという強い申

し入れがあった。理由としては、現在 IFP 内にロジ業務を実施できる人材が存在しないからとのこと

であったが、当方からは日本の協力は「役務提供」ではない旨を明確に伝え、ロジ業務のための人材

は別途プロジェクトで傭上するものの、基本的に日本側とモロッコ側の双方で協力して実施する旨合

意した。ロジ業務の実施はプロジェクト終了後の活動の持続性確保のためにも重要となるため、今後

同様な議論が起きたときにもミニッツでの合意を示しつつ、丁寧に先方に説明していく必要があるだ

ろう。 

研修用機材については、港湾セクター及び道路セクターの両方からシミュレーター機材（港湾荷役

機械操作シミュレーター及び道路建設機械操作シミュレーター）の要請があり、特に港湾セクターか

らは非常に強い要請があった。同機材については、近年シミュレーター研修の需要が高まっており、

基本的なニーズが確認されるものの、高額な機材となることが予想されることから、できるだけ多く

のコスト比較によって価格を抑え、適正な機材を供与する必要があるだろう。また、港湾分野では荷

役機械操作に関し、民間の港湾オペレーターも対象とした研修を本プロジェクトの中に組み込むこと

が想定されている。従来の第三国研修は官人材のみを対象としていたが、近年アフリカ諸国で拡大す

る道路・港湾分野における民間資本の現状からすると、人材育成のニーズは官だけでなく、民間にも

存在し、それに応えていくことで対象国の該当セクターの発展により大きなインパクトが与えられる

と考える。これは第三国研修では比較的新たな取り組みであるため、実施に際しては研修員の選定や

研修費用の受益者負担の原則も考慮し、ODA 事業の公益性の担保に配慮する必要がある。 

アフリカ対象候補国からのニーズに関しては、今次現地調査にてブルキナファソとセネガルについ

ては一定の確認をすることができ、他の対象候補国についてはアンケート調査の回答を基に確認を行

った。今後、本格活動を開始するまでに、具体的な研修カリキュラムに反映させていくこととなるが、

研修開始後も引き続き参加研修員からの研修に対する評価を次回の研修改善のために活用しつつ、対

象国のニーズに的確に応えられるような内容にしていきたい。また、アフリカ部の各案件担当者から

の協力を得つつ、各アフリカ対象国における実施中案件との連携についても考えていきたい。 



－68－ 

第４章 プロジェクトの基本計画 

本プロジェクトの枠組みをプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

に取りまとめ、全体工程を活動計画表（Plan of Operation : PO）に取りまとめた。PDM（案）及び PO

（案）は、付属資料１を参照のこと。 

 

４－１  案件名 
日本名：アフリカ交通人材育成プロジェクト 

仏 名：Projet de Développement des Capacités des Ressources Humaines dans le Secteur du Transport pour 

les Pays Africains 

英 名：The Project for Capacity Development of Human Resources in Transport Sector for African Countries 

 

４－２  事業概要 
協力期間：3 年 6 カ月 

対象地域：モロッコ及び対象アフリカ諸国 

＜道路＞カメルーン、コートジボワール、ガボン、ギニア、コンゴ民主共和国、ジブチ、

ブルキナファソ、ベナン、マダガスカル、トーゴ（計 11 カ国） 

＜港湾＞カメルーン、コンゴ共和国、コートジボワール、ガボン、ギニア、ジブチ、セ

ネガル、マダガスカル、モーリタニア、ブルキナファソ、ベナン、チュニジア、トーゴ

（計 13 カ国） 

実施機関：METLE、ADM アカデミー、IFEER 及び IFP 

責任機関：METLE 

 

４－３  協力の枠組み10 
実施機関と合意したプロジェクト協力概要（案）は以下のとおり。 

 

４－３－１ 上位目標 

研修成果が、対象アフリカ諸国における道路・高速道路・港湾セクターの人材育成に活用される 

指標 1： 活動 1-6、2-6 及び 3-6 で構築した手法により作成された報告書の内容（活用結果） 

指標 2： 人材育成関連活動に参加をした研修受講生の状況（X％以上が、トレーナー、セミナー開

催者となり、技術的マニュアル作成をするなど） 

 

４－３－２ プロジェクト目標 

1. 対象アフリカ諸国における道路・高速道路・港湾セクターの人材育成にあたってのモロッコ実

施機関の能力が、日本、モロッコ及び対象アフリカ諸国との三角協力により強化される 

2. 対象アフリカ諸国における関係機関の、道路・高速道路・港湾の開発・管理・運営能力が日本、

モロッコ及び対象アフリカ諸国との三角協力により強化される 

指標 1： 対象アフリカ諸国の機関からの研修生の研修に対する満足度 

                                                        
10 本内容は、詳細計画策定調査終了時点のものである。その後、事前評価表決裁を経て、上位目標、プロジェクト目標、各指標が

変更された。 
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指標 2： 研修受講生の日常業務における能力レベルの向上度 

 

４－３－３ 成果及び活動 

成果 1： 対象アフリカ諸国に対し、人材育成に関する ADM アカデミーのマネジメント（管理・

運営）及び教授能力が向上する 

指標 1： 道路・高速道路セクターに関する適切な研修教材及びカリキュラムが作成される 

活動 1-1 対象アフリカ諸国における、高速道路セクターの課題をレビューし、研修ニーズを確

認する 

活動 1-2 研修計画及び実施計画を作成する 

活動 1-3 研修生の募集、選考プロセス、ロジスティックスを改善する 

活動 1-4 研修モジュール及び教材をレビューし、改訂する（e-ラーニングコースは試験導入） 

活動 1-5 道路・高速道路構造物分野のモロッコ人講師を育成する 

活動 1-6 事後研修評価を含む、研修モニタリング・評価システムを改善する 

活動 1-7 活動 1-6 で改善されたシステムを用いたモニタリング・評価を実施する 
（備考：指標 1 は、成果 2 と共通である） 

 

成果 2： 対象アフリカ諸国に対し、人材育成に関する IFEER のマネジメント（管理・運営）及び

教授能力が向上する 

指標 1： 道路・高速道路セクターに関する適切な研修教材及びカリキュラムが作成される 

活動 2-1 対象アフリカ諸国における、道路セクターの課題をレビューし、研修ニーズを確認す

る 

活動 2-2 研修計画及び実施計画を作成する 

活動 2-3 研修生の募集、選考プロセス、ロジスティックスを改善する 

活動 2-4 研修モジュール及び教材をレビューし、改訂する（e-ラーニングコースは試験導入） 

活動 2-5 橋梁維持管理分野のモロッコ人講師を育成する 

活動 2-6 事後研修評価を含む、研修モニタリング・評価システムを改善する 

活動 2-7 活動 2-6 で改善されたシステムを用いたモニタリング・評価を実施する 

 

成果 3： 対象アフリカ諸国に対し、人材育成に関する IFP のマネジメント（管理・運営）及び教授

能力が向上する 

指標 2： 港湾セクターに関する適切な研修教材及びカリキュラムが作成される 

活動 3-1 対象アフリカ諸国における、港湾セクターの課題をレビューし、研修ニーズを確認す

る 

活動 3-2 研修計画及び実施計画を作成する 

活動 3-3 研修生の募集、選考プロセス、ロジスティックスを改善する 

活動 3-4 研修モジュール及び教材をレビューし、改訂する 

活動 3-5 港湾分野のモロッコ人講師、専門家及び C/P を育成する 

活動 3-6 事後研修評価を含む、研修モニタリング・評価システムを改善する 

活動 3-7 活動 3-6 で改善されたシステムを用いたモニタリング・評価を実施する 

成果 4： 対象アフリカ諸国からの研修生の道路及び高速道路の開発・運営・管理能力が強化される 
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指標 3： 道路・高速道路セクターの研修が計画どおりに実施される 

活動 4-1 対象アフリカ諸国に対し、研修を実施する 

活動 4-2 研修生が実施する活動のフォローアップのために、必要に応じて、実施機関から対象

アフリカ諸国にモロッコ人講師を派遣する 

 

成果 5： 対象アフリカ諸国からの研修生の港湾開発・管理・運営能力が強化される 

指標 4： 港湾セクターの研修が計画どおりに実施される 

活動 5-1 対象アフリカ諸国に対し、研修を実施する 

活動 5-2 研修生が実施する活動のフォローアップのために、必要に応じて、IFP から対象アフ

リカ諸国にモロッコ人講師を派遣する 

 

成果 6：道路・港湾セクターにおける人材育成開発のための南南協力戦略文書が対象アフリカ諸国、

モロッコ、日本及び国際関係機関に共有される 

指標 5： 対象アフリカ諸国の人材育成開発のための戦略文書が省により発行される 

活動 6-1 道路・港湾セクターにおける南南協力に関するモロッコの政策文書を収集・分析する 

活動 6-2 対アフリカ南南協力に関し、道路・港湾セクターにおける人材育成戦略文書を完成さ

せる 

活動 6-3 プロジェクトの成果を波及し、南南協力を促進させるために、広域セミナーを開催す

る 

 

４－４  投入計画 

４－４－１ 日本側投入  

（1）専門家派遣（計 12 名） 

＜道路：5 名＞ 
・ 橋梁維持管理      ・ 道路維持管理  ・ e-learning 
・ 建設機械維持管理  ・ 高速道路計画・管理  

＜港湾：5 名＞ 
・ 港湾計画・開発  ・ 港湾管理・運営  ・ 荷役機械 
・ 港湾保全・安全  ・ 港湾・海洋環境  

＜その他：2 名＞ 
・ モニタリング・評価  ・ 業務調整 
 

  本プロジェクトの道路・港湾分野における専門家派遣について、基本的には以下のような考

え方で実施すべきと思料する。 

＜道路分野＞ 

・これまで IFEER は、建設機械の操作、維持管理に係る研修及び道路維持管理に係る研修

を仏語圏アフリカ諸国の研修生に対して第三国研修の形態ですでに実施しており一定の

経験を有すること、ADM アカデミーも内部職員向けの研修の実績を十分に有することを

勘案すると、いずれの機関も一定の能力は有しており、日本人専門家の支援は限定的なも

ので足りると考えられる。 
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・ 日本人専門家の支援は、協力開始後のアフリカ諸国のニーズの把握と研修の全体的なプラ

ンニング、そして各回の研修の準備、実施、実施後のレビューの一連の期間（１カ月程度）

にモロッコ側講師への助言を集中的に実施すること、及び本協力にて新たに始める橋梁・

構造物維持管理に係る研修の講師養成に集中して対応するのが妥当と考えられる。 

・ モロッコ政府の道路維持管理能力の向上は、中長期的な視点では受入対象アフリカ諸国に

も波及が期待される。本邦研修においてはわが国の道路維持管理、機械化施工に関する制

度、技術、人材育成に関して基礎的なものから近年の新たな動向も含めた官民の取り組み

を幅広くモロッコ技術者、行政関係者に紹介し、その道路維持管理に関する能力向上に寄

与することをめざす。 

＜港湾分野＞ 

・ 前回の第三国研修で実施した「港湾運営管理」研修の内容を、最新の港湾開発・再開発事

例や新技術を活用した港湾管理・運営の動向などを踏まえて更に充実させ、またアフリカ

諸国の人材育成ニーズの把握、第三国研修のための研修計画の策定、研修教材の改善、研

修の各種手続きやロジスティックスの改善、更には研修後の評価システムを強化するため、

港湾計画・開発、港湾管理・運営の専門家を投入する。港湾計画・開発担当の専門家は、

日本人専門家チームのリーダーとしての役割が求められるとともに、研修の計画や実施に

関する知見を有していることが望ましい。荷役機械の専門家は、港湾荷役機械操作研修用

シミュレーターの機材投入に関連して、その仕様や予算について IFP や JICA と調整や助

言を行い、調達の支援を行うとともに、本格的な第三国研修として初めて実施する「港湾

荷役機械操作」研修の企画や実施にあたって IFP を支援する。さらに、港湾保安・安全や

港湾環境の課題については、研修を実施する IFP と研修を受ける側のアフリカ諸国双方の

関心が高いことから港湾保安・安全と港湾・海洋環境の専門家を投入して研修内容の充実

を図る。以上の専門家はそれぞれの分野において、IFP のトレーナー、ANP の専門家、及

び C/P に対して、本邦研修を企画・実施する。 

 
（2）国別研修 

  国別研修の詳細については表３－24及び表３－25を参照のこと。 

 
（3）プロジェクト活動に必要な資機材 

・ 道路橋梁点検機材 

・ 建設機械の運営維持管理を支援する機材 

・ 荷役機械操作研修のためのシミュレーター 

各機材の詳細については、｢３－９－３ 機 材｣を参照のこと。 
 

４－４－２ モロッコ側投入 

（1）C/P の配置 

（2）IFEER、ADM アカデミー、IFP（及び METLE）の研修施設及び専門家（講師）の提供 

（3）各実施機関におけるプロジェクトオフィスの提供 

（4）その他（C/P 用の国内交通費等） 
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４－５  プロジェクトの実施体制 
本プロジェクトの実施体制は図４－１のとおりである。プロジェクト・ダイレクターは METLE の

人材育成局長とし、合同調整委員会(Joint Coordinating Committee : JCC)11の議長を務める。プロジェ

クト・マネージャーには実施機関である ADM アカデミー、IFEER 及び IFP のダイレクターがそれ

ぞれ務め、各実施機関のプロジェクト活動実施の責任を担う。その他、JCC メンバーには METLE か

ら道路局（CNER を含む）、港湾局、国際協力局や ANP 等が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図４－１ 本プロジェクトの実施体制図 

 

４－６  協力全体工程 
本プロジェクトの全体工程については、付属資料 1 を参照のこと。 

 

４－７  協力実施上の留意事項 
４－７－１ ISEM の参画 

METLE より本プロジェクトに ISEM を参画させたいとの要望があった。そこで調査団は IFP が

実施する研修の一部分として、ISEM が海事関係の講義を行う可能性について ISEM と意見交換を

行ったが、ISEM はあくまでも IFP と対等な立場でプロジェクトの実施機関になることを要望して

いることがわかった。他方、本プロジェクトがもともと IFP と IFEER からの要請に基づくもので

あり、当初から ISEM に関連する研修が想定されてなかったこと、港湾管理人材を対象としている

IFP と船員を対象にしている ISEM が一緒になって研修を実施することは困難であることなどから

港湾セクターのプロジェクト実施機関は IFP のみとすることとなった。 

 

 
                                                        
11 プロジェクトの意思決定機関で、C/P である先方政府の高官、プロジェクトメンバー、JICA 関係者、日本大使館員等、プロジェ

クトの関係者が参画し、活動の報告や、今後の予定、問題点等を議論する会議である。 
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４－７－２ 港湾機材 

本プロジェクトにおいて簡易シミュレーターを機材供与するにあたっては、簡易シミュレーター

の仕様と価格が適切なものであり、また、本プロジェクト終了後も継続してオペレーター研修のた

めに使用されていることが期待される。そこで、プロジェクト本格開始時に速やかに機材調達の手

続きに取りかかれるよう、IFP が以下の内容を整理した計画書を事前に作成しておくことが望ましい。 

・ シミュレーター研修に対するアフリカ諸国の研修ニーズ：本調査でセネガルを訪問した際、ダ

カール港の港湾管理者（PAD）とコンテナ・ターミナル・オペレーター（DPW）双方が荷役機

械操作のためのシミュレーター研修に対する関心を示した。他のアフリカ対象国においても、

同様のニーズを確認しておくことが望ましい。 

・ シミュレーターの仕様：既存のシミュレーターと新規に導入する簡易シミュレーターを組み合

わせプロジェクト期間中にどのように荷役機械操作研修を行うか、また新たに導入するシミュ

レーターにはどのような機能が求められるかを整理する。なお、IFP が提案している 2 つのタ

イプのシミュレーターのうち、VR タイプについては写真の右側の写真からもわかるとおり、

研修生は自ら操作するレバーを見ることができないことや、VR ゴーグルを装着した研修生が

いわゆる「サイバー酔い」を起こす可能性があるなど、その有効性を懸念する意見もあること

から、その導入については注意深く検討する必要がある。 

・ シミュレーターの価格：IFP は、既存シミュレーターを製造した Global Sim Inc.（米国）の提案

により 2 つのタイプの簡易シミュレーターの価格を合わせて 200 万ドルとしているが、荷役機

械操作研修用シミュレーターを製造する会社は、表４－１のように多数存在するため複数の会

社から技術提案・見積もりを入手して、より合理的な価格を検討する必要がある。なお、参考

までに、E-Tech Simulation 社、CM Labs 社、及び ARI Simulation 社から得たシミュレーター参

考価格を表４－２に示す。 

 

表４－１ 荷役機械操作研修用シミュレーターを製造する会社 

企業名 本社所在地 

Axon Energy Products 米国 

E-Tech Simulation 米国 

GlobalSim Inc. 米国 

L3 D.P. Associates 米国 

CM Labs カナダ 

Drilling Systems 英国 

Liebherr ドイツ 

Kalmar フィンランド 

ABB スイス 

Transas アイルランド 

Xuzhou Hanlin Technology 中国 

ARI Simulation インド 

出典：各社 HP より調査団作成 
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表４－２ 荷役機械操作研修用シミュレーターの参考価格 

企業名 シミュレーターのタイプ 参考価格 備考 

E-Tech 

Simulation 

「Basic」タイプ（対象機材：ガン

トリークレーン、RTG、モバイル・

ハーバー・クレーン） 

USD 340,000 参考価格は製作費

のみ 

「Basic」タイプ（対象機材：スト

ラドル・キャリアーストラドル・キ

ャリアー） 

USD 105,000 

「Basic」タイプ（対象機材：リー

チスタッカー） 

USD 179,000 

CM Labs 「Basic」タイプ（対象機材：ガン

トリークレーン、RTG、ストラド

ル・キャリアー、モバイル・ハーバ

ー・クレーン、リーチスタッカー 

USD 500,000～600,000 参 考 価 格 は 製 作

費・輸送費・据付費

ARI 

Simulation 

「Basic」タイプ（対象機材：ガン

トリークレーン、RTG、ストラド

ル・キャリアー、モバイル・ハーバ

ー・クレーン、リーチスタッカー、

フォークリフト） 

USD 255,000 参考価格は製作費

のみ 

VR タイプ（対象機材：ガントリー

クレーン、RTG、ストラドル・キャ

リアー、モバイル・ハーバー・クレ

ーン、リーチスタッカー、フォーク

リフト） 

USD 200,000 

出典：各社へのヒアリングにより調査団作成 

 

・ オペレーター側の費用負担：プロジェクト期間中及びその後に民間オペレーター側が研修参加

費用を負担する可能性があるかどうかを検討し、アフリカ諸国向けの荷役機械操作のためのシ

ミュレーター研修が資金的に自立したものとなる可能性があるかどうかを検証する。 

・ シミュレーター研修の持続性：本プロジェクト終了後も IFP が引き続きアフリカ諸国向けの研

修を続けるという方針を示す。IFP は、アフリカ諸国向け研修の持続性の根拠として、6 カ国（ガ

ボン、カメルーン、コートジボワール、コンゴ共和国、セネガル、モーリタニア）と協力協定

を挙げており、各国とどのような内容で協力するのかという点について整理しておくことが望

ましい。 

 

４－７－３  道路分野の研修について 

（1）建設機械系の研修と道路・橋梁維持管理系の研修のバランス 

  道路整備等に用いる建設機械の保有形態は、一般的に国の発展段階に応じ、民間セクターが

未熟な当初の発展段階での政府機関による所有及びオペレーション→工事の外注化が進められ

る段階での政府機関が保有機械を民間企業に貸し付ける形態→建設機械は専ら民間企業が所有

する形態へと移行していく。AfDB に対して実施したヒアリングでは、対象アフリカ諸国では

建設機械の民間保有は進みつつあるものの、地域的（大都市部以外等）には政府機関が建設機
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械を保有しないと事業が執行できない実情もあり、政府機関に所属する機械オペレーターやメ

カニックの人材育成の必要性と本技術協力の意義を評価する発言があった。また、JICA は近年

も政府機関への建設機械供与案件をジプチで実施し、コンゴ民主共和国でも実施を検討してい

る。本技術協力プロジェクトの中で、機械系の研修講座を引き続き維持していく意義は高いと

思われる。 

  しかしながら、今回の詳細計画策定調査においては、現時点でセネガル、ブルキナファソ、

ベナンでは建設機械系の研修ニーズが狭義の道路維持管理系研修に対するニーズよりも低い傾

向が見られた。対象アフリカ諸国のニーズを踏まえつつ、従前の第三国研修でのバランス拘束

されることなく、建設機械系の研修講座と道路・橋梁維持管理や材料試験系の研修講座のバラ

ンスを考えるべきである。IFEER は内部講師により実施できる建設機械系研修を選好するモー

メントを有すると思われるところ、バランス配分については日本人専門家が客観的に助言をし

ていくことが望まれる。 

 

（2）プロジェクトマネジメントに関する研修講座 

  事業を所定の工期、工費、品質で円滑に進めるための事業計画策定、工事の発注及び監理、

用地取得の遅延や地域社会との関係に伴う工事・工法の制約等のリスク要因への対処といった

プロジェクトマネジメント力の向上がアフリカ諸国でも必要とされている。ADM アカデミー

は、高速道路に関する研修のみならずプロジェクトマネジメントの研修講座を用意する意思を

表明しているが、同分野の研修は潜在的なニーズも高いと推察されるとともに高速道路整備計

画のない国も参加が可能であるので、同分野の研修講座開設に前向きに取り組むことが望まれ

る。 

 

（3）橋梁維持管理に関する研修 

  橋梁維持管理に関する研修については、講師の育成も本技術協力プロジェクトの活動として

いる。先方より、CNER 等の若手技術者が講師の候補であるとの説明があった。技術協力プロ

ジェクト開始後、早期に講師候補を確定し、その構造力学や現場知識と経験に関するレベル、

そしてモロッコの橋梁点検要領の内容と実態を確認し、各研修科目（例えば、橋梁計画、橋梁

設計通論、橋梁建設通論、橋梁維持管理通論、点検、診断、補修計画、データ管理といったも

のが科目として考えられる）とその到達レベルを計画する必要がある。CNER は英文資料も作

成しており、その技術者に対しては英語による講義が可能との印象を得たが、これについても

先方との確認を行うべきであろう。また、アフリカ諸国研修生向けの講義資料については、モ

ロッコ人講師が日本人専門家の講義資料を参考に自ら作成していくことが持続性の観点から望

ましいと思料する。 

 

（4）対象国以外の国の研修参加 

  仏語圏諸国で実施する JICA の支援事業をより効果的なものとする観点で、事務所及び本部

の要請があれば、支援対象国以外の仏語圏諸国の研修生の受入について検討されることが望ま

しい。例えば、ハイチは周辺に適切な仏語国が存在しないため、そうした候補として考えられ

る。 
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４－７－４  その他 

（1）出張旅費・国内旅費について 

  モロッコ人講師を対象アフリカ諸国に派遣する場合に係る旅費については、日本側が負担す

る。また、モロッコ国内旅費（対象アフリカ諸国にモロッコ人講師を派遣する際に発生するモ

ロッコ国内旅費も含む）についてはモロッコ側の負担とする。ただし、宿泊費については、日

本側負担とする。 

 

（2）経理処理 

  プロジェクトにおいて日本側が負担する費用の経理処理については日本側が担う。 

 

（3）研修の調整及びロジスティックス 

  研修準備及び研修実施中の調整及びロジスティックスについては日本人専門家及びモロッコ

C/P が担う。ただし、日本人専門家及びモロッコ C/P の下、外部機関に委託することは可能で

ある。 
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第５章 プロジェクトの事前評価 評価 5 項目 

５－１  5 項目評価 

５－１－１  妥当性 

本プロジェクトは、モロッコの開発政策、わが国の援助政策及びモロッコのニーズとの整合性と

合致しており、その実施は適切と判断される。 

 

（1）モロッコの開発政策との整合性 
  2011 年 7 月に改定されたモロッコ憲法の前文では、サブサハラ・アフリカ諸国との協力関係

強化、南南協力の強化を謳っており、同国の南南協力に関する政策とも整合性が高い。また、

2017 年 1 月にアフリカ連合（African Union：AU）に再加盟12を果たし、特に政治・経済・技術

協力・教育を通して同諸国との関係強化を図ることは、モロッコ政府にとっても外交上の優先

度が高いとされている。また、METLE が策定した｢2012～2016 年の METLE 戦略｣においても、

｢モハメッド 6 世国王陛下は、南南協力を通じ、友好関係のある諸国の道路、空港、港湾、鉄道

輸送等の社会経済インフラを整備するための技術能力を強化する｣と掲げている。 

  国家政策としては、2000 年に｢経済社会開発計画（Le Plan de Developpement Economique st 

Social：2000～2004 年）｣が議会承認されたものの、2005 年以降は同計画を更新せず、セクター

ごとに目標を掲げ、経済・社会開発に精力的に取り組んでいる。道路・港湾におけるセクター

別開発政策としては、上述した METLE 戦略においてモロッコにおける社会・経済開発の発展

のために、道路及び港湾を含めた基礎的インフラの開発を目標に掲げている。 

  本プロジェクトでは 3 つの実施機関がサブサハラ・アフリカ諸国に対し、道路建設機材や高

速道路を含む道路運営維持管理、港湾運営管理の研修を実施し、同諸国の道路・港湾における

能力を向上させるものとする。さらに、モロッコに先端技術の移転を行うだけでなく、専門家

派遣や国別研修を通じ南南協力促進のための戦略の策定を行うことは、モロッコの挙げる南南

協力の強化につながる。以上をかんがみると、モロッコ憲法及びセクター別政策との整合性は

高い。 

 

（2）わが国の援助政策との整合性 

  「対モロッコ国別援助方針（2012 年 5 月）」の中で、わが国は南南協力の促進を中目標とし

ている。わが国の長年の協力により得た経験及び技術を蓄積したモロッコはアフリカ諸国に効

果的に伝達する能力を有し、政府自らも南南協力に積極的に取り組んでいることを踏まえれば、

モロッコをわが国の対アフリカ支援パートナーとすることはサブサハラ・アフリカ諸国の発展

に貢献するものであるといえる。 

  2003 年には、日本政府とモロッコ政府間で、「アフリカにおける三角協力推進のための日

本・モロッコ三角技術協力計画」が締結され、三角協力の促進が重点協力分野の一つとして位

置づけられた。また、2013 年 5 月に開催された第 5 回アフリカ開発会議の開催に併せて、JICA

と AMCI との間で連携覚書が締結された。これを受け、三角協力体制強化を目的に個別専門家

が AMCI に派遣され（2014 年 9 月～2016 年 9 月）、2015 年からは海洋漁業・水産分野の主に第

                                                        
12 AU の前身であるアフリカ統一機構（OAU）の創始メンバー国であったものの，1985 年に OAU を脱退し、2016 年に AU 加盟を

表明し、2017 年に総会にて加盟が認められた。 
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三国研修を通じた仏語圏アフリカ諸国の人材育成を目的とした技術協力プロジェクト「仏語圏

アフリカ水産人材育成プロジェクト」を実施している。 

 
（3）モロッコのニーズとの整合性 

  本プロジェクトを通じた、以下の状況が改善は、実施機関の研修実施能力の向上につながる

ため、モロッコのニーズとの整合性は高いといえる。 

・ 路建設機材管理、道路運営・維持管理及び港湾開発運営管理に関しては、モロッコの各実施

機関にそのノウハウが蓄積されているため、三角/南南協力を通じ第三国研修を実施するこ

とが可能である。他方、橋梁維持管理や、港湾の再開発や新技術を活用した建設・管理・運

営等の技術は不足しているため、本プロジェクトによる日本人専門家の投入は各実施機関の

講師候補者の能力の習得及び向上に寄与する。その結果、既存の研修講座に加え、橋梁維持

管理や港湾荷役機械操作研修等の新規講座を開設できるため、多岐にわたる分野の研修を実

施することが可能になり、研修を希望する第三国のニーズに応えることができる。同時に、

日本人専門家の派遣や本邦研修を通じて、アフリカ諸国のニーズに応える技術に触れること

により、現在の研修能力を向上させることができる。 

・ モロッコの各実施機関による第三国研修の実施後、研修受講生に対して適切なモニタリング

やフォローアップが十分に実施されてこなかった。また、研修受講生からのフィードバック

の分析が十分でないため、研修が適切か否かの判断が困難である。研修受講生が研修で得た

知見や経験を所属機関や自国でどのように活用したのかというインパクトも不明である。本

プロジェクトを通じて継続的にモニタリングできるシステムを構築・活用し、フォローアッ

プを十分に実施していくことで、より効果的な研修を実施することが可能になるといえる。 

 

５－１－２  有効性（見込み） 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと見込まれる。 

（1）プロジェクト目標の適切性 

  本プロジェクトにおいては、プロジェクト目標の達成に必要不可欠な 6 つの成果が設定され

ている。成果 1～3 を通じ各実施機関は研修の運営管理能力だけでなく、研修実施能力を向上さ

せ、更なる効果的な第三国研修を実施することが見込まれる。成果 4、5 では、第三国研修の実

施により、対象アフリカ諸国の研修受講者の能力強化が見込まれる。これらの効果を継続させ

るために、成果 6 を通じ戦略文書を策定、共有することで、関係各国間で共通認識をもち、研

修で得た経験・知見を蓄積することが可能となる。成果 1～3 によりプロジェクト目標 1 が、成

果 4、5 によりプロジェクト目標 2 が達成され、成果 6 と他の成果との相乗効果により、プロジ

ェクトのスムーズな運営と持続性が向上するというロジックにデザインされている。以上のこ

とから、プロジェクト目標の設定は適切であるといえる。 

 
（2）プロジェクト期間中のプロジェクト目標の達成可能性 

  現時点では、有効性を阻害する要因は特に認められていない。本プロジェクトは、上述のと

おり、プロジェクト目標が 2 つ設定されている。 

  プロジェクト目標 1 は、「モロッコにおける各実施機関の能力向上を図る」を目標としている。
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同目標を達成するためには、まずは各実施機関が掲げた目標レベル（プロジェクトの各成果）

に到達する必要があるだけでなく、関係機関間の情報共有や連絡調整を密に行うことが必要不

可欠になる。 

  プロジェクト目標 2 は、「第三国研修を通じ、対象アフリカ諸国の能力向上を図る」である。

研修の実施にあたっては研修対象者をモロッコへ派遣するため、対象国のニーズの把握から、

対象者の選定、渡航手続きなど多くの調整が必要である。これらの調査、手続きを滞りなく実

施するためには、モロッコ実施機関が柔軟かつ適切に対象アフリカ諸国に対応するだけでなく、

対象アフリカ諸国との連携強化が求められる。 

  上記 2 点に留意することで、協力期間完了までにプロジェクト目標が達成される見込みは高

いと考えられる。 

 

（3）プロジェクト目標の指標 

  プロジェクト目標の達成度を測るために、本プロジェクトでは、2 つの指標①対象アフリカ諸

国からの機関からの研修生の研修に対する満足度、及び②研修受講性の日常業務における能力

レベルの向上度を設定した。プロジェクト目標 1 の達成度の評価にあたっては、第三国研修時に

講師となるモロッコ実施機関の能力を直接測るのではなく、日本人専門家を通じて修得した知見

のある研修受講生が評価することにより、実施機関が向上した能力を適切に活用できているか判

断するものとする。プロジェクト目標 2 の達成度の評価にあたっては、研修受講生の能力を直接

評価するとともに、所属組織へのインパクトも併せて評価する。評価にあたっては、ベースライ

ンの評価・設定が重要となる。以上の点から、設定された 2 つの指標はプロジェクト目標の達成

度を測るためには、有効な指標であると考えられる。 

 

（4）外部条件 

  2 つのプロジェクト目標を達成するには、①道路・港湾セクターにおける南南協力の政策が

変更されない、②関連機関が活動を継続するという外部条件を満たす必要がある。すなわち、

①においてはモロッコ政府が南南協力の重要性を継続方針として掲げることが絶対条件である。

また、②については本プロジェクトの関係機関は、モロッコ国内だけで 1 省 3 機関あり、対象

アフリカ諸国を含めると更に増加する。プロジェクトを継続させるためには、モロッコ国内の

機関の協力だけでなく、各国との協力も必要である。 

 

５－１－３  効率性 

本プロジェクトは、「３－９－３ 機 材｣にも記載のとおり、大型機材の導入が予定されている

ため、投入のインパクトは大きい。過去案件の機材維持管理計画（実績）を確認しても、維持管理

費用も特に問題は確認されていない。ただし、これらの機材が第三国研修に効果的に活用されるた

めに、対象アフリカ諸国ニーズを把握し、既存の機材の活用計画を踏まえたうえでプロジェクト期

間中の機材の活用計画、及びプロジェクト終了後の機材の活用計画を策定することが重要である。

道路機材の日常点検については年間予算を確保し、研修の一環としてトレーナーの指導の下、研修

生が点検チェックリストに基づいて実施しており、機材の稼働時間や不具合状況等を記録している。

定期点検についても、日常点検の記録に基づき研修の中で実施しているため、本プロジェクトで投

入した機材の維持管理についても適切に維持管理されると想定される。なお、IFP の既存の荷役機
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械操作研修用シミュレーターについては、2009 年に導入してから 8 年間が経過した現在も高い稼

働率で活用されていることから、IFP が所属する ANP の予算により適切に維持管理が行われてい

ると考えられる。 

 

（1）成果と活動の因果関係 

  成果 1～3 の活動では、各セクター別に、①アフリカ対象国に関する情報整理（課題の抽出、

ニーズの把握等）、②研修受入準備（研修計画作成、選定プロセスの向上、研修教材の改定、講

師の育成等）、③研修に伴うモニタリング・評価の実施を行うことで、研修を実施するための PDCA

サイクルが確立されるといえる。成果 4、5 の活動では、成果 1～3 で向上した各実施機関が研修

を実施し、対象者の能力向上を図る。また、必要に応じた対象アフリカ諸国へのモロッコ講師の

派遣も行う。これにより研修受講生に対するフォローアップが可能となり、成果 4、5 の発現確

率が高くなる。成果⑥の活動については、本プロジェクトを通じて実施する研修内容と結果をフ

ィードバックさせながら最終的に人材育成戦略文書を策定するが、その過程において JCC 等を通

じて実施機関や対象アフリカ諸国の関係機関と協議することによるめざす方向性の共有が可能

となり、成果⑥の発現に寄与するだけでなく、プロジェクト目標の達成や持続性にも有効である。 

 

（2）投入の適切性 

  本プロジェクトでは、｢４－４ 投入計画｣に記述のとおり、日本側の人的投入としては 12

名の専門家派遣が想定されている。プロジェクト目標達成に必要とされる道路・港湾のコンポ

ーネント活動を効果的に実施するための必要な専門家が投入されていることから、適切な要員

配置であるといえる。以下にその理由を記載する。 

・ e-learning は試験導入の予定としているが、プロジェクトの成果を対象アフリカ諸国に広める

ツールの一つとなるため、長期的観点から有意義であると判断する。本邦研修に関しては活

動を通じて基礎的な維持管理手法を学んだのち、日本国内で実施されている点検・修繕方法

を含む日本の維持管理方法を視察することにより、自国における課題解決に取り組むための

意識や知識の向上につながると思われる。特に、モロッコ国内で直接学ぶことが困難である

｢最新建機の操作方法、道路橋梁維持管理技術、港湾運営管理技術｣等を学ぶことは、各実施

機関の中長期計画策定に正のインパクトを生み出す可能性がある。 

・ 機材投入に関しては大型の機材投入が予定されているため、これらの機材がプロジェクト期

間中だけでなく、プロジェクト終了後も予定通りに第三国研修に活用されるようプロジェク

ト期間中から活用計画等を作成し、効果的に機材を活用する必要がある。 

・ モロッコの投入としては C/P への経費（研修に係る国内移動等）、各実施機関の研修施設及

びプロジェクト事務所の提供が想定されている。特に、研修講師についてはすでに国内にお

いてモロッコ人に対する研修が実施されているため、第三国研修実施の際には国内研修と時

期が重複しないよう講師の確保に努める必要がある。 
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５－１－４  インパクト（見込み） 

本プロジェクトのインパクトは、以下のとおりに予測される。 

 

（1）上位目標の達成の見込み 

  本プロジェクトの上位目標である｢研修成果が、対象アフリカ諸国における道路・高速道路・

港湾セクターの人材育成に活用される｣を達成するための前提条件として、プロジェクト完了時

までに、2 つのプロジェクト目標である｢1. 対象アフリカ諸国における道路・高速道路・港湾セ

クターの人材育成において、対象アフリカ諸国に対するモロッコ実施機関の能力が、日本、モ

ロッコ及び対象アフリカ諸国との三角協力により強化される｣及び｢2. 対象アフリカ諸国にお

ける関係機関の、道路・高速道路・港湾の開発・運営管理能力が日本、モロッコ及び対象アフ

リカ諸国との三角協力により強化される｣が達成される必要がある。 

  この上位目標の達成は、研修受講生の能力向上及び帰国後の活動によって大きく左右される。

そのためにプロジェクト実施中に研修で修得する知識・技術を自らの国で活用するための計画

を立てる必要がある。また、修得した知識・技術が活用されているか否かを確認するため、プ

ロジェクトにより構築するモニタリング・評価システムを機能させることが重要である。さら

に、対象アフリカ諸国からの研修受講生の選定にあたっては、第三国研修の実施中に良好な関

係構築に努め、研修終了後もモロッコと良好な関係を維持できる国及び人材であることが求め

られる。 

 

（2）上位目標以外のインパクト 

  本プロジェクトでは、道路、港湾セクターにおける三角/南南協力を実施するが、本プロジェ

クトを通じ、対象アフリカ諸国との関係がより強化されることにより、他の分野においても南

南協力が推進される可能性がある。ただし、南南協力の推進にあたっては、いずれの分野にお

いても研修実施に資金が必要であることから、モロッコの国策として南南協力の実施を積極的

に行っていくことが望まれる。 

 

（3）外部条件 

  外部条件については、上述のとおり、研修受講生の帰国後の活動に影響されることから、外

部条件「研修受講生の継続勤務」が満たされていないと上位目標の達成は難しい。また、対象

アフリカ諸国の道路・港湾各セクターに対する方針が変更され、人材育成の必要性がなくなる

場合も上位目標の達成は困難である。 

 

５－１－５  持続性(見込み) 

本プロジェクトによる効果がプロジェクト終了後も継続されるかどうかを判断するのは時期尚

早である。これは対象アフリカ諸国の政策面、組織面、財政面及び技術面に関する情報が限定され

ており、持続性を判断することが困難だからである。したがって、本項目ではモロッコ実施機関に

よるプロジェクトの持続性についてのみ評価する。 

 

（1）政策面 

  モロッコ国憲法の前文（2011 年 7 月）で、サブサハラ・アフリカ諸国との南南協力の強化が
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重要であると述べており、また、2017 年 1 月 AU に再加盟するなど、政治・経済・技術協力・

教育を通じた同諸国との関係強化を図ることは、外交上の優先度が高い。｢2012～2016 年の

METLE 戦略｣においても、｢モハメッド 6 世国王陛下は、南南協力を通じ、友好関係のある諸

国の道路、空港、港湾、鉄道輸送等の社会経済インフラを整備するための技術能力を強化する｣

と掲げている。したがって、今後も南南協力促進が重要であるという位置づけに変化はないと

予測される。 

 

（2）組織面 

  IFEER 及び IFP はこれまでに第三国研修を実施しており、対象アフリカ諸国に対する募集方

法、候補者の選定から派遣にいたるまでの準備、研修実施までのプロセスを理解しているもの

の、その適切性については一部課題があると考えられる。本プロジェクトの活動の中で、募集

方法から選定までのプロセスを見直すことによって、円滑な実施が可能となる。また、ADM ア

カデミーについては、ADM 職員以外に研修を実施することは初めてであるため、第三国研修

を実施するためのプロセスを構築することが重要である。これらの点からも、本プロジェクト

の実施機関の組織面における持続性は高いといえる。ただし、実施機関によりその能力や経験

に差があるため、各実施機関の評価にあたっては、現状からどれだけ能力が向上したかを評価

し、実施機関同士の比較はしないものとする。しかし、可能性として、各実施機関がお互いの

状況を理解し、切磋琢磨することも考えられるのである。 

 

（3）財政面 

  各実施機関は、職員の給与以外は、独立採算制をとっている。ADM アカデミーにおいては、

研修の対象が ADM 職員になるため研修実施時に研修費の徴収はないものの、IFEER について

は参加者から研修費を徴収し、その研修事業収入で組織の経費をまかなっている。また、機材

の燃料費や維持管理費についても研修事業収入からまかなっている。このような状況の下、過

去 3 年間にわたり黒字を保っているなど、組織の財務面の問題は確認されていない。また、IFP

についても研修による収入は ANP の予算に組み入れられる一方、その支出はすべて ANP の予

算でまかなわれており、IFP として財務面の問題は確認されていない。 

  一方、これまでの第三国研修実施においては、JICA の財政支援の下で行われていたケースが

多い。その点からもプロジェクト期間中、各実施機関がプロジェクト終了後にどのようなレベ

ルでの研修の実施を想定しているのかを把握し、またどの程度の金額であれば、各実施機関の

負担で研修を実施することが可能なのかを調査することが望まれる。また、対象アフリカ諸国

は研修に参加するための費用をすべて負担できないという可能性があるということを考えると、

南南協力推進のための研修を継続する場合には、研修規模は縮小するものと思われる。規模を

縮小せずに第三国研修を継続するためにも、本プロジェクト終了後、各実施機関が第三国研修

用の予算を確保するということが望まれる。また、授業料の設定など、対象アフリカ諸国から

研修費の一部を徴収する方法もあるが、各国の機関がどの程度支払うことができるかなど詳細

な調査を実施したうえで、料金設定する必要がある。なお、IFP による「荷役機械操作のため

のシミュレーター研修」については、主に民間のオペレーターが研修対象となるとなることか

ら、プロジェクト期間中の同研修において、研修に参加するアフリカ対象国の民間オペレータ

ーが研修参加費用を負担する方法を、日本人専門家の助言のもと検討する。 
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（4）技術面 

  各実施機関はこれまでに第三国研修を実施しているため、すでに第三国研修を実施するだけ

の能力を有している。さらに、本プロジェクトによって研修モジュールや教材をレビュー・改

訂し、教授方法の改善を通じて実施機関の研修能力を向上させることにより、各実施機関の能

力はより向上すると思われる。新たに習得した技術が、国内研修を通じ定着することが望まれ

る。 

  教授技術の定着には、研修テキストブック等の教材の改訂作業を実施機関と専門家が共同で

作業を行うことが重要である。実際に使用することにより不足内容をレビューし、教材等を修

正するというサイクルを繰り返すことにより、実施機関で必要とされる教材が作成されるので

ある。 

  本プロジェクトにより移転される新たな技術の継承に関して、ADM アカデミーの講師は、

ADM から派遣されるため、ADM への人員配置（ADM アカデミーへの派遣の解除）が行われ

れば、その研修技術を ADM アカデミー内に蓄積することは困難となってしまう。このような

状況に対し、研修を受けたトレーナーがプロジェクト終了後、技術を ADM アカデミーに定着、

普及させるための内部研修制度を構築することでその持続性の確保が望まれる。一方、IFEER

においては建機のメカニック及びテクニシャンが IFEER 専属職員のため、プロジェクトを通じ

て蓄積された技術や知識を部署内に普及することが可能である。IFP については IFP の常勤ス

タッフである講師が 7 名存在し、必要に応じて ANP の専門家が講師として研修に参画する形態

をとっているため、本プロジェクトにおいて IFP の常勤講師と ANP の専門家に技術や知識を移

転することにより持続性の確保を期待することができる。 
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１. 詳細計画策定調査協議議事録（ミニッツ） 
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議事録 1 

日時 2017 年 5 月 3 日（水）10：00～11：00 

訪問先 世界銀行（La Banque Mondiale）（以下、世銀） 

モロッコ国側出席者 M. Nabil Samir、Specialiste en transport, GTIDR- Transport et TIC、 

MENA – Afrique du Nord et Moyen-orient 

調査団側出席者 山田千晶（評価分析） 

～インタビュー内容～ 

 調査団側より、「アフリカ交通人材育成プロジェクト」の概要を Summary of the Project を使っ

て説明した。また、詳細計画策定調査の日程及び調査内容も説明した。その後、世銀に、｢実

施済み、あるいは実施中の｢道路・港湾プロジェクト（研修を含む）の有無｣について確認した

ところ、道路については 2007～2011 年に｢地方道路整備事業（2）｣を実施したことが確認され

た。同事業は、モロッコ政府実施プログラム（2005～2015 年）に附帯して実施されたプロジェ

クトである。港湾については、特に実施していないとのことであった。 

 ｢地方道路整備事業（2）｣の事業目的は、｢道路改善国家プログラム及び組織能力の強化による

地方に住む人々の道路へのアクセスの増加｣である。プロジェクトの実施前は、一部の地方道

路が明確に分類されておらず（Provincial road, Regional road あるいは Commune road 等）、道路

を維持管理する機関が明確に定められていなかったため、適切な道路維持管理がされていない

状況であった。そのため、新規に建設される道路も含め、地方道路の分類を行った。また、

Commune road を維持管理するコミュニティの組織強化等の活動も取り入れた。ただし、道路

維持管理に係るコンポーネントは含まれていない。 

 同事業は、国立道路研究所（National Center for Road Study and Research：CNER））へのシステ

ムに関する支援も行った（システムの名前を確認したがわからないとの回答があった）。CNER

は、地方局である DRET（Regional Office of the METLE (Direction Régionale de l’Equipement et des 

Transports）及び DPET（Provincial Office of the METLE）が収集した道路データを一括管理し

ている研究所である。地方局が定期的に道路点検を実施しており、そのデータに基づき、維持

管理計画が策定されている。地方分権であるため、道路工事や維持管理は、基本的には州事

務所の責任で行われている。 

世銀から、以下のような意見があった。 

 アフリカ諸国の能力向上に焦点を当てた本プロジェクトに期待している。世銀の他国事務所

（ギニアやマリ等（マリは対象国ではないと説明済み））に、JICA 新規プロジェクトの情報を

共有したいので、プロジェクトの活動が固まった時点で情報提供をしてほしい。 

 現時点で実施が決定されている道路・港湾に関するプロジェクトはない（財政支援を含め）。

ただし、道路に関しては、今後 Commune road の維持管理に関するプロジェクトが実施できれ

ばと考えている。簡易機材を活用した Community による道路維持管理を促進していきたい。す

でに省レベルには話を持ちかけているものの、実施に向けては DRET レベルで話を進めていく

必要がある。 

 地方道路以外に、都市交通にも興味をもっている。高速道路の建設支援や鉄道、トラムに関す

る支援の予定は検討していない。 

 

２．面談議事録 
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議事録 2 

日時 2017 年 5 月 4 日(木) 9：15～11：45 

訪問先 道路保守建設機械訓練所（L'institut de Formation aux Engins et à l'Entretien 

Routier：IFERR） 

モロッコ国側出席者 Mr. Hassan Moujahid、Director 

調査団側出席者 山田千晶（評価分析）、Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

 調査団側より、「アフリカ交通人材育成プロジェクト」詳細計画策定調査の日程や調査内容等

の説明を行った。現時点での Project Summary を共有し、来週にはコメントを提出してもらう

こととなった。 

 

＜現状調査＞ 

 IFEER は、設備・運輸・ロジスティックス・水省（METLE）の道路局の傘下であるものの、同

省からの財政的支援（予算配分）はない。ただし、IFEER の職員の給与は同省より支給されて

いる。また、各ドナーからの財政的支援もされていない。Financial balance sheet（過去 3 年分）

については、後日メールで共有してくれることとなった。 

 現在、IFEER が実施可能な講座は 18 講座である。｢道路維持管理｣講座の講師を道路局職員に

依頼している以外は、IFEER の講師が実施可能である。基本的には、講師は人事異動すること

はないため、講師の質は維持できている。新規に講師を雇用した場合は、内部研修を実施し、

講師の人材育成を行っている。現在は 13 名の講師（主講師：8 名、アシスタント講師：5 名）

がおり、1 名の講師が複数の講座を掛け持ちしている（詳細は後日メールで共有）。しかし、講

師の人数は不足している状態であり、現在 2 名の Mechanic と 2 名の Civil work technitian を募

集している。 

 講師（Mechanic 及び Technitian）に必要な資格は、高校卒業（Baccalauréat）及び Diplome（Training 

Institute で学ぶ 2 年間のコース）である。 

 2014 年に JICA の第三国研修が終了してからは、第三国研修は実施していない。2015～2017 年

は、主にモロッコ人を対象として研修を実施した。第三国研修及びモロッコ人対象の研修を実

施するうえでの課題・問題点は特にない。 

 各講座の受講対象（研修生に係る要件）については、講座により異なるため、カタログを参照

してほしい。 

 2015 年の受講者の割合は以下のとおり。 
 

受講者 人数 割合 

個人 156 名 71.6％ 

民間企業 11 名 5.0％ 

地方道路局 1 名 0.5％ 

METLE 道路局 50 名 22.9％ 

合計 218 名 100％ 
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 各講座の受講料は一定ではなく、講座内容及び受講人数により金額が代わる。 

 もし、講座の数を増やす場合は、大臣の承認が必要である。 

 IFEER の保有機材については、｢IFEER Brocure｣（JICA より共有済み）を参照してほしい。 

 

＜アフリカ交通人材育成プロジェクトについて＞ 

 研修対象国については、ニーズがあればどの国の研修者も受け入れたい。ガーナ等の英語圏か

らの研修者も通訳を付けることで受入可能であるが、仏語アフリカ圏の研修者とは別に研修を

実施したい。 

 研修機関は約 3 週間が適切と考え、1 講座は 15～20 人受講可能。講座の実施回数については、

2～3 回/年を考えている。 

 プロジェクトの活動の中に、IFEER が講座で使用しているマニュアルやガイドラインの改訂業

務を入れてほしい。また、カリキュラムの見直しも行いたい。 

 アフリカ諸国に講師を派遣し、研修を実施することは可能。特に、国も制限はしていない。 

 IFEER 対象の本邦研修では、①建機の操作法、②フォークリフトやモバイルクレーン等の管理、

③公共事業建機に関する機械電子、④研修の管理・計画について学びたい。 

 IFEER の能力強化希望分野は、①道路建設機器の点検・維持管理、②安全対策、③道路建設、

維持管理に関する機材のシミュレーション訓練、④道路建設工事現場の管理手法、⑤道路維持

管理手法、⑥トンネル及び橋梁の維持管理、が挙げられる。 

 供与機材については、来週の川原団員との打合せの際に、詳細を説明したいとのことであった

（現時点では、①フォークリフト等の操作シミュレーター、②Banc didactique de la mécatronic 

appliqué aux engins T.P、③75 トンのトラッククレーンの供与を希望）。供与機材は、モロッコ国

内で購入可能。①は、欧州社の Acres が候補に挙げられるが、日本製も検討したい。供与され

た機材の維持管理費用ついても、必要に応じて、年間予算に計上する予定。 

 IFERR は、JICA から送金されるプロジェクト費用管理のための口座を新規に開設することは

可能であるが、費用管理はプロジェクトにお願いしたい。 

 

＜来週の打合せで確認が必要な事項＞ 

 研修実施後に、研修受講者を対象にフォローアップ・モニタリングを実施しているのか。 

 2015～2016 年の研修実績 

 IFEER はマニュアルやガイドラインの改訂を希望しているが、マニュアルとガイドラインの現

在の課題・問題点。 

 本邦研修内容、及び IFEER の能力強化希望分野については、もう少し詳細に聞き取り調査を行

う必要があると考えており、川原団員とともに再確認を行いたい。 
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議事録 3 

日時 2017 年 5 月 5 日(金) 15：00～17：30 

訪問先 ADM アカデミー（Autoroutes du Maroc Academie） 

モロッコ国側出席者 Mr. Abdelkrim DERRADJI（Director）、Ms. Fadoua ACHANDAIR （Chef de 

service développement）、Mr. Nabil MEQUEDADE （Chef de service en charge 

de l’incubateur innovation au sein） 

調査団側出席者 高橋薫（協力企画）、山田千晶（評価分析）、Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

 調査団側より、「アフリカ交通人材育成プロジェクト」詳細計画策定調査の日程や調査内容等

の説明を行った。また、現時点での Project Summary を説明し、来週、ADM アカデミーがコメ

ントを提出することになった。 

 ADM アカデミーから、質問表の回答、2017 年研修スケジュール及び 2015～2016 年の研修実績

表を受領した。 

 

＜現状調査＞ 

 ADM（ADM アカデミーを含む）は、設備・運輸・ロジスティックス・水省（以下、METLE）

の道路局の傘下ではなく、大臣直結の Board of Directors の傘下にある。同 Board のメンバーは、

METLE の大臣、次官、評議会議長、経済財務省大臣、クウェート投資機関、ANP（DG）等で

ある。 

 ADM アカデミーは 2015 年に設立された ADM 直轄の研修機関である。よって、年度予算につ

いては、ADM に予算申請をし、ADM から配分される。アカデミーの職員の給与は、配分され

た予算からではなく、ADM から直接職員に支払われる。 

 ADM アカデミーの設立以降、ADM の技術職員を対象に研修を実施してきた（民間は対象とし

ていない）。主な研修所は、Kanitra にあり、その近くに研修生用の宿泊施設がある。 

 ADM アカデミーは、現在ドナーからの支援は受けていないものの、ADM はドナーの支援を受

けている。支援リストについては後日共有する。 

 ADM アカデミーには、専任講師はおらず、基本的には ADM の技術職員が講義を行っている。

ADM の中でも高速道路業務の経験が長く、高い知識・技術を持つ技術職員に講師を依頼して

いる。講師は、基本的に、高校卒業＋Engineering School の学歴を有している。Engineering School

は、大学の学部、及び設備運輸省の傘下にある State school に分けられる。今後も、専任講師を

配置する予定はない。高速道路管理者は、常に現場を経験する必要があり、現場の経験を更に

積みつつ、講師をするという方法が好ましい。 

 なお、年間の講師配置計画を策定しており、アカデミーの講師の不足や ADM の業務への支障

は生じていない。 

 将来的に、ADM アカデミーとして独立した組織になることをめざしている。 

 

＜アフリカ交通人材育成プロジェクトについて＞ 

 現在、ADM アカデミーが（アフリカ諸国に対し）実施可能な研修についてはリストにし、後

日共有する。研修の種類は、短いもので 2 日間、長いもので 40 日間である。また、各講座の



 

－128－ 

定員は 20 名が望ましい。 

 研修希望対象国としては、特に国交の深いブルキナファソ及びコートジボアールを挙げるが、

ニーズ次第で他の国においても研修の実施は可能である。二国を選んだ主な理由としては、ブ

ルキナファソについては、2016 年 8 月にブルキナファソ・インフラ省大臣が ADM を訪問し、

ブルキナファソへの高速道路研修を希望したこと、またコートジボアールについては、2014 年

にコートジボアールで実施された高速道路の運営管理に対し、助言を行うなどの協力関係があ

ることが挙げられる。 

 研修対象者は、官人材だけでなく、民間企業からの受入も可能である。 

 本邦研修では、①高速道路建設や維持管理（橋梁を含む）に関する技術（忍者テック技術も含

む）、②高速道路設計・施工監理（日本の基準や要領）について学びたい。 

 受講料については、講座や参加人数により異なる。 

 ADM アカデミーは、プロジェクトの経費等を扱うことに特に問題はない（ただし、プロジェ

クトが開始されたら、実質的には ADM が経費を取り扱うと思料）。 

 機材供与に関しては、ICT 遠隔研修に関する設備を希望する。また現在、高速道路点検では、

Permanent Inspection 及び Periodic Inspection を実施している。後者では、Special vehicle machine

を使用しているが、Detection meter がついた車両（路面点検車）の供与は可能か。調査団から

は、来週の打合せで議論したいと伝えた。 

 

議事録 4 

日時 2017 年 5 月 9 日(火) 9：00～11：30 ※施設見学を含む 

訪問先 Institut Supérieur d'Etudes Maritimes（ISEM） 

モロッコ国側出席者 Mr. Ahmed JALIL, Secrétaire Géneral & Directeur par Intérim 

Mr. Abdelhak NAGUIB, Directeur de la Formation Continue et de la 

Coopération 

Mr. Khalid EL HAD, Directeur des Etudes et de la Recherche 

Mr. Berni ALI, Professeur et Reponsable des Simulateurs de Navigation 

調査団側出席者 原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Ms. Meriem BOUKHARI（Program Officer, JICA モロッコ事務所） 

Mr. Othmane EDDAIRA（通訳） 

～インタビュー内容～ 

 調査団側より、「アフリカ交通人材育成プロジェクト」詳細計画策定調査の日程や調査内容等

の説明を行った。 

 ISEM より、以下のとおり説明があった。 

 

＜ISEM について＞ 

 ISEM は 1978 年に設立された商船員育成を行う機関であり、船員養成コースと、船員を対象と

した継続訓練コースを有している。船員養成コースは高卒者を対象とした第 1 サイクル（3 年

間）と、修士課程に相当する第 2 サイクル（2 年間）がある。継続訓練コースは Standards of 

Training、Certification and Watchkeeping for Seafarers（STCW）条約に基づく船員資格に対応した
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ものである。 

 船員養成コースの卒業生の約 10％は外国人である（2015～2016 年の第 1 サイクルの卒業生 41

名のうち 3 名、第 2 サイクルの卒業生 25 名のうち 3 名、計 66 名のうち 6 名が外国人）。外国

人は、モロッコ国際協力庁（AMCI）を通じて受け入れる外国人枠 4 名のほか、個別の協力協

定（セネガル、ベナン、コンゴ共和国など）により、仏語圏アフリカ諸国から受け入れている。

継続訓練については、ISEM の卒業生（モロッコ人及び外国人）のほか、JICA の協力に基づく

ジブチ人船員や、Bourbon 社から派遣されたコンゴ共和国やガボンからの船員を受け入れてい

る。 

 ISEM の Director は、METLE の Secretary General と、Ministry of Higher Education の 2 つの省庁

の指揮下にある。補助金は METLE から支給される。ISEM の事業内容については、ISEM が案

を作成し、METLE の検証を受ける。 

 ISEM には 28 名の専任教員（全員モロッコ人）と 20 名の非常勤講師がいる。 

 モロッコ政府の予算により、新しい操船シミュレーターを導入しているところである。 

 2016 年度の ISEM の予算は 2,789 万 MAD であり、そのうち 1,600 万 MAD がモロッコ政府から

の補助金（1,000 万 MAD が新たな投資、600 万 MAD が運営経費）で、残りが授業料収入や昨

年度からの繰越金である。 

 卒業生が船員としての職に就けることが ISEM としての重要な関心事である。教員の高齢化が

進んでおり、教員の世代交代が課題である。 

 

＜ISEM に対する過去の JICA の支援＞ 

 ISEM はこれまで 4 回にわたって JICA の支援を受けた。 

① 1996 年から 2000 年にかけて、3 名の日本人専門家がカリキュラムの再構築などを指導す

るとともに、コントロール室やシミュレーターなどの機材供与、8 名の教員の本邦研修な

どの支援を受けた。 

② 2000 年から 2005 年にかけて、13 カ国の仏語圏アフリカ諸国の研修生に対する研修（1 カ

月の研修を年 2 回、1 回当たり 20 名）を行った。研修生の募集は、ISEM から各国の海運

部局に直接コンタクトし、参加が確定してから AMCI に情報提供を行った。 

③ 2005 年から 2008 年にかけて、3 名のシニアボランティアが、①で再構築したカリキュラ

ムの実施状況を評価し、対応策について助言を行い、一部授業も行った。 

④ 2015 年、ジブチの 20 名の Coast Guard の船員に対して 6 カ月にわたって研修を行った。 

 

＜本プロジェクトに対する ISEM の参画の可能性＞ 

 調査団：本プロジェクトは、モロッコ研修機関の能力強化を通じた仏語圏アフリカ諸国におけ

る道路・港湾分野の人材育成を目的としているので、IFEER と IFP（港湾研修所）が主な実施

機関となっているが、ISEM が本プロジェクトへの参画を希望していると METLE から聞いて

いるので、ISEM の参画の可能性については今回の調査で議論することになっている。ISEM と

しては、どのような形での参画を考えているのか？ 

 ISEM：IFP はクレーンオペレーターなど港湾作業員レベルの研修を実施しているが、ISEM は

高等教育を担当しており、研修対象者のレベルが異なる。 
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 調査団：IFP は作業員レベルだけでなく、港湾管理者の幹部クラスに対して港湾管理運営の研

修も行っている。IFP は港湾関係者、ISEM は船員を対象にしていると理解している。 

 ISEM：ISEM も、港湾保安、海洋汚染防除、船舶航行管理など港湾に関する研修もできる。昨

日のキックオフミーティングでの JICA の資料で、実施機関として IFP や IFEER の名前がある

が、ISEM の名前がない。 

 調査団：本プロジェクトは、IFP と IFEER からの協力要請に基づいて採択されてものであるの

で、これらが実施機関になっている。プロジェクトが採択されたあとに、ISEM が関心を示し

ていると METLE から聞いたので、ISEM の参画の可能性は今回の調査で議論することになっ

ている。 

 ISEM：ISEM としては、JICA による以下の支援を希望する。①カサブランカにおいて 4 省庁が

連携した造船・船舶修理ドックを整備するプロジェクトがあり、船舶の維持・修理の技術者を

ISEM で養成することになっているので、日本において教員を対象にした研修を行ってもらい

たい。②アフリカにおける洋上石油開発に伴い、dynamic positioning （自動船位保持）の技術は

アフリカ諸国でニーズがある。これに関する研修は、現在のところイタリア、イギリス、フランス

などで行われているが、ISEM で研修ができるよう、日本において教員を対象にした研修を行っ

てもらいたい。③JICA のアンケートに回答した 12 の分野における第三国研修に対する支援。

ニーズがあるなら、12 分野以外でも対応する。 

 調査団：本プロジェクトでは、港湾分野については IFP が実施機関になっているので、IFP が

実施する第三国研修において、ISEM が補足的に関連する講義を行う形で参画することは考え

られるか？ 

 ISEM：IFP が実施する研修の中に ISEM が取り込まれるのではなく、IFP と ISEM が共同で研

修を実施（joint steering）するのであればよい。 

 調査団：今日の打合せで得た情報や ISEM の考え方は JICA に伝える。 

 

議事録 5 

日時 2017 年 5 月 9 日(火) 10 : 00～11 : 30 

訪問先 ADM アカデミー（Autoroutes du Maroc Academie） 

モロッコ国側出席者 Mr. Abdelkrim DERRADJI（Director）、Ms. Fadoua ACHANDAIR （Chef de 

service développement）、Mr. Nabil MEQUEDADE （Chef de service en charge 

de l’incubateur innovation au sein） 

調査団側出席者 川原俊太郎（道路人材育成）、高橋薫（協力企画） 

山田千晶（評価分析）、Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

調査団側より、第三国研修において ADM アカデミーとして重点的に取り組みたい分野について

意見を聴取した。 

 

＜モロッコの高速道路整備の方針と課題＞ 

 高速道路公社 ADM は、高速道路の計画、建設、維持、運営を担う組織であり、その下部組織

の ADM アカデミーは ADM のインハウス職員の研修、能力強化のために設置された新しい組
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織である。 

 現在 1,800km の高速道路が供用されているが、今後 15 年間で更に 3,600km の高速道路をその

ネットワークに追加していくことを目標に ADM は高速道路整備を推進している。 

 この延伸計画にチシカ山脈の長大トンネル（9,000 万ディルハム相当の事業費）等の大規模事

業を含むとともに、更に将来的にはジブラルタル海底道路トンネル、カサブランカ市内の高架

都市高速道路といった技術的に難度が高い事業を構想しており、日本の高い技術力の導入を図

りたいと考えている。同じ高速道路の建設・管理組織である（株）阪神高速道路とも交流を始

めたところである。 

 ADM はこれまで主にフランスの技術を活用してきた。フランスの技術は論理的で美しいもの

の、実用性において日本及びアメリカの技術のほうが優れていると思われるので、フランスと

日本、その他の技術を融合させて、モロッコの高速道路建設技術を進化させたい。そのような

思いもあるなかで、今回の第三国研修も、仏語圏アフリカ諸国への貢献のみならず、自らの技

術力の向上の場にも活用したい。 

 

＜ADM アカデミーの第三国研修向けプログラム作成の考え方＞ 

 ADM アカデミーとしては、第三国研修向けカリキュラムについて既存の ADM 内部人材向け

の次の 5 研修コースの講義科目を相手国側のニーズに応じて柔軟に組み合わせて構成したいと

考えている。こうしたことによって、相手国側のニーズに応じた研修が可能になると思われる。

① Exécutif Mini MBA - Manager 21 siècle option autoroute 

管理職層向けの 36 日コース研修で財務や経営に関する科目も含め高速道路と高速道路運

営組織の運営に関する研修を行うもの。 

② Cycle transversal - maîtrise du métier de l'autoroute 

監督的立場にある職員向けの 100 時間の e-learning と 10 日の授業のコースで、後半は高速

道路の交通安全と交通管理を含めた高速道路運営に関する研修を行うもの。 

③ CYCLE DE FORMATION “METIER DE LA MAINTENANCE” 

維持管理担当技術者（テクニシャン）向けの 15 日の座学に現場実習を加えた研修 

④ Management des grands projets d’infrastructure 

大規模インフラ整備事業のプロジェクトマネジメントを学ぶ 15 日間の研修 

International certificat である PMP が取得できる。 

⑤ Cursus Manager Coach - CMC 

管理職層に人材育成について行う 10 日の研修 

 あくまでも参考イメージとして作ったものだが、高速道路建設に関心を有しているブルキナフ

ァソに対しては、高速道路の建設～運営・維持管理に関わる 3 研修コース（①②③）をニーズ

に応じて再編した「高速道路建設・維持管理・運営研修」と④をベースとした「大規模インフ

ラの事業マネジメント能力向上研修」の 2 つの研修を用意することが考えられる。これらのコ

ースに適宜ニーズに応じて⑤のコースの内容や道路土工事技術に関する科目を入れ込んでい

くことが可能である。 

 （当方から「大規模インフラ事業のマネジメント能力向上研修」は一般の幹線道路の整備に関

わる技術者も研修生とすることは想定しているのかを聞いたところ）それも想定しており、高



 

－132－ 

速道路関係技術者以外の人材育成や道路構造物の点検補修技術に関する研修にも協力すると

のこと。 

 

＜ADM 及び ADM アカデミーとして自らの能力強化に関する考え方＞ 

 新たな技術協力を通じて、ADM 及び ADM アカデミーとしても自らの能力向上を図りたいと

考えており、日本人専門家の協力及び機材供与で次の 2 点について、新たな技術協力プロジェ

クトでの配慮をお願いしたい。 

 一点目は、e-learning のための施設（アカデミー内でのテレビ授業システム）とマンガ等のビジ

ュアルな資料も活用した教材作成である。二点目は道路維持管理技術向上のためのデータ解析

機器も備えた路面性状調査車両の提供である（注：車両の機能については、阪神高速道路会社

等から情報があり、よく認識している模様）。 

 道路点検に関して、（ADM あるいは ADM アカデミーのいずれかについては不明だが）点検ユ

ニットを新たに作り、点検手法と維持管理戦略の向上を図りたい。 

 なお、ADM は点検マニュアルを有しており（道路研究所が作成する国管理の一般道路向け点

検マニュアルとは内容が相当に異なる）、点検結果をフランスのコンサルタント Egis 社が作成

した統合維持管理システム（いわゆる Pavement Management System、Bridge Management System

を統合した大規模なシステム）に入力し、当該システムが優先修繕箇所を選定し、それに基づ

き修繕を行うというメンテナンスサイクルが確立されているが、日本の技術等も参考にサイク

ルの改善を検討したい。 

 調査団側より、「JICA の予算制約、機材供与はアフリカ諸国への研修に活用できる適正機材で

あるべきという制約、IFEER や CNER がもつあるいは要望している点検機器との重複を避ける

べき、という 3 つの制約がある。路面性状調査車はモロッコのようなハイレベルの維持管理を

行っている国での必要性は認めるものの、1 台 8,000 万円前後するので、アフリカ諸国が活用

するのは時期尚早であり、他の機関の機材ニーズもあるので予算面でもやりくりが難しい。

e-learning の研修教材づくりとこれまでに JICA が支援した実績がある IRI 計測機器（注：東京

大学開発のシステム）や weigh-in-motion タイプの軸重計（注：NEXCO 西日本子会社が開発し

たものがある）を支援する可能性があるが、3 つの制約を踏まえ何が妥当な協力なのかを継続

検討したい」旨を説明。 

 （先方より）予算制約についてはコストシェアリングということも可能。ADM は比較的予算

の融通は効く。路面性状の調査車両は CNER にローテクのものが 1 台あるだけで、機材の重複

にはならない。（これに対しては、調査団側より「技術協力では一般的に行っていない。アフ

リカ諸国向けの研修に活用すべきという条件のクリアーにはならない」旨を回答） 

 （先方より、残念そうな表情で）JICA 側の考えはわかった。ADH アカデミー側でも研修に必

要な点検機材という観点で優先度等の整理を行いたい。 

 

＜その他＞ 

 （調査団側からの質問に答える形で）ADM は環境社会配慮等にも尽力している。工事に伴い

樹木を伐採した際には、その何倍の植林を新たに行うというポリシーをもっている。また CO2

排出抑制という観点では、高速道路整備による CO2 排出増加分を植林と道路用地内緑化及び料
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金所等に設置する太陽光パネルによる発電等の CO2削減策を有している。 

ラバトよりカサブランカ方面に向かう高速道

路。路面状態は極めて良好。LED の可変道路情

報板も設置されている。 

線形、幅員構成もよいが、防護柵の設置されて

いる箇所、ない箇所が散在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ADM の庁舎 

ADM の庁舎。こ

こに ADM アカ

デミーもある。 

アカデミーの入り口 アカデミーの打合せスペース 
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ブルキナファソへの協力イメージプレゼン。例

えば、高速道路運営と大規模インフラ事業マネ

ジメントの講座を既存研修講座の組み換えで提

供できるとのこと。 

高速道路事業の工事記録パネル。アラビア語の

解説がある。図面類にもアラビア語表記が頻繁

に見られる。 

 

議事録 6 

日時 2017 年 5 月 9 日(火) 15：00～16：00 

訪問先 設備・運輸・ロジスティックス・水省（METLE）道路局 

モロッコ国側出席者 Mohamed AFECHKAR（道路局長）、Bejrhit Med（道路副局長）、Mohamaed 

Qachar（国立道路研究所：CNER）、Omar Essekelli（課長）、Hassan EL Moujahid

（道路保守建設機械訓練所（IFEER）長） 

調査団側出席者 川原俊太郎（道路人材育成）、高橋薫（協力企画）  

山田千晶（評価分析）、Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

調査団側より、METLE 道路局の対仏語圏アフリカ諸国の人材育成への協力方針、また本協力に

併せてモロッコの技術者の能力強化について期待する事項、またモロッコでの道路の維持管理の体

制、課題についての認識を聴取したい旨を依頼。 

 道路局長（30 分ほどで退席）及び次長より以下のとおり説明があった。 

 

＜対仏語圏アフリカ諸国の人材育成への協力に関して＞ 

 （当方より、IFEER が建設機械の操作・維持管理、路面の維持管理、ADM アカデミーが高速

道路の計画、建設、維持管理、大規模道路事業のプロジェクトマネジメントについて人材育成

をしていくというイメージをこれまでの調査の中で描いていると述べたところ）そのような前

提に自分（局長）も同意する。ただ、橋梁の維持管理がわが国（モロッコ）も含めて課題であ

り、それに対する人材育成に協力をしていきたい。舗装技術は経験の機会が多いので、いずれ

の国もある程度基本的なことは経験、理解しているが、橋梁については多様な橋種もあり、維

持管理ノウハウはいずれの国もなかなか蓄積が浅い。維持管理のみならず設計、建設の技術向

上も課題ではあるが、アフリカ諸国への協力という点では、まずは維持管理技術の支援という

ことになろう。 

 モロッコには、舗装、橋梁とも点検マニュアル及びデータベースは整備されており、点検もコ
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ンサルタントに外注（Regional Office が発注）し、要修繕箇所の抽出もデータベースを活用し

て実施しており、維持管理のマネジメントサイクルはほぼ確立されている。マニュアル類の改

善を日本の知見も活用して実施したい希望はあるが、道路、橋梁の維持管理の人材育成につい

て一定の協力を行うことは可能である。 

 （当方より、IFEER には橋梁技術者はいないと思われるが、研修講師の確保はどのように行う

のか問うたところ）道路局内に橋梁課（要確認）があり、そこに橋梁技術者がおり、データベ

ースも管理している。また道路局参加の国立道路研究所（CNER）には 4 名の橋梁技術者がお

り、彼らが講師になれるし、必要に応じて（何の科目かいまだ具体的イメージはないが）日本

人専門家に講師を依頼するなど、彼らに講師になるべく訓練をしてもらうことで対応が可能で

あろう。なお、CNER にあと 4 名の若手の橋梁技術者を採用する計画を有しており、橋梁技術

の向上には道路局としても力を入れる方針。 

 

＜その他モロッコ道路局の技術的な関心＞ 

 モロッコの橋梁はほとんどがコンクリート橋であるが、現地の条件に対応していろいろな橋種

を導入していくことが必要と考えている。特に、都市部では施工条件が厳しく、また短期間の

施工が求められるところもあり、日本のように鋼製橋梁の活用が必要と考えている。しかしな

がら、コンクリート橋以外はマーケットが小さいので技術が発達していないというのが現状。

こうした部分で日本の技術の導入、日本企業の参画に期待をもっている。 

 その他、技術としては地盤工学に関心を有している。地滑り（注：工学的に厳密な地滑りか否

かは不明）の対策が必要な事業が多くあり、高い関心を有している。地中海バイパス道路事業

には、確か日本工営に技術的な支援をしてもらった。 

 その他、トンネル、耐震技術等、日本の技術に対する関心は高い。今後とも、日本との協力関

係の維持、発展を期待している。 

 

＜道路の維持管理体制について＞ 

 本省の下に、12 の地方局（Regional Directorate）、更にその下に 55 の地方事務所（Provincial Office）

を有する 3 層の階層構造を有している。地方局には自治体も含めて技術的なサポートをする技

術センター（Technical Center for Study）があり、Road Unit と Bridge Unit がある。12 の同セン

ターのうち、10 には橋梁技術者が配置されている。 

 地方局は管内事務所の取りまとめも行っており、地方自治体管理の道路も含めた路面の点検業

務のコンサルタント発注も行っている。地方事務所は工事監督、経常維持、修繕等の事業実施

を担当している。 

 国道、Provincial Road は道路局及びその地方出先機関が管理を行い、Rural Road は地方自治体

が管理を行う。ただし、国道及び Provincial Road も都市域については、市（地方自治体）が管

理をすることになっている。なお、地方自治体は道路局とその出先機関に管轄道路の管理を委

任することができるが、この制度は災害等の緊急事態での復旧等に活用される。 

 （注：IFEER 所長の話では、地方自治体も道路や建設機械技術者を雇用しており、また地方自

治体に対する技術的なサポートを行うため、内務省も技術者を雇用しているとのこと。これら

内務省及び地方公共団体の技術者も IFEER で行われる研修に参加しているとのこと。） 
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＜アフリカ諸国へのアンケートの実施について＞ 

 アフリカ諸国へのニーズアンケートの実施については、道路局としても METLE 国際協力局に

他国の連絡窓口を聴取して調査団側に伝える（道路局担当職員は Mr. Omar Essekelli）。 

 

議事録 7 

日時 2017 年 5 月 9 日(火) 15：30～16：10 

訪問先 三井物産(株) カサブランカ事務所 

先方 湯川隆臣 副所長 

坂俊甫 プロジェクトマネージャー 

調査団側出席者 原田達夫（港湾人材育成/機材） 

～インタビュー内容～ 

 調査団：モロッコにおける三井物産の事業内容は？ 

 先方：電力プロジェクト（Safi の石炭火力 IPP や Taza の風力 IPP など）を主力としながら、ア

フリカ市場をめざしてモロッコの食糧・農業、自動車産業における事業に取り組んでいる。 

 調査団：2014 年の IFP の第三国研修「港湾運営管理」における三井物産の参画について、三井

物産としての評価や意義・メリットは何か？ 

 先方：三井物産はモロッコの港湾セクターに今のところ関与していないが、港湾インフラに注

目しており、子会社の PORTEK が第三国研修で講義を行った。このような講義がすぐに港湾ビ

ジネスに結びつくわけではないが、アフリカ諸国の港湾関係者に対して PORTEK の宣伝ができ

る貴重な機会であり、今後も似たような機会があれば参画したい。 

 調査団：2013～2015 年の第三国研修「港湾運営管理」では、3 年間で約 100 人の仏語圏アフリカ

諸国の研修生に研修が行われたが、この研修生の数は、インパクトとしてはどのようなものか？

 先方：モロッコでは人材育成がキーであると考えており、人数的にインパクトがあるかどうか

という観点より、一石を投じることにより、段階的に波及効果を呼ぶことを期待している。

PORTEK も港湾分野の人材育成は重要と考えており、ターミナル運営に参画しているアルジェ

リアにおいて、港湾分野の研修センターを整備する計画がある。PORTEK は、アフリカではア

ルジェリアの他にガボンの港湾運営に関わるとともに、ルワンダで Dry Port を運営している。

 調査団：モロッコでの港湾運営はどのように行われているか？ 

 先方：コンテナと自動車の取扱いについては、国営企業である Marsa Maroc と民間企業である

Somaport にそれぞれターミナル運営をさせて競争を促している。穀物ターミナルの運営につい

ても、国営企業 1 社と民間企業 1 社を競わせている。リン鉱石のターミナル運営はリン鉱石公

社（OCP）が行っている。Marsa Maroc のターミナル運営の効率性は、リーズナブルであると

見られている。 

 調査団：モロッコでは精力的に港湾開発が行われているが、どのように見ているか？ 

 先方：Nador West 港については、国内の安定のために、地域開発という観点で港湾開発が行わ

れており、石炭火力発電所が立地する可能性がある。一方、Kenitra Atlantic 港は、Tanger-Med

港でルノーの立地に成功した経験をもとに、プジョー・シトロエンが立地することになってお

り、中東向けの自動車組み立て工場（年間 19 万台の能力）が 2019 年に操業開始する見込みで

ある。Kenitra Atlantic 港自体の開発は自動車組み立て工場の整備より遅れているが、当面は、
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Tanger-Med などを経由するルートで出荷される見込みである。モロッコの産業省は 2020 年ま

でにモロッコ全体で 100 万台の自動車生産を目標に掲げており、既存生産能力（Tanger-Med で

年間 40 万台、カサブランカの Somaca で年間 9 万台）と Kenitra で整備される工場（年間 19 万

台）のほかにも、自動車工場立地をめざしている。 

 

議事録 8 

日時 2017 年 5 月 9 日(火) 16：30～18：00 

訪問先 Centre National d'Etudes et de Recherches Routières : CNER（国立道路研究

所） 

モロッコ国側出席者 Mohamad Qachar（CNER ダイレクター） 

他出席者は、出席者リストを参照 

調査団側出席者 高橋薫（協力企画）、川原俊太郎（道路人材育成）、山田千晶（評価分析）、

Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

＜CNER の概要＞ 

 設備運輸・ロジスティックス・水省（METLE）道路局傘下には、ある 7 部署 1 研究所のうちの

1 研究所があり、CNER はその研究所である。1979 年に設立され、1996 年に通称 SEGAM（セ

グマ）といわれる独立行政法人（Autonomous state owned company）（給与のみ国費で支弁する

が、活動経費は事業収入から充当する独立行政法人）となった。 

 主な活動は、①道路状況調査、②道路マネジメントシステム（BMS）によるデータ管理、②道

路調査及び研究、④道路関係機関支援（道路技術書の提供等）であり、政府（道路局）に対し

ては調査研究面の支援を行い、民間企業及び地方自治体へは有償サービス（材料試験等）を実

施している。 

 現在、CNER は 3 つの課①道路状況調査課、②研究調査課（Laboratory を含む）、③道路データ

及び BMS 課、から成る。職員数は 63 名であり、約半分は女性職員である。またマネージャー

クラスの職員は 16 名おり、4 名が女性である。 

 CNER は、民間会社から業務（材料試験等）の委託を受けるとともに技術図書類の提供・普及

活動を行い、METLE の地方局及び地方自治体からは橋梁点検等の業務を受注している。橋梁

点検ユニット（上記のどの課に属するかは確認できず）には、2 名のエンジニアと 2 名のテク

ニシャンが所属している。エンジニア 1 名、テクニシャン 1 名で１チームを作り点検実務を行

っている。2017 年は、すでに 4 州から橋梁点検の業務を受注し、952 の橋梁の点検を実施した

ものの、モロッコ国内には 57 の州があるため、全州の橋梁点検を実施するには多大な時間を

要する。 

 橋梁技術者はここ 2、3 年で 2 名が引退したので、その補充のため若手技術者を採用したので、

日本との技術協力の中で教育ができることを希望している。 

 CNER は、橋梁に関するデータを橋梁マネジメントシステム（BMS）で管理しているが、今の

ところ、BMS に関する問題は確認されていない。BMS は CNER 内のコンピューター技術者と

橋梁技術者が共同で開発したものであり、それほど大きなソフトウェアではない。 

 交通事故が発生した場合は、交通警察から CNER に｢事故レポート｣が提出され、事故情報が
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CNER の統計システムに入力される。CNER はこれらをまとめ、事故の傾向分析をした Recuieil 

des Statistiques des Accidents Corporels de la Circulation Routiiere 2013（道路局）等のレポートの作

成を支援している。  

 また、道路設計、計画の基礎となる統計データ（交通量や通行車両の軸重等）の計測、蓄積と

分析も業務としている。道路局編集の Trafic Routier 2013 の作成を支援した。 

 CNER は職員の能力向上にも力を入れており、フランスの Centre d’études et d’expertise sur les 

risques, l’environnement, la mobilité et l’aménagement（CEREMA）が開催したワークショップに職

員 2 名が参加するなど、さまざまな研修に参加をしている。将来的にはこうした研究所や大学

院に職員を留学させたい意向である。 

 橋梁の耐震対策についても、高い関心をもっている。日本の先端技術には関心があるものの、

最先端というよりはリーズナブルな価格で習得・実施可能なモロッコにとって妥当なレベルの

適正な技術により関心をもっている。 

 また、最近、“Info-road 政策”の一環として、“My Road”という名のネット上に公開された道

路交通情報提供システムによる通行止め、道路工事規制等の情報を提供する仕組みの運用を始

めた。 

 

＜CNER の機材供与への期待＞ 

 路面性状調査車両が機材供与されるなら非常に有り難いのである。現在、ラフネス、ひび割れ

率等の指標はそれぞれ別の車両で測定しており、しかも個々の性能は低い。例えば、ラフネス

（IRI）の測定車両は時速 6 km でしか走行できず、非常に効率が悪いにも関わらず、購入費は

1,000 万ディルハムもする。我々は多様な技術の導入のため、路面性状の測定機器も、フラン

ス製、ドイツ製、米国製等いろいろな国のシステムを活用している状況である。 

 （当方より、機材供与は仏語圏アフリカ諸国の人材育成に寄与する可能性がある場合にのみ行

うので、一般に考えると、1 億円近いハイテク製品を供与機材とすることには多くのハードル

がある旨を伝えたところ）人材育成のほうが重要と考えているので、機材供与のことも含めて、

可能な範囲での支援をお願いしたいとのこと。 

 

＜その他プロジェクトに関する事項＞ 

 ADM アカデミーの研修の講師を務めたことはないが、IFEER ではすでに講師を務めた経験が

ある。その研修内容は、事故管理（システム）、道路情報、交通システム等である。CNER の

技術者が IFEER で研修講師を務めた場合、CNER はセグマなので、IFEER から講師料をもらう

のが原則だが、道路局やその傘下である地方組織の職員が参加する場合には無料で講義を行う

こともある。 

 プロジェクトへの参画を通じ、橋梁点検能力を向上させたい。現在は、橋梁の目視調査しか実

施できておらず、またその調査方法も適切かどうかわからない。研修を通じて、信頼性の高い

調査方法や機材（点検等の）の適切な使用方法について学びたい。 

 現在、CNER が管理するデータは一本化されておらず（例えば BMS、PMS は stand alone のデ

ータベースで相互に接続はされていない）、データを紛失することがある。CNER の情報が一

本化できる情報システムを構築したい。 
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• 近年、定年退職者が多く、CNER には経験の浅い若手の技術職員が増えている。ただ、ハッサ

ニア技術大学校等を卒業した優秀な職員も多く、プロジェクト開始時には、受講生（日本人専

門家実施の研修の）であった職員が、3 年後のプロジェクト終了時には、研修を実施できる講

師に成長しているものと期待している。 

CNER の庁舎 路面の凹凸度を測定するプロファイラーとそれ

をけん引する車両 

  

CNER の保有機材 車両の左側に車線区画線の状態を計測する機器

を付けている。計測の意義は不明 

舗装厚を測定する米国製の地中レーダー 路面クラックの撮影（計測）機材の解説 
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路面のクラック計測車両 クラック計測車両に設置されているカメラ 

ドイツ製レーザープロファイラーを積載した路

面の凹凸計測用車両。解析室もセットされてい

るが、日本の路面性状調査車両のように凹凸、

ひび割れ率、その他の計測を 1 台でできる機材

の供与を希望している。なお、この車両は計測

時には時速 6 km でしか走行できない（日本の車

両は時速 60 km で計測可能）。 

ラバト市内の幹線道路（左は王宮の城壁）。路面

の状態は非常に良好。ポッドホール及びその補

修痕跡もほとんど見られない（細街路に入ると

ポッドホールもあるが）。区画線も明瞭であり全

般に舗装打設が新しいように見える。舗装が若

干波打っているところもあるが、それは変形で

はなく、施工精度の低い舗装業者の施工のため

であろう。 

 

議事録 9 

日時 2017 年 5 月 10 日(水) 10：00～13：00 

訪問先 道路保守建設機械訓練所（L'institut de Formation aux Engins et à l'Entretien 

Routier：IFEER） 

モロッコ国側 

出席者 

Mr. Hassan Moujahid（Director） 

調査団側出席者 川原俊太郎（道路人材育成）、Meriem Boukhari（業務調整）、 

山田千晶（評価分析）、Hamid Faska（通訳） 

JICA モロッコ事務所 原澤竜馬（インフラ担当） 
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～インタビュー内容～ 

• IFEER の概要については、5 月 4 日の議事録に記載しているため、省略する。 

•  

＜IFEER が重視する研修分野について＞ 

• IFEER が実施可能な研修については、以下の 4 分野に分類される。アフリカ対象国に実施した

い分野順に記載する。IFEER として 1、2 の優先度が高いのは内部で講師が確保可能であるこ

とが一つの要素。この 2 分野の研修であれば、初年度からの実施も十分に可能。 

順位 分野名 研修内容 

1 Driving and operation of 

machinery 

Bulldozer, Grader, Hydric shovel  

2 Machinery mechanic Diesel Engine, Transmission, Electricity 

3 
Road maintenance Routine maintenance, Laboratory testing, Road 

safety, Traffic management  

4 Maintenance and management Equipment, Warehouse, Machinery  

• 調査団は、道路局及び CNER より、プロジェクト活動として、日本人専門家による橋梁維持管

理研修の実施の要請があった旨を説明し、IFEER にて同研修の実施可否を確認したところ、

Hassan 氏からは「道路局長が言っていたように、日本人専門家が CNER 等の若手技術者が講師

をできるように指導することを前提に実施可能である。ADM アカデミーと IFFER のいずれが

担うべきなのかについては、互いに協議して決めればよい」の回答があった。 

• Laboratory testing（材料試験）の研修については、Laboratorie Public D’essais Et D’etudes（国立

材料試験所：LPEE）に講師をお願いすることが可能である。CNER にも材料試験所はあるもの

の、IFEER の研修講師としては LPEE 職員のほうが適任である。 

 

＜供与機材等の希望＞ 

• プロジェクトに希望する供与機材は以下のとおり。 

順位 機材名 備考 

1 建設機械操作訓練シ

ミュレーター（ソフ

トウェアを含む） 

モロッコ国内において、欧州製も購入可能だが、ぜひ日本製

KOMATSU を検討してほしい（KOMATSU が製作しているか

否かは不明。カサブランカに KOMATSU 支社がある）。シュ

  ミレーターは主要な建設機械の操作訓練が可能なものが約

100 万ディルハムで購入可能であり、天候にかかわらず訓練

ができるため、効率と質の向上につながる。シュミレーター

活用に係る研修生のニーズは強く、今後職業訓練所（注：中

国からの機材の供与が多いとのこと）や民間等が実施する研

修等に参加者が流れないようにするためには、新規にシミュ

レーターを調達したい。 

2 エンジンテスター 

 

1995 年に供与された。油圧テスターについては、今後も使用

可能であるものの、エンジンテスターについては老朽化して
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  おり、新規に調達したい。1 機の値段は、約 100 万ディルハ

ム（約 1,150 万円）である。 

3 トラッククレーン

（75 トン） 

新規に調達したい理由は、職業訓練所や民間等が実施する研

修と差別化を図るためである。 

 

＜研修生の選定、各国へのコンタクトについて＞ 

• 過去のプロジェクトでは、どのようにアフリカ対象諸国に募集をかけていたかについて調査団が

確認をしたところ、実施機関である IFEER が General Information（GI）を作成し、METLE の道

路局/国際協力部を経由し、モロッコ国際協力庁（AMCI）に送付されるとの説明があった。AMCI

から、アフリカ対象諸国の外務省に送付され、外務省から適切な省庁に送付される。道路保守管

理フェーズ 4 では、GI と一緒に IFEER のカタログも送付した。また、通常、GI を METLE に送

付してから、研修員が確定するまでに、約 3 カ月かかるとのことであった。ただし、上述の外交

ルートだけでなく、IFEER は研修員を派遣する機関（例えば、相手国のインフラ関係省の道路局、

機械センター等）に直接連絡し、事前に研修についての募集を行うこともあった。応募は最終的

には正式ルートに乗せることが必要であるが、正式ルートは 3 カ月程の期間を要するため、非公

式ルート（2 週間ほどを要する）で事前の候補者の詮索をしていたということ。 

• プロジェクトの活動を通じ、教材のデザインの更新（写真を挿入したり、イラストレーターで

読みやすくしたりする）を行いたい。どの研修教材に改善が必要かは特定していないが、全般

について日本人のフレッシュな目で見て、助言がほしい。 

 

＜これまでの研修内容の改善手法＞ 

• IFEER では、研修が終了する際、研修員に対し研修アンケートを実施した。また、研修員が講

師を評価するアンケートも実施した。これらのアンケート結果を基に研修内容を改善してき

た。また、2010 年に実施した事後評価では（注：JICA 資料によれば、IEFFR を対象とした機

材更新計画の事後評価であり、第三国研修に関する事後評価ではない可能性があるので要確

認）、IFEER に対し、提言等も打ち出された。また、IFEER も、プロジェクト終了から 3 年後

に、電話インタビューや質問票、講師をアフリカ諸国に派遣する等、第三国研修のレビューを

実施した。 

• 道路保守管理フェーズ 1～4 を 1994 年から実施してきたが、各フェーズで確認されたレビュー

内容（課題やその解決策、提案等を研修期間中に実施）は、必ず次のフェーズの研修に活用す

ることにしている（例えば、フェーズ 1 のレビュー内容をフェーズ 2 に活用）。 

 

＜その他＞ 

• 建設機械の民間保有が進捗するに従い、民間技術者の研修参加が増えている。研修の受講生も

講座により異なるものの、機器操作研修では研修生の 50％弱が民間セクター出身で、残りが

METLE、内務自治省、地方自治体の職員となっている。 

• 建設機械類の維持管理状態は良好である。IFEER は研修施設であり、実際の建設工事を行って

いないので、建設機械の修理はほとんど必要ないため機器の損耗度合いはかなり低い。 
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IFEER の庁舎 IFEER の研修生宿泊棟 

IFEER 庁舎の中庭 講義室 

 

宿泊棟側にある教室（写真の男性は所長） 宿泊棟側にある講義室 
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IFEER 庁舎内にある建設機械を図示したパネル 研修の様子。研修生（地方自治体の若手のエン

ジニア、操作員）にグレーダーの説明を行って

いる。 

 

研修用の建機が並ぶ。この倉庫の奥には、操作

訓練（土木工事）を行う実習フィールドがある。

コマツの建機が多い。 

講師を務めるオペレーターたち。安全具の装着

等には注意を払っていることがうかがえた。 

建機整備の実習を行うワークショップ エンジンの機能を示すモックアップ 
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排気ガス、駆動力その他の計測によりエンジン

の状態を測定するエンジンテスター 

エンジンテスターの測定室。エンジンテスター

を電子制御系の診断もできる新型のものに更新

すべく機材供与を希望している。 

油圧系の診断を行う油圧テスター。無償資金協

力供与機材（マルマ製） 

スペア―パーツ等の生産を行うための旋盤。機

器が開いており、今は旋盤の機能説明に使われ

ているように見える。 

 

トランスミッション類の診断実習スペース 7 トントラッククレーン（タダノ製）。これを 75

トンに更新するための機材供与を希望 
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スペアーパーツ類の保管庫① スペアーパーツ類の保管庫② 

材料試験棟の土質試験関係機器（左は粒度分布

計測用のふるい。真ん中は一軸圧縮試験機 

土質試験機器（液性限界の測定機器）。他にアス

ファルトの材料試験機器（マーシャル試験器や

物性試験の機材）もある。 

セメントコンクリ―の試験器。手前は強度測定

用の圧縮試験器、奥にはスランプ試験器等もあ

った。 

宿泊棟内の食堂 
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宿泊棟に付属する食堂の屋外スペース。研修生

が休憩、談話をしている。 

 

 

議事録 10 

日時 
2017 年 5 月 10 日(水) 10：00～12：30（現地視察）、 

14：30～18：30（打合せ） 

訪問先 Institut de Formation Portuaire (IFP) 

モロッコ国側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI, Directeur 

Ms. Hasna MADIH, Chef de Division Ingénierie de Formation 

Ms. Imane MERJANE, Chef de Service Corps Formateurs 

Mr. Omar SIFER, Chef de Service Multimedia 

Mr. Mohamed CHAFIK, Chef de Service Etudes et Programmation  

Ms. Rahibe HASSNAA, Chef de Service Pertenariat et Projets Internationaux  

調査団側出席者 影山正（総括）※ 現地視察のみ、高橋薫（協力企画） 

原田達夫（港湾人材育成/機材）、Mr. Othmane EDDAIRA（通訳） 

～インタビュー内容～ 

（網掛けは調査団側の発言。それ以外は IFP の発言） 

 

1. データ・情報収集 

• IFP の組織体制：提供した組織図のとおり。全体で 25 名のうち常勤のトレーナーが 7 名で、残

り 18 名は幹部・総務・機械部門など。 

• IFP の予算：2017 年の支出は 1,900 万 MAD（給与、機械の維持管理費、機械の減価償却費など）

で、すべて Agence Nationale des Ports（ANP）の予算である。研修による収入が 700 万 MAD あ

るが、これも ANP の予算に入る。 

• IFP に対する他ドナーの資金及び技術協力：ベルギーによる ANP に対する技術協力プロジェク

トが 2016～2017 年 6 月にかけて実施されており、ANP 幹部がベルギーで研修を受けたり、ANP

や港湾関係者を対象としたセミナーを IFP において開催している。 

• IFP の研修実績：実施した研修コースと研修生のデータは次回打合せ（5 月 11 日）で提供する。

7 名の常勤トレーナーのプロフィールは提供した資料“Formateurs et instructeurs de l’IFP”のと

おり。研修教材は著作権の関係で提供できないが、次回打合せ（5 月 11 日）で見せることは可
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能。 

 

2. 議論 

（1）前回の第三国研修「港湾運営管理」について 

• 研修の結果を評価したレポートを提供する。研修生の派遣国の政府からの反応は特に届いてい

ない。 

• 同研修は、対象国の港湾機関の幹部を対象として全般的な研修を実施することにより、研修生

が帰国してから部下を派遣してくることを期待していた。 

• 研修の実施にあたっては、研修生の招待、ロジ、JICA との調整などが大変であった。また、研

修生のバックグラウンドが異なっていたので、すべての研修生に研修内容を理解してもらうこ

とが困難であった。 

• 同研修とは別であるが、スーダンやコンゴ共和国から石油ターミナルの安全管理の研修の要請

があったので、モハメディア港の石油ターミナルの経験を基に研修モジュールを作成した。特

に絞り込んだテーマの研修の場合には、IFP・研修対象者・専門家による委員会を設けて研修

モジュールについて検討を行っている。ドライポートについては IFP として研修を実施した実

績はないが、ベルギーの支援によりモロッコや APEC Antwerp/Flandars Port Training Center で講

義を受けており、研修モジュールを作成することが必要である。 

• PORTEK による講義については、特に研修生からの反応に関する記録はない。基本的に研修生

は１週間ごとに感想は書くことになっており、個別の講義について感想を書くことにはなって

ない。 

• 研修対象国 10 カ国は、仏語圏アフリカ諸国の中から、①IFP がすでに協力協定などを結んでい

る 6 カ国（カメルーン、コンゴ共和国、コートジボワール、ガボン、モーリタニア、セネガル）

に加えて、JICA 事務所が存在することなどを理由にベナン、赤道ギニア、ギニア、トーゴが加

えられ、最終的に IFP、モロッコ国際協力庁（AMCI）、JICA が 10 カ国を決めた。 

• 研修生の募集方法は、IFP が研修概要を AMCI に送付し、AMCI→在外モロッコ大使館→関係

省庁→関係機関という流れで連絡した。コートジボワールのように第 1 回、第 2 回に参加しな

かった国もあるが、3 年間の間にはすべての対象国から研修生が参加した。 

 

（2）今後の IFP の研修方針（重点的な研修科目、対象国） 

• JICA の支援による第三国研修「港湾運営管理」は、なるべく多くの国を対象とするために全般

的な内容であったが、今後は①全般的な内容の研修（ドライポートなど、ニーズに応じて内容

に改良を加える）、②シミュレーターを用いた研修（他国にはないものであり、IFP の強みであ

る）の二本建てにしたい。 

 

（3）仏語圏アフリカ諸国の人材育成ニーズ 

• 前回の JICA の支援による第三国研修に先立って、コンゴ共和国とベナンでニーズ調査を実施

した。報告書（日本語バージョン）は JICA 事務所にある。それ以降、ニーズ調査は行ってい

ない。 

• （調査団が作成した仏語圏アフリカ諸国の港湾分野の人材育成ニーズ調査のための質問票
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（案）を調査団が説明）。IFP の意見に基づいて質問票（案）を修正し、次回打合せ（5 月 11

日）に持参する。 

• 質問票を送付する対象国は、前回の JICA の支援による第三国研修の対象国 10 カ国から、フラ

ンス語に課題がある赤道ギニアを除き、ジブチとマダガスカルを加える。IFP としては繋がり

が強いチュニジアを加えたい。本プロジェクトは基本的に仏語圏サブサハラ諸国を対象と考え

ているが、チュニジアを加えることが可能かどうか、JICA 事務所で検討する。 

• 質問票は JICA から送付してもらいたい。各国のコンタクト先の情報は IFP が次回打合せ（5

月 11 日）にて提供する。 

 

（4）アフリカ交通人材育成プロジェクト（港湾セクター）の内容と実施体制 

• 対象国：今回人材育成ニーズ調査のために質問票を送付する国。 

• 選考プロセス：前回の第三国研修と同様、IFP が研修概要を AMCI に送付し、AMCI→在外モ

ロッコ大使館→関係省庁→関係機関という流れで連絡する。対象国からの応募を、IFP・JICA・

AMCI・METL による委員会で検討し、選定した応募者について、参加の意思確認とともに招

待状を送る。 

• 研修コース（テーマ、回数、人数） 

① 港湾運営管理：3 年間で全 5 回、1 カ月/回、20 人/回 

② シミュレーターによる荷役機械オペレーション研修：3 年間で全 9 回、10 日/回、6 人/回 

• 日本側の投入 

① 日本人専門家：第三国研修について、カリキュラムや実施方法の改善について支援しても

らいたい。 

② 本邦研修：モロッコ人専門家を日本とモロッコで研修してもらいたい。研修内容について

は JICA に返送したアンケートに記載している。 

③ 機材供与：簡易シミュレーター2 機を希望。コストは 2 機で約 200 万ドル。スペックなど

を記載した資料と、供給できる会社のリストは後日提供する。現在のシミュレーターだけ

でも 6 名の研修生に対応することは可能であるが（1 名がシミュレーターで演習している

間、残り 5 名は Debriefing Room で研修）、さらに 2 機の簡易シミュレーターがあると 6 名

の研修を効率的に実施することができる。 

• 資金管理・研修ロジ 

IFP：前回の第三国研修において、資金管理と研修ロジ（航空券の手配、移動、保険、空港送

迎、セレモニーなど）が IFP スタッフにとって大変な負担になっていた。今回はこの部分は日

本人専門家に担当してもらえると考えており、IFP は資金管理・研修ロジにはタッチせず、研

修の実施部分に注力したい。もしも前回と同様に IFP が資金管理と研修ロジを実施するのであ

れば、日本人専門家の役割を明確にするとともに、IFP スタッフの手当てをプロジェクトで支

払ってもらいたい。 

調査団：プロジェクトの予算は、IFP スタッフの給与には使えないが、超過勤務手当に充当す

ることは可能。また、プロジェクトの予算でモロッコ人のアシスタントを雇って、IFP スタッ

フの指導の下に、資金管理と研修ロジを担当させる方法はどうか？ 

IFP：アシスタントを雇ってもすぐには戦力にはならない。また、アシスタントは 1 名では足
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りない。 

調査団：仏語圏アフリカ水産人材育成プロジェクトのように、日本人専門家が資金管理を行う

ことは可能ではある。別の選択肢としては、JICA が IFP に研修の実施を発注するパターンもあ

る。 

IFP：JICA が IFP に研修の実施を発注するパターンだと、JICA－IFP が雇用関係になり、もは

や三角協力とはいえなくなる。仏語圏アフリカ水産人材育成プロジェクトの事例が望ましい。

• 日本企業の参画の可能性：日本企業に、事業内容や日本の仕事の進め方を講義してもらえるの

は意義がある。 

• ISEM の参画の可能性：IFP は港湾分野の研修を実施してるが、ISEM は海運分野の高等教育で

あって活動内容が異なる。本プロジェクトに参画することはありうるが、IFP とは別の活動に

なる。 

 

（5）その他 

• ミニッツには IFP が属する ANP の Director の署名が必要。IFEER や ADM の Director の署名も

同時に必要になるであろう。 

 

3. 荷役シミュレーターの視察 

• 現在のシミュレーターは 2009 年に導入されたものであり、コストは約 500 万ドル（資金は ANP

の予算）。通常 6 名で研修を実施（1 名がシミュレーターを使っている間、残る 5 名は Debriefing 

Room で学習）。IFP 内ではシミュレーターによる研修しか行わないが、研修生の出身港に出向

いて実機を使った研修を行うこともある。 

• 既存のシミュレーターに加えて、簡易シミュレーターを設置したい。簡易シミュレーターは既

存のシミュレーターとの互換性は必要ない。簡易シミュレーターを設置する部屋は確保してい

る。簡易シミュレーターの調達は、モロッコの法律に基づき競争入札で行う。 

 

4. カサブランカ港の視察 

• 5 カ国の Sovereign Fund による WISSAL によって、大規模な再開発プロジェクトを実施中（漁

港区と造船ヤードの移転、ANP ほか港湾関係機関の合同庁舎、クルーズ専用バースの整備な

ど）。 

• 港湾のマスタープランは ANP が作成して METL を含む Inter-ministerial Commission により

Validate される。 

• Marsa Maroc のコンテナターミナルのガントリークレーンの荷役効率は 27～28 BOX/時間であ

るのに対し、SOMAPORT のコンテナターミナルでは 24～25 BOX/時間。 
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IFP（正面） IFP（荷役機械操作訓練シミュレーター棟） 

IFP（荷役機械操作訓練シミュレーター） IFP（訓練生席） 

IFP（訓練生席からの見たスクリーン） IFP（トレーナー席） 

  
IFP（追加の簡易シミュレーターを設置する予定

の部屋） 

カサブランカ港 
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議事録 11 

日時 2017 年 5 月 11 日(木) 10：00～11：15 

訪問先 アフリカ開発銀行（African Development Bank : AfDB） 

アフリカ開発銀行側

出席者 

Mr. PIERRE MORE NDONG（Transport Engineer：交通セクター） 

調査団側出席者 川原俊太郎（道路人材育成）、原田達夫（港湾人材育成/機材） 

山田千晶（評価分析）、Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

AfDB モロッコ事務所の交通セクター担当官の Pierre氏と道路、港湾の運営維持管理関係の AfDB

支援プロジェクトに関する情報収集及び当該分野に係る仏語圏アフリカ諸国の課題に認識につい

て情報交換を行った。なお、Pierre 氏はガボン政府機関のエンジニアを経て、AfDB 本部で交通セ

クターを担当し 2012 年よりモロッコ事務所に在勤している。 

 

＜モロッコでの交通セクター主要事業＞ 

• 2012 年以降、AfDB が支援している交通分野の事業としては、高速道路整備事業、北港整備、

AMP 事業の調査、モロッコ国鉄線改修、マラケッシュ・メナラ国際空港整備等がある。残念

ながら、道路維持管理については後述する世界銀行（世銀）の支援事業があることは承知して

いるが、AfDB としては新規建設と大規模修繕事業がメインであり、あまり多くの支援はない。

大規模な資金動員が必要な新設、改修、大規模修繕はドナーが支援するが、その道路維持管理

は被援助国側の責任というのがドナーの基本認識。 

 

＜道路維持管理への支援＞ 

• Pierre 氏曰く、アフリカの多くの国の道路事業を担当し、また現場も見てきたが、道路の維持

管理は惨憺たる状況である。メインテナンスが全くなされていないという国すらある。人材、

資金、機器等全般に問題を有している。 

• 世銀と AfDB は分担、協力してアフリカ諸国の道路維持管理データベース及び維持管理業務の

プロセス構築等の広義のシステム構築支援を 1993～2017 年にかけて実施した。カメルール、

ガボン、ベナン、ブルンジ、コモロ等を支援したが、そのなかで AfDB はブルンジ、コモロを

担当したと思われる。ただ、結果としては惨憺たるもので、コンピューターとソフトウエアは

供与したが、点検データが空っぽという状態だ。道路管理組織の誰も、システムの管理をして

おらず、点検もなされなかった。事実上、システムは崩壊しているといっていい。 

• 点検とデータの管理も重要だが、やはり地方部で実際に維持管理の仕事を担う業者が育成され

ないといけない。 

 

＜事業の実施体制、企業と政府機関の役割分担＞ 

• 仏語圏アフリカ諸国のインフラ整備、維持管理の問題としては大きく二つあり、一つは地元企

業の能力が低いこと、二つ目は高コスト構造であることがあげられる。大規模 ODA 事業の建

設は能力ある外国企業が受注すれば完成できるが、その維持管理や中小規模の事業については

担い手の地元企業が育っていない。 
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• 地元企業の能力不足のため（発注機関の能力不足も一因だが）、計画・設計、モニタリング（進

捗管理）、事業の管理、工事品質管理のいずれにも問題を抱えている。加えて問題への対応能

力がない。地元企業には家族経営のような企業もあり、マネジメント力、資金力、機械設備、

企業評価システムの不備等が経営と能力の向上の制約になっている。地元企業の育成により改

善される問題もあると思われる。 

• 直営で政府機関が行ってきた業務の外注化、民営化も非常に大きな課題である。世銀や AfDB

の政策としては、外注化、民営化を推奨しているが、実態としてはうまくいっていない。受け

皿の地元企業が育っていないことが問題だ。直営でなんとか事業実施できる体制があったもの

の、世銀等の勧告を受けて、民営化してシステムが完全に崩壊した事例もある。 

• 外注化が進むなかで（あるいは推進するために）、建設機械を誰が管理するのかというのは大

きな問題である。ある国では、政府保有の建設機械を政府管理の民営化会社に移管して、当該

会社が、コントラクターに貸し付けを行うというシステムを構築したがうまくいかなかった。

その国では、民営化企業に移管した建機は全くメインテナンスがなされず、朽ち果ててしまっ

た。 

• 多くの国がこの問題で苦しんでいるなかで、チュニジアはうまい仕組みを作った。民間企業が

育っている大都市圏では、建機の保有を止め、業務の外注化を進め、地方部では建機の政府機

関保有と直営業務を残して、うまくやっている。 

• 多くのアフリカ諸国では、地方部を中心に建機の政府機関保有はまだまだ残るだろう。そのよ

うな意味では、建機のオペレーターを育てる JICA とモロッコ政府の新しい技術協力プロジェ

クトの意義は十分にあると思われる。 

 

＜人材育成に関して＞ 

• モロッコの教育、職業訓練組織の能力はアフリカ大陸の中では高い。南南協力のパートナ

ーに十分なるだろう。特に、ハッサン 8 世高等技術大学校やモハメッド 5 世工学高校等の高等

教育機関は優れた人材育成を行っている。 

 

＜港湾関連事項＞ 

• AfDB が融資している Nador-West のプロジェクトは、2016 年 10 月に工事が開始し、進捗率は

16％。コントラクターはトルコ・モロッコ・ベルギーの JV であり、特段問題ない。Kenitra 

Atlantique のプロジェクトは、モロッコ政府からの融資の要請を待っているところであり、要

請がきたら、2018 年に融資の理事会承認を見込んでいる。既存港湾の開発・管理は ANP の担

当であるが、新規港湾開発は METL が担当している。以前、フォワーダーの会合に出席したと

ころ、モロッコの港湾の問題として港湾手続きのシングルウィンドー化のために PORTNET を

立ち上げたがまだ不十分であることや、ANP が入港船舶に沖待ちを強いているということを聞

いた。 
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議事録 12 

日時 2017 年 5 月 11 日(木) 14：30～17：30 

訪問先 Institut de Formation Portuaire (IFP) 

モロッコ国側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI, Directeur 

Ms. Hasna MADIH, Chef de Division Ingénierie de Formation 

Ms. Imane MERJANE, Chef de Service Corps Formateurs 

Mr. Omar SIFER, Chef de Service Multimedia 

Mr. Mohamed CHAFIK, Chef de Service Etudes et Programmation  

Ms. Rahibe HASSNAA, Chef de Service Pertenariat et Projets Internationaux  

調査団側出席者 原田達夫（港湾人材育成/機材）、山田千晶（評価分析） 

Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

1. データ・情報収集 

• 昨日（5 月 10 日）打合せ時に依頼したデータを入手した。IFP が機材供与を希望している荷役

機械操作訓練用シミュレーターのスペックについては、次週送付するとのこと。 

 

2. Implementation Structure 

■ 図中の Other Members、Members of JICA Missions、Cooperating partners とは何を指しているか明

確にしてもらいたい。図中の JICA とは本部かモロッコ事務所か？ 各組織の役割について明

確にしてもらいたい。 

□ この図はあくまでも実施に関係する機関の構成を示したものであり、各機関の役割については、

ミニッツや R/D などで明確にされる。 

 

3. アフリカ対象国への質問状 

• 昨日（5 月 10 日）打合せ時での IFP のコメントを反映させた修正版をもとに、IFP の最終コメ

ントを得た。 

• アフリカ対象国の港湾関係機関のコンタクトリストを入手した。 

 

4. プロジェクト概要（港湾） 

• 調査団が作成した当プロジェクトの港湾セクター部分に関するプロジェクト概要（案）を配布

し、意見交換を行った。 

□ このプロジェクト概要は、昨日と今日の調査団と IFP の議論をまとめたものであって、ここに

書かれた内容については確定ではなく、今後のモロッコ政府・JICA 間の議論によって変わるこ

とがある。 

■ 了解した。 

■ プロジェクトの予算規模、JICA・モロッコ側の負担割合は？ 

□ R/D 署名後に議論されることになる。 

■ 日本人専門家は研修内容・教材の見直しについて指導するとのことであるが、プロジェクト期
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間中どのタイミングで行うのか？ 

□ 研修内容・教材の見直しは、第 1 回目の研修時だけでなく、プロジェクト期間中継続的に行う

べきものである。 

■ 日本人専門家の Activity で、“シミュレーターの調達にあたって IFP をサポートする”とあるが、

どういう意味か？ 

□ シミュレーターを JICA の資金で購入することになると、調達手続きは JICA のガイドラインに

沿って適切に進められているか、日本人専門家が助言するものである。ただし、シミュレータ

ー購入の資金を JICA が負担する場合でも、調達を JICA 側で行う可能性もある。 

■ 日本人専門家の Activity で、“資金管理と研修ロジにあたって IFP をサポートする”とあるが、

資金管理と研修ロジは日本人専門家とプロジェクトで雇用されるモロッコ人スタッフで実施さ

れると理解しているので、そのように修正してもらいたい。 

□ 了解した。 

□ 日本人専門家による研修内容についての IFP からの提案の中で、Port safety and security、

Treatment of dangerous goods、Environmental protection については、本邦研修とモロッコでの研

修の両方に書かれていたが、本邦研修とモロッコでの研修でそれぞれ何を期待するか？ 

■ 本邦研修では、同テーマに関する日本の港湾での進んだ取り組み状況を学びたい。モロッコで

は同テーマに関する一般論を学びたい。 

□ 日本人専門家による研修内容として IFP から提案があった Pedagogic engineering とは何か？ 

■ 研修ニーズの把握、研修の準備、研修計画の作成、研修評価について、日本の方法を学びたい。

■ 日本人専門家については、高い知識を有し、カウンターパートに適切に指導できる人を派遣し

てほしい。フランス語を話すことも要件にしてもらいたい。プロジェクトで雇用するモロッコ

人スタッフは、調達・購買やロジに詳しい人が必要。 

□  JICA が専門家をリクルートするプロセスは厳しいものなので、高い能力の者でないと選ばれ

ない。フランス語が堪能なことを要件にすると、人材が非常に限られて厳しいと考える。 

■ プロジェクト概要のフランス語バージョンもほしい。 

□ 了解した。 

 

5. シミュレーターのニーズについて 

• IFP がプロジェクトにより購入を希望している荷役機械操作訓練用シミュレーターについて、

意見交換を行った。 

□ これまでのシミュレーターの訓練生は民間のオペレーターの職員か？ 

■ モロッコの Marsa Morocco やチュニジアの STAM は国営企業のオペレーターである。 

□ 最近の実績では、海外の港湾のオペレーターはチュニジアだけであるが、他のアフリカ諸国の

ニーズはないのか？ 

■ モロッコでも他のアフリカ諸国でも、精力的に港湾開発が進むので、荷役機械オペレーターの

需要は増え続ける。モロッコの港湾のオペレーターへの訓練だけで今年はシミュレーターがフ

ル稼働の予定であり、他国のオペレーターを受け入れらない状況にある。 

□ 過去に他国のオペレーターの訓練の要請を受けたが、シミュレーターが空いていないので要請

を断ったという事例はあるか？ 
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■ カメルーンの Kribi 港から、オペレーターを長期にわたって訓練する要請があったが対応でき

なかった。また、リビアからも約 100 名のオペレーターの訓練の要請があった。これらの要請

は断ってはいないが、先延ばしにしている。 

□ 他国の港湾のオペレーターの訓練については、要請はどこから来るのか？ 公的機関か、それ

とも民間オペレーター会社か？ 

■ ポートオーソリティーから要請がくる。 

□ チュニジアのオペレーター訓練の場合、費用は誰が負担したのか？ 

■ 国営企業の STAM が負担した場合と、世銀の資金で負担された場合がある。 

□ 既存のシミュレーターは、6 種類の荷役機械の操作訓練ができるが、新たに導入したいシミュ

レーターも 6 種類の荷役機械に対応したものか？ 

■ そのとおり。 

□ シミュレーターのメンテナンスコストはどの程度か？ 

■ 既存のシミュレーターのメンテナンスコストで年間 200 万 MAD。 

□ 追加のシミュレーターは 2 機必要か？ 

■ シミュレーターを追加するのは、①訓練の効率を上げる（現時点では、6 名で訓練を実施する

場合、1 名がシミュレーターを使っている間、残る 5 名は Debriefing Room で学習するが、追加

のシミュレーターがあると、更に 2 名がシミュレーターで訓練できて効率的である）、②訓練受

入人数を増やす、の 2 つの目的がある。訓練の受入人数を増やすには 2 機ほしい。 

□ 「既存のシミュレーター 1 機だと年間〇名の訓練ができるが、シミュレーター（簡易版）を 2

機追加すると、年間〇名の訓練ができる」というデータはないか？ 

■ 後日提供する。 

□ 予算の制約上 1 機分しかプロジェクトの予算で購入できない場合はどう考えるか？ 

■ ぜひ 2 機ほしい。 

 

議事録 13 

日時 2017 年 5 月 12 日(金) 15：00～16：15 

訪問先 Direction des Ports et du Domaine Public Maritime, Ministère de l’Equipment, 

du Transport et de la Logistique et de l’eau (METLE) 

モロッコ国側出席者 Mr. Maustakim Hicham, Chef – Service de la gestion des ressources humaines, 

Division des Affaires Administratives et Générales 

Mr. Marhraoui Taybi, Chef – Division des Affaires Administratives et Générales 

Mr. Lagnandi Hicham, Chef – Division des Aménagements Portuaires et 

Maritimes 

Ms. Najar Farouss, Chef – Service des études économiques et de la planification, 

Division de la Planification et des Financements 

調査団側出席者 原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Mr. Hamid Faska（通訳） 
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～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

1. モロッコの港湾セクターについて 

□ METLE の組織・予算・人員は？ 

■ Bilan des realizations 2016, Direction des Ports et du Domaine Public Maritime を参照願いたい。 

□ Agence Nationale des Ports (ANP)は予算面で独立しているのか？ 

■ ANP は国営企業であり、設置法によると、収入源は、港湾料金、補助金、ドナー資金などであ

る。 

□ モロッコの港湾セクターに対するドナーの資金・技術協力は？ 

■ ベルギーによる ANP への援助のほか、欧州投資銀行（EIB）の資金により Agadir 地域における

港湾開発の調査を行っている。 

□ モロッコにおける港湾開発の動きは？ 

■ モロッコの大規模港湾開発は、①Nador West、②New port of Safi、③Kenitra Atlantique、④New port 

of Jorf Lasfar、⑤Dakhla Atlantique である。①は工事が始まったところで、②は進捗率 65％。 

□ モロッコの港湾セクターの課題は？ 

■ 一番の課題は、大西洋側の港湾は外洋に面しているため波が高く、港湾建設のコストが高く、

また夏しか海洋工事ができないことである。多大な建設コストは国の予算ではカバーできない

ことから、PPP による港湾整備をめざしている。 

 

2. 過去の IFP による第三国研修「港湾運営管理」について 

□ IFP による第三国研修「港湾運営管理」2013-2015 を METLE としてどのように評価するか？ 

■ アフリカ諸国の港湾セクターの人材育成ニーズに対応したものであり、満足している。 

 

3. アフリカの港湾セクターの人材育成ニーズについて 

□ アフリカの港湾セクターのニーズは METLE として調べているか？ 

■ 港湾工学、海運経済、取設技術、環境影響評価などについて人材育成ニーズがあると、ANP か

ら聞いている。 

□ METLE として、アフリカの港湾セクターの人材育成の方針は？ 

■ 国の全機関はアフリカ諸国（仏語圏に限らず）をサポートするよう、モロッコ国王から勧めら

れている。 

 

4. アフリカ交通人材育成プロジェクトについて 

IFP と議論をした結果のプロジェクト（港湾セクター）の内容と実施体制について説明。 

■ 対象国の考え方は？ 

□ 前回の第三国研修「港湾運営管理」の対象国 10 カ国から、フランス語に難がある赤道ギニアを

除き、ジブチ・マダガスカル・ブルキナファソを加えた 12 カ国。IFP からはチュニジアを加え

ることを提案されたが、JICA としては、このプロジェクトではサブサハラ諸国を対象としてい

る。 

■ 本プロジェクトの研修にはモロッコ人は参加できないのか？ 
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□ 本プロジェクトの研修はアフリカ諸国が対象であり、モロッコ人は研修員ではなくトレーナー

である。 

■ どうして ISEM は実施機関に含まれていないのか？ 

□ このプロジェクトは、IFP と IFEER の JICA に対する要請から始まったものである。港湾セク

ターを人材育成の対象としている IFP と、船員を対象にしている ISEM を一緒にして研修を実

施することは困難である。 

■ 理解した。 

 

議事録 14 

日時 2017 年 5 月 15 日(月) 9：45～10：40 

訪問先 JICA ブルキナファソ事務所 

JICA ブルキナファソ

国側出席者 

小林丈通（所長）、徳田進平（所員）、 

GANSORE Cheik Assane Mocta（インフラ担当） 

調査団側出席者 日本側：影山正（団長）、高橋薫（協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator）、Hassan Moujahid（Director）、Taoufik EL KHADMI（Director）、

Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

• （JICA ブルキナファソ事務所所長⇒）調査団に対し、来ブルキナに対する歓迎の挨拶のあと、

｢アフリカ交通人材育成プロジェクト｣（「プロジェクト」と記す）の概要を理解した（事前に

事務所に配布された資料を受け）。 

• 続いて、調査団側、ブルキナファソ側の自己紹介が行われた。 

• （調査団団長⇒）プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

3 つの機関（IFEER、ADM アカデミー及び IFP）が実施機関としてプロジェクトに従事する予

定である。また、ブルキナファソを研修対象国の候補の一つとして検討している。 

• モロッコ側実施機関が組織概要及び活動の紹介を行った。 

• （IFEER⇒）2014 年に第三国研修が終了した。本現地調査では、現地のニーズを把握し、その

結果に基づき研修計画を策定したい。 

• （ADM アカデミー⇒）第三国研修の実施は初めてである。 

• （IFP⇒）アフリカ諸国に対しては、2015 年に終了した第三国研修のほか、バイラテラルベー

スでも研修を行っている。 

• （JICA ブルキナファソ事務所所長⇒）モロッコは道路・港湾等のインフラが整備されている国

であり、多国に対し技術移転を行っていると理解している。 

• （IFEER⇒）モロッコの道路局は、800 機の道路機材を有しており、ブルキナファソのインフ

ラ大臣が IFEER の視察に訪れた際に、ブルキナファソでもぜひ建機センターを建設したいと発

言した。 

• （JICA ブルキナファソ事務所⇒）新しいドライポートの計画については実施箇所がまだ決まっ
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ていない。既存のドライポートは、鉄道のアクセスがなく、機能も統合されておらず、ドライ

ポートとはいえない。  

 

議事録 15 

日時 2017 年 5 月 15 日(月) 14：00～16：30 

訪問先 ブルキナファソ  インフラ省中央部局・技術総局・道路維持管理局

（Ministère de Infrastructures、Direction Général des I’Entretien Routier：

DGER） 

ブルキナファソ国側

出席者 

KYELEM Jean Wenceslas TEWENDE（Interim Director, DGER 

Direction des travaux d’entretien du Réseau Classés：国道維持管理部長）

GIBRE Joseph（Chief、DGER） 

Ouedraogao Rigabent（DGER） 

Zonbie G. Gillat（Chief、DGER） 

BELEMKOABGA Kourim（Service SAF、DGER） 

Benbotmba Emmanuel（Director） 

KAMBOY Sie（DGMET） 

調査団側出席者 日本側：影山正（団長）、高橋薫（協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator）、Hassan Moujahid（Director）、Taoufik EL KHADMI（Director）、

Hamid Faska（通訳） 

JICA ブルキナファソ

事務所（専門家含む） 

徳田進平（所員）、石崎貴子（西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA）インフ

ラ開発アドバイザー（有償資金協力専門家）） 

～インタビュー内容～ 

• （国道維持管理部長⇒）｢アフリカ交通人材育成プロジェクト（以下、「プロジェクト」と記す）｣

調査団の来ブルキナファソを歓迎する。 

• その後、ブルキナファソ側出席者、調査団側出席者、JICA ブルキナファソ事務所出席者の自己

紹介が行われた。 

• （調査団団長⇒）プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

3 つの機関（IFEER、ADM アカデミー及び IFP）が実施機関としてプロジェクトに従事する予

定である。 

• 3 つの実施機関により、各機関の概要が説明された。 

 

＜道路維持管理局＞ 

• 同局は、国道（州道、地域道路を含む）の維持管理と維持管理政策の策定の実施を行う。また、

国道網における日常的・定期的道路維持管理や、道路維持管理工事計画の策定も行っている。

同局には、Road Safety National Office が設置されており、国道網における交通障害（事故等）

による緊急対策の実施をしている。 



 

－160－ 

• 「ポットホールパッチング」や「オーバーレイ｣等の補修については、民間コントラクターに

補修依頼をするのではなく、早急に対応できるよう局内に｢Maintenance Unit｣を立ち上げた。同

ユニットが、迅速かつ適切に補修施工ができるよう能力の向上が必要だと考える。また、上述

の工法に加え、｢クラックシーリング｣等の補修工法を行うことで、長期的に道路が活用できる

と考える。 

• ｢ポットホールパッチング｣補修に必要な材料を適切に選択できていないことも問題と考えて

いる。何か詰めればよい、と考えている技術者もいる。また、ポットホールだけを補修するの

ではなく、適切な判断をする能力が必要である。 

• ブルキナファソの道路延長は、1 万 5,000km であるが、舗装道路はそのうちの 4,000km（すな

わち、1 万 1,000km は未舗装）である。舗装道路といってもその多くが簡易舗装である。 

• 首都ワガドゥグから、港湾（どの港湾か具体的な言及はなかったがアビジャン港であると想定）

につながる国道の整備を行った。 

• 維持管理費用（2011 年 3 月に大統領令が発令）は、道路維持基金からまかなっているものの、

慢性的に不足している状況である。同基金の事務局は、インフラ省内に設置されている。 

• コンクリートやアスファルト等の材料試験は、インフラ省内の国立研究所で可能であるが、グ

ラベル＋アスファルト等の混合材料の試験は外国の企業（ブルキナファソ国外）に委託してい

る。 

• 建設機材については、インフラ省で保有はしていない。基本的には、委託した民間コントラク

ターの建設機材を活用する。以前は、インフラ省も建設機材を保有していたものの、2011 年の

財政難（詳細は不明）により機材を適切に維持管理することができなくなり、機材一式を民間

コントラクターに売ることとなった。 

• 過積載車両の問題も確認されている。規定の積載重量は、13 トン以下であることが道路規則

（UEMOA が策定し、8 カ国で適用されている）で定められているものの、20 トン以上の積載

トラック等が確認されている。過積載車両の道路通過で、道路路面や道路構造に損傷を与える

ことはわかっているものの、現時点では打開策が見つかっていない（道路に軸重計の記録装置

を設置するという意見は挙がった）。 

• 橋梁維持管理に関し、以前は橋梁維持管理局が実施していたものの、詳細計画策定調査時点に

おいては、規格・技術調査・監理局が橋梁点検を含めた維持管理を担当している。橋梁データ

についても同局が管理している。データベースの専門家はおらず、目視点検にて収集された橋

梁データは橋梁点検シートに記入され、エクセルシートで保存されている。 

• 道路マネジメントシステムはあるものの、システム及びデータとも古く、機能していない。 

• 現在は、ドナーによる維持管理の研修等は実施されておらず、インハウストレーニングを実施

している。 

• Public Work Training School（Diploma 取得が可能）があり、高校卒業後、同スクールで技術者に

なるための勉強をする。同スクール以外に、IFEER のような技術を学べる施設等はない。 

• 道路建設や維持管理等における、民間コントラクターの技術は十分ではなく、能力の向上が必

要である。 
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議事録 16 

日時 2017 年 5 月 15 日(月) 15：30～18：00（Ouaga Inter 視察を含む） 

訪問先 Chambre de Commerce et d’Industrie du Burkina Faso (CCI) 

ブルキナファソ国側

出席者 

Mr. Emmanuel YODA, Directeur du Développement et de la Gestion des 

Infrastructure (DDGI)、Mr. Djakaridja GNAMOU, Chef de Service Etudes et 

Facilitation, DDGI、Mr. Ismaël SOBGO, Gestionnaire d’Entrepôt   

調査団側出席者 影山正（総括）、原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Mr. Taoufik EL KHADMI（モロッコ実施機関 港湾人材育成） 

Ms. Meriem BOUKHARI（業務調整） 

JICA ブルキナファソ

事務所 

徳田進平、Mr. Cheik Assane Moctar GANSORE 

JICA 専門家 石崎貴子 Infrastructure Development Advisor, UEMOA 

～インタビュー内容～ 

1.  Mr. Emmanuel YODA より歓迎の辞 

2.  影山団長よりプロジェクトの概要説明 

3.  Mr. Taoufik EL KHADMI より IFP の説明 

4.  Mr. Djakaridja GNAMOUよりCCI及びドライポートプロジェクトについてプレゼン及び質疑応

答 

• ブルキナファソに入ってくる貨物の 90％は近隣国の港湾から道路・鉄道で輸送されてくる。か

つてはアビジャン港（コートジボワール）がメインのゲートウェイであったが、最近はアビジ

ャン港に加えてテマ港（ガーナ）やコトヌー港（ベナン）の利用が増えている。 

• CCI としては、輸入のキャパシティを増やすことを目的として、多数のプラットフォームの開

発・運営・管理を行っている。プラットフォームはトラックの駐車スペース、車両重量計、倉

庫などからなっており、Ouaga Inter、トーゴ国境、ベナン国境、ガーナ国境、コートジボワー

ル国境、マリ国境（2 カ所）、ニジェール国境などにある。サービスの一部分は民間に委託して

いる。 

• Ouaga Inter は主なプラットフォームの一つであり、“ドライポート”と呼んでいるが、本当の

ドライポートとはいえない。 

• 市内の交通混雑を緩和し、道路・鉄道アクセスと連結した物流拠点を整備して、ブルキナファ

ソを物流のトランジットの拠点とするため、Ouaga Inter を郊外に移す計画を進めている。プレ

フィージビリティスタディは終了しており、全体計画 300ha のうち第 1 フェーズとして 42ha

を整備して年間 300 万トンの貨物を扱う計画になっている。本格フィージビリティスタディは

まだ始まっていないが、約 7 カ月の調査期間で、プロジェクトのフィージビリティーを確認す

る予定。本格フィージビリティスタディは海外のコンサルタントを雇用する見込みであり、ロ

ジスティクス専門家、道路技術者、交通専門家などからなるグループを形成してコンサルタン

トの調査を監理する。フィージビリティスタディの内容は政府に対してプレゼンを行い、政府

側の意見の取り込みを図る。 

• 新しいドライポートは CCI が整備・運営・管理し、一部サービスは民間に委託する。2020 年

に稼働開始をめざしている。ドライポートには産業エリアやロジスティクス研修所を整備する
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計画がある。プロジェクトの全体コストは 780億 FCFAで、第 1フェーズのコストは 50億 FCFA。

JICA の資金援助を期待している。 

• ボボデュラッソのドライポートは、国際基準を完全には満たしていない（セキュリティー基準

や IMO の証明書が不足している）。 

• ドライポートの開発・運営・管理における能力上の制約は以下のとおりである、研修のニーズ

はある。 

 手続きの情報化（現在は電子データと紙の両方を利用） 

 コンテナターミナル・倉庫・店舗などの管理 

 危険物の取扱い 

5.  Ouaga Inter 視察（次ページ写真参照） 

注：CCI のプレゼンについては後日メールで送付するとのこと 

  

CCI Ouaga Inter－税関事務所 

  

Ouaga Inter－税関検査用倉庫 Ouaga Inter－車重計 
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Ouaga Inter－スキャナー Ouaga Inter－Boloré 社のコンテナターミナル 

 

議事録 17 

日時 2017 年 5 月 16 日(火) 9：00～10：15 

訪問先 ブルキナファソ インフラ省 

ブルキナファソ国側 

出席者 

Project AutoRoute from Yamoussoukro to Ouagadougou （以下、高速プロ）：

BAGORO Firmin（Chief Coordinator）、ZOUNGRANA Alescio（Chief、SPM）、

COMPAORE Xacicr（Chief、SAF）、YAMEOGO Daouda 

調査団側出席者 日本側：影山正（団長）、高橋薫（協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator）、Hassan Moujahid（Director）、Taoufik EL KHADMI（Director）、

Hamid Faska（通訳） 

JICA ブルキナファソ

事務所（専門家含む） 

徳田進平（所員）、GANSORE Cheik Assane Mocta（インフラ担当）、石崎

貴子（西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA）インフラ開発アドバイザー（有

償資金協力専門家）） 

～インタビュー内容～ 

• （高速プロ⇒）｢アフリカ交通人材育成プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）｣調

査団の来ブルキナファソを歓迎する。 

• その後、ブルキナファソ側出席者、調査団側出席者、JICA ブルキナファソ事務所出席者の自己

紹介が行われた。 

• （調査団団長⇒）本プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

3 つの機関（IFEER、ADM アカデミー（ADM）及び IFP）が実施機関としてプロジェクトに従

事する予定である。 

• 3 つの実施機関により、各機関の概要が説明された。また、高速プロからは、質問票はすでに

受領済みであるとの発言があった。 
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＜道路セクター＞ 

• （高速プロ⇒）以前、ブルキナファソの研修員を受け入れたことがあるか。 

• （調査団・IFEER⇒）受け入れたことはある。 

• （高速プロ⇒）すべての講座（THEME）に興味がある。ただ、モジュールの内容や期間がわ

からない。 

• （調査団・ADM⇒）研修のモジュールについては、ブルキナファソのニーズに合わせるために変更

可能である。1 つのモジュールには 2 つのセミナーがあるなど、モジュールによって期間は異なる。

• （高速プロ⇒）ブルキナファソ⇔コートジボアールの道路は、商業・経済的に重要である。現

在、ワガドゥグからボボジュラッソまで世界銀行が建設した道路があるが、同道路と並行して

走る、コートジボアールの首都アビジャンからヤムスクル、ボボジュラッソを通り、ワガドゥ

グまでの高速道路建設の計画がある。高速道路は、Private-Public Partnership（PPP）で建設・維

持管理される予定であるが、まだ民間投資会社（pivate）からのアプローチはない。インフラ

省は、同 PPP を推進するために、高速道路管理機関を設立予定である。ブルキナファソの鉄道

については、PPP で維持管理されている。 

• 現時点では、ワガドゥグから 110km はなれたグゥドウグ間の新規の高速道路建設プロジェクト

（上述のブルキナ⇔コートジボアールの高速道路計画の一部）の民間コントラクター・プレセ

レクションを行っている。セレクションが終われば、入札開始の手続きに入る。同プロジェク

トの詳細は以下のとおり（工事期間は 40 カ月、道路コンセッションは 40 年、道路幅員は 34m、

道路延長 110km 内には、3 つの Armed-Concrete 橋と 2 つの Pre-constrain Concrete 橋の建設が含

まれている。ただし、道路と橋梁の入札は別々に行う。工事前の、環境社会配慮は必ず考慮す

ることになる。ただし、リファレンスはない。 

• 新規に建設された高速道路は、回収された高速道路使用料を使い、維持管理を行う。インフラ

省の傘下に道路基金があるものの、一般道の日常・定期的維持管理にのみ配分されており、高

速道路の維持管理に配分される予定はない。 

• 高速道路の建設中においては、インフラ省が雇用した民間コンサルタントがモニタリングを行

う予定である。 

• （調査団・ADM⇒）モロッコの高速道路は、年間 40km のペースで建設する。ただし、緊急性

や優先度の高い場合は、1 年で 160km のペースで建設する場合もある。ADM の主な役割とし

ては、高速道路の建設、維持管理及び運営であり、State Owned Company の位置づけである。

また、ADM の講座の中には、高速道路料金所がどのように機能しているかを見学するという

現地調査が含まれている。 

• （調査団・IFEER⇒）州や県のテクニシャンやメカニックに研修を実施し、組織内の能力の向

上を図っている。 

 

＜港湾セクター＞ 

• ドライポートの整備により道路交通量が増えるし、道路はドライポートへのアクセスを提供す

るものなので、ドライポート整備と道路整備の間の調整の必要性は認識しているが、今のとこ

ろドライポート整備側から当 Direction へのアプローチはない。なお、道路計画については別の

Direction が省内にある。 
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議事録 18 

日時 2017 年 5 月 16 日(火) 10：30～12：00 

訪問先 ブルキナファソ 西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA） 

ブルキナファソ国側 

出席者 

NOMAO Aburbacau、Faty Nalaus、BALOGOUN A Samfan、CHARI Yaaron 

Gnco 

調査団側出席者 日本側：影山正（団長）、高橋薫（協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE（Chief of Department of Innovation 

Incubator）、Hassan Moujahid（Director）、Taoufik EL KHADMI（Director）、

Hamid Faska（通訳） 

JICA ブルキナファソ

事務所（専門家含む） 

徳田進平（所員）、GANSORE Cheik Assane Mocta（インフラ担当）、石崎

貴子（西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA）インフラ開発アドバイザー（有

償資金協力専門家）） 

～インタビュー内容～ 

• （UEMOA⇒）｢アフリカ交通人材育成プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）｣調査

団の来ブルキナファソを歓迎する。 

• その後、ブルキナファソ側出席者、調査団側出席者、JICA ブルキナファソ事務所出席者の自己

紹介が行われた。 

• （調査団団長⇒）本プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

3 つの機関（IFEER、ADM アカデミー及び IFP）が実施機関としてプロジェクトに従事する予

定である。 

• 3 つの実施機関により、各機関の概要が説明された。 

 

＜UEMOA から＞ 

• 西部アフリカ諸国の地域経済統合の促進を図るために 1994 年に設立された。ベナン、ブルキ

ナファソ、コートジボワール、マリ、ニジェール、セネガル、トーゴ、ギニアビサウの 8 カ国

から構成される（7 カ国が仏語圏、1 カ国が葡語圏）。域内ではユーロと連動する単一通貨（フ

ラン CFA）を使用。2000 年 1 月より関税同盟を施行している。  

• UEMOA の Parliament はマリのバマコ、Commission は、ブルキナファソ・ワガドゥグに位置する。

• UEMOA は、7 つの Department のもと、①土地開発、②経済インフラ開発、③環境、④エネル

ギー、⑤水産業の 5 つを重点分野として掲げている。 

• UEMOA 加盟国のうち、5 カ国は海に面しているため港湾がある。他方、3 カ国は内陸国であ

り、海に面した国とつながることがメリットとなるため道路の整備が必要となる。 

 

＜道路セクター＞ 

（UEMOA⇒）JICA 提出の研修対象国リストの中に、UEMOA の対象国であるニジェール、マリ、

ギニアビサウが含まれていない。これらの国も、ブルキナファソと同様、道路維持管理等のニーズ

があると考える。また、プロジェクト成功のために、UEMOA の Comission も積極的にプロジェク
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トに参画したいと考えている。 

（調査団・JICA⇒）対象国については、まだ最終決定しておらず、これからの検討事項となる。

対象国がすでに 12 カ国ニーズがあるということで検討をしたい。UEMOA の加盟国から研修実施

に必要な情報を入手することは難しいと考えているため、UEMOA の協力を得たい。研修はモロッ

コ国内で実施予定であるが、ニーズに応じてモロッコ人専門家を対象国に派遣することも検討して

いる。基本的には、省庁関係者（公共セクター）が研修生として優先されるが、民間セクターの参

加も検討したい。 

（調査団・実施機関⇒）モロッコが蓄積している道路建設や維持管理に関する知識やノウハウのニ

ーズがアフリカ諸国にあるだけでなく、Information System のニーズもあることを確認した。また、

Control traffic や Road Safety のニーズについても同様にニーズがある。 

ADM アカデミーの研修は、理論と実務に分けて提供可能というだけでなく、対象国のニーズに

合わせて研修内容を検討することが可能である。 

なお、管理レベル及びプロジェクトマネージャーに対しては、トレーニングサイクルのコースを

お薦めする。同講座は、Governance についても学ぶことが可能である。 

（UEMOA⇒）プロジェクトにかかる経費（研修員の航空券、宿泊費等）は、日本側、モロッコ側

のどちらが負担するのか。また、具体的に何名が（各国から）研修に参加できることが可能か。現

在、UEMOA が Information of Interconnecting System in Burkina Faso-Togo を JICA と合同で実施して

いるが、その関係者（Computer Engineer）は参画が可能か。 

（調査団・JICA⇒）経費負担についてはこれから日本側・モロッコ側で協議していく予定である。

ただし、本プロジェクトは｢Joint project｣であるため、日本側及びモロッコ側とも、経費を負担す

ることになる。研修参加人数については、まだ決まっていない。これは、実施機関が中心となり、

各国のニーズや実施機関の提供できる範囲に基づいて決定される。 

調査団からの質問として、UEMOA は加盟国に対し技術的なサポート（道路セクター）をしてい

るか。また、しているとすればどのようなサポートか。 

（UEMOA⇒）“Capacity Enforcement”というプログラムの一環として、UEMOA 職員をはじめ加盟

国の省庁職員に道路に係る技術移転を行っている。同プログラムの実施期間は確定されていない。

以前は、カナダの民間会社（社名：CETYM）に業務委託し、プロジェクトマネジメント、フィー

ルドマッピング、道路インフォメーションシステム等の研修を実施した。研修実施に際し、ドナー

による財政的支援を受けた。 

（調査団・JICA⇒）道路省により、規定の積載重量は、13 トン以下にするという（過積載に関す

る）道路規則*を UEMOA が策定し、加盟国 8 カ国で適用が開始されたと聞いた。同省は、過積載

の問題が、道路の劣化の原因の一つであるといっており、規則はできたもののその規則遵守が徹底

されていないと発言していた。今後、規則遵守のために、どのように加盟国の道路ユーザー（タン

クローリーやトラック運転手）に働きかけるか。 

（UEMOA⇒）2 年ごとに UEMOA 総会を開催しており、最近は 2016 年 9 月に開催された。同会

において、各加盟国で過積載車両に関する問題を共有し、どう対応しているか（Good Practice）や

直面している課題も含め、規則遵守を各加盟国に促進している。今後は、過積載重量を測る軸重計

の記録装置を設置することも検討したい。次回の総会では、どの程度、（過積載に関する）道路規

則が各加盟国で遵守されているかをモニタリングしたいと考えている。 
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ただし、UEMOA としては啓発活動をするくらいが限界であることも承知している。 

* 2005 年に策定され、2007 年に発令された。 

 

＜港湾セクター＞ 

• UEMOA 加盟国のうち 5 カ国が港湾を有しており、内陸国も港湾へのアクセスが必要なので、

輸送コスト・時間削減のために港湾管理は重要な分野である。 

• 海運分野における UEMOA の活動として、Program for development of maritime and fluvial 

transport がある。これは、①海上保安、海上救援、通過時間などに関する基準を策定する、②

十分に開発されていない河川輸送（特にニジェール、マリ、ベナン）を補助的な輸送モードし

て普及させる、③港湾の効率性改善（船舶や貨物の滞留時間の短縮）のためのシステム作り、

の 3 つで構成されている。 

• UEMOA では運輸関係の abnormal practice に関する Observatory を設置した。この Observatory

は、①コントロール・ポストの数、②汚職、③コントロール・ポストにおける滞留時間の 3 つ

の指標があり、この指標をモニターすることによって状況改善を把握することができる。

Observatory のレポートを 2005 年から四半期ごとに発行している（通算で 26 回）。 

• ドライポートについては、UEMOA の役割として、まちまちに整備されているドライポートの

問題解消や、ドライポートが国際基準を満たすよう加盟国を支援している。 

 

議事録 19 

日時 2017 年 5 月 16 日(火) 15：00～16：00 

訪問先 ブルキナファソ 民間コントラクターSAM Company 

民間コントラクター

側出席者 

Sana Mahamadu（President） 

調査団側出席者 日本側：影山正（団長）、高橋薫（協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator）、Hassan Moujahid（Director）、Taoufik EL KHADMI（Director）、

Hamid Faska（通訳） 

JICA ブルキナファソ

事務所（専門家含む） 

GANSORE Cheik Assane Mocta（インフラ担当） 

～インタビュー内容～ 

• 調査団側出席者、民間コントラクター側出席者、JICA ブルキナファソ事務所出席者の自己紹介

が行われた。その後、プロジェクトの概要の説明、3 つの実施機関により、各機関の概要が説

明された。 

• SAM Company には、1 名の土木技師、2 名の技能テクニシャン（高校卒業（バカロリア）＋省

傘下の State school で 2 年）及び 2 名のテクニシャン（中等教育修了）がおり、現在事務所から

5 km ほどの建設工事を行っている。 

• 同社には、保有機材の簡易的修理ができるメカニックは在籍しているものの、大型の機材の修

理についてはできないため、ワガドゥグにあるフランス系の会社に大型の機材修理を依頼して



 

－168－ 

いる。大型機材が修理できるメカニックを雇用しない理由として、（高額な）給与の問題が挙

げられる。 

• ブルキナファソのコントラクターは、保有機材の種類や数、社員数等に基づき、いくつかのグ

レードに分類される（T1～T4）。SAM Company は、現在 T4 であり、大型工事の入札に 2 年前

から参画できるようになった。同社を設立したときは T2 であり、4 年の実務経験を得て、T3

となった。そして、今はインフラ省との関係も 10 年以上となる企業にまで成長した。 

• 現在、インフラ省と｢年間の維持管理パッケージ｣を契約している。4 州における、ポットホー

ル、オーバーレイ等の補修や、信号機の修理等が同パッケージに含まれており、その金額は 5

億 FCAF（約 1 億円）である。なお、橋梁維持管理の業務は含まれていない。 

 

議事録 20 

日時 2017 年 5 月 17 日(水) 9：00～10：15 

訪問先 ブルキナファソ インフラ省 次官室 

ブルキナファソ国側 

出席者 

Yasao Paul（次官）、Ovedradgo K.Alice（DGESS） 

調査団側出席者 日本側：影山正（団長）、高橋薫（協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator、ADM Academy（以下、ADM））、Hassan Moujahid（IFEER、Director）、

Taoufik EL KHADMI（Director）、Hamid Faska（通訳） 

JICA ブルキナファソ

事務所（専門家含む） 

GANSORE Cheik Assane Mocta（インフラ担当） 

～インタビュー内容～ 

• まず、ブルキナファソ側出席者、調査団側出席者、JICA ブルキナファソ事務所出席者の自己紹

介が行われた。 

• （調査団団長⇒）本プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

3 つの機関（IFEER、ADM アカデミー（ADM）及び IFP）が実施機関としてプロジェクトに従

事する予定である。 

• （次官⇒）IFEER のことは知っている。 

• （調査団・IFEER⇒）IFEER は、研修を通じた道路維持管理に係る能力の向上を目的としてい

る。また、過去に第三国研修（2008～2010 年）でブルキナファソ人研修生を 3～5 名（男女）

受け入れたことがある。 

• その後、3 つの実施機関により、各機関の概要が説明された。 

 

＜道路セクター＞ 

• （調査団・ADM⇒）モロッコ国内での高速道路における知見や経験、技術等を蓄積し、それら

を道路管理者等の関係者に移転するために ADM は設立された。現在では、主に ADM 職員を

対象として、研修を実施している。本調査時に訪問した道路関係機関に対しては、技術者の能
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力向上には理論的な研修だけでなく、実務的（現場における）な研修も必要であり、ADM は

その両方を提供可能である旨を伝えた。 

• （次官⇒）ブルキナファソにおいては、研修センターのトレーナーに問題があるため、トレー

ナー自身の能力向上が必要である。 

• （ADM⇒）ADM が提供できる講座の中に｢Training Cycle｣という講座があり、これはトレーナ

ーの能力の向上を目的としている。 

• （次官⇒）研修センターは、独立採算制をとっている組織であり、現在、財政的な問題がある。

IN-HOUSE トレーニングだけでなく、海外の訓練センター等で研修を受けることにより、トレ

ーナーが必要な能力を向上することが可能であるが、その予算が確保できない。 

• （調査団・IFEER⇒）建設機材のメカニックとテクニシャンは、IFEER で研修を受けることが

可能である。 

• （次官⇒）ブルキナファソでの研修センターには 2 種類の研修（Initial Training と In-house 

training）がある。また、機材がないため、理論的な研修のみで、実務的な研修はできていない。

• （調査団・ADM 及び IFEER⇒）実務的な研修を提供することは可能である。 

• （次官⇒）以前、研修センターの所長を務めていた。 

• （次官秘書⇒）① 何名が研修に参加できるのか、② 研修コースにはどんなレベルがあるのか、

③研修の対象は誰か。 

• （調査団・ADM⇒）① 研修参加人数は、対象国のニーズによる。② 研修コースはさまざまな

レベル（管理職レベル～実務者レベル）がある。③土木技師や省庁の管理職も対象である。対

象国のニーズにあわせ、モジュール内容を調整していく予定である。 

• （次官秘書⇒）ADM のカタログ等はあるか。 

• （調査団・ADM⇒）HP を参照願いたい、また本日カタログを持参している。 

• （次官⇒）現在、道路の工事等を行うにあたり、環境社会配慮にも注力をしなくてはならない。

また、（標準）調達手続きや入札手続き等の一連のプロセスについて学びたい。 

• （調査団・IFEER⇒）IFEER は、1993 年に日本国の無償資金協力により設立された、道路技術

者育成機関である。グレーダーやローダーを含め 30 種類の建設機材を保有し、ワークショッ

プや（スペアパーツの）Ware house 等も所有している。また、建設機材の実施研修のためのフ

ィールドも保有している。提供可能な研修として、メカニック、エンジニアリング、道路維持

管理に関するトレーニングサイクル等が挙げられる。また、IFEER は、中央省庁の技術職員だ

けでなく、州や県の技術者に対しても研修を提供している。 

• 本調査で、ブルキナファソにおける建設機械操作及び道路維持管理に係るニーズを把握するこ

とができた。ブルキナファソのニーズを把握したことで、ブルキナファソにはどのような研修

が必要か研修のアレンジが可能となった。また、IFEER は年間 400 名の研修生を受け入れてい

る実績がある。 

• （次官⇒）研修センターのトレーナー、生徒も合わせ、IFEER で研修を受けることは可能か。

現在のトレーナーの多くが高齢のため引退する日が近い。そうなると、新規にトレーナーを雇

用することになり、彼らの訓練が必要となる。 

• （調査団・IFEER⇒）1 つの建設機材を適切に使えるようになるまでには、1 カ月間の研修が必

要となる。 
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• （調査団・JICA⇒）ブルキナファソ人をモロッコに派遣するだけではなく、モロッコ人トレー

ナーをブルキナファソに派遣することも可能である。 

• （調査団・IFEER⇒）道路技術（理論）研修については、ブルキナファソで可能であるが、建

機の操作等の研修については、ブルキナファソの研修センターには建機がないため、IFEER で

行う必要がある。 

 

＜港湾セクター＞ 

• （調査団・IFP⇒）IFP では、港湾運営管理や荷役機械操作などについて研修を行っている。研

修用の荷役機械シミュレーターも有しており、IFP の常勤の専門家とともに特定の分野につい

ては外部から講師を招いている。JICA の支援による第三国研修として港湾運営管理研修を実施

し、アフリカ諸国から約 100 名の研修生を受け入れた。今回のブルキナファソでの調査におい

て、商工会議所の案内で Ouaga Inter を視察し、新しいドライポートの計画についてプレゼンテ

ーションによる説明を受けた。内陸国のブルキナファソにとって、ドライポートは輸出入貨物

の物流を円滑にするものであり、ドライポートの開発に伴って、ドライポートの管理に関する

ノウハウ（コンテナターミナルの運営など）が必要である。一方、UEMOA では交通円滑化に

ついて取り組んでおり、加盟国の基準を調和させるために加盟国に等しく研修を実施する必要

性を聞いた。ドライポートの研修ニーズについてはどのように考えるか。 

• （次官⇒）ドライポートの研修ニーズについては同感である。 

• （調査団・IFP⇒）IFP の研修モジュール作成においては、各国のニーズを取り込めるようにフ

レキシブルな対応をしている。 

 

議事録 21 

日時 2017 年 5 月 17 日(月) 11：15～11：40 

訪問先 JICA ブルキナファソ事務所 

JICA ブルキナファソ

国側出席者 

小林丈通（所長）、徳田進平（所員）（敬称 略） 

調査団側出席者 

日本側：影山正（団長）、高橋薫（協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （ADM アカデミー（ADM）、Chief of

Department of Innovation Incubator）、Hassan Moujahid（IFEER、Director）、

Taoufik EL KHADMI（IFP、Director）、Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

• （調査団団長⇒）ブルキナファソでの現地調査が終了した。調査期間中には商工会議所、イン

フラ省や UEMOA 事務所を訪問し、聞き取り調査を行った。その中で、道路及び港湾セクター

における、ブルキナファソのニーズを認識した。道路分野においては省庁の技術者だけでなく、

民間企業の技術者の能力向上も必要であることを確認した。 

• （調査団・IFEER⇒）道路維持管理や機材使用に係るニーズを確認した。また、ブルキナファ

ソのニーズに合わせた研修計画を策定する必要があることを確認した。 

• （調査団・ADM⇒） ブルキナファソにおけるニーズを確認した。また、ADM の講座の 1 つ
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である｢Training Cycle｣を道路関係機関に紹介することができた。ADM の講座をブルキナファ

ソのニーズに合わせ適用できるよう、考えていきたい。今後も、両国の維持管理状況や高速道

路についての情報の意見交換をしていきたい。 

• （調査団・IFP⇒）商工会議所の案内で Ouaga Inter を視察し、新しいドライポートの計画につ

いてプレゼンテーションによる説明を受けた。新しいドライポートは、ブルキナファソだけで

なく、近隣国の経済発展に影響を与えるものである。商工会議所からは、ロジスティクス管理、

コンテナターミナルの管理、倉庫業などについて研修ニーズがあると聞いた。IFP では、これ

らについてノウハウがあるので研修が可能である。港湾管理研修のうち 9 割は海港及びドライ

ポートに共通の課題だと思う。港湾管理研修のうち 2 日程度をドライポートのモジュールにす

ればよい。 

• （所長⇒）当初、ブルキナファソは道路分野だけの対象国になると想像していたが、港湾分野

でも対象国に入るということであればありがたい。 

• （所長⇒）｢アフリカ交通人材育成プロジェクト｣は、2 つの分野の能力向上を目標としている

点は評価できる。今後も、ブルキナファソとモロッコの関係が継続することが望ましい。 

• （団長⇒）質問表の回収のフォローアップをお願いしたい。 

 

議事録 22 

日時 2017 年 5 月 18 日(木) 09：00～12：00 

訪問先 於：Hotel Fleur Lys Luxe Almadies（ダカール） 

モロッコ国側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI, Directeur of IFP 

調査団側出席者 原田達夫（港湾人材育成/機材） 

高橋薫（協力企画） ※途中から参加 

～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

1．プロジェクト期間 

■ プロジェクト期間は 3 年から 5 年と聞いている。 

□ JICA モロッコ事務所に確認する。 

 

2．対象国 

□ ドライポートのプロジェクトの計画があるブルキナファソを対象国に加える意義は理解する

が、ブルキナファソを加えると、他の内陸国から不満が出ないか？ 

■ ブルキナファソ側としては、計画中のドライポートはインパクトの大きなプロジェクトで人材

育成ニーズがあり、一方、IFP 側としては、新しい取り組みとしてドライポートの研修を取り

入れたいという事情から、ブルキナファソは対象国に入れたい。本プロジェクトでは、“港湾運

営管理”の研修の中で 1 日程度をドライポートの講義にすればよい。 

 

3．日本側の投入 

（1）本邦研修 

■ 本邦研修には、IFP のトレーナーだけでなく、研修講師をつとめる ANP のエキスパートも対象
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としてもらいたい。 

□ 了解した。 

 

（2）機材供与 

□ 本プロジェクトでシミュレーターを供与する場合、機材の調達は①技術協力プロジェクトチー

ムが行う、②技術協力プロジェクトチームの支援のもとで JICA 事務所が実施する、のどちら

かと聞いている。 

■ 問題ない。ただし、シミュレーターの仕様は IFP が決めるということでよいか？ 

□“JICA 事務所や技術協力プロジェクトチームと相談のうえ IFP が決める”ということではない

か。IFP だけの判断でシミュレーターの仕様を決めると、仕様が高すぎてプロジェクトの予算

で費用をまかなえないケースが考えらえれる。 

■ 両者で仕様を協議すると調達に時間がかかりすぎる。 

（注：仕様の話はここで終わり） 

□ 既存のシミュレーターがモロッコ人オペレーター向け研修で予定が一杯なので、本プロジェク

トでのアフリカ諸国のオペレーター研修のために新しいシミュレーターが必要というのは理解

するが、2 機で 200 万ドルとなると、技術協力プロジェクトの全体予算から難しい。モロッコ

の水産分野の技術協力プロジェクトは機材なしで全体額が 200 万ドル程度である。シミュレー

ターの台数が 1 機となるとどうしても問題があるか？ 

■ 1 機だけだと、既存の大型シミュレーターと合わせて利用することにより研修の効果を高める

ことにはなるが、研修対象人数の増加にはつながらない。研修対象人数を増やしてアフリカ諸

国のオペレーターの研修を可能にするには新しく 2 機必要である。 

□ JICA の予算には限りがあり、モロッコだけでなく多くの国を支援しないといけないため、本プ

ロジェクトに向けられる予算額にも限界がある。もしもシミュレーターを本プロジェクトで供

与できないという判断になったらどうなるか？ 

■ オペレーター研修の人数を増やせないので、本プロジェクトでシミュレーターによる港湾荷役

機械操作研修を行うのは不可能になる。 

□ そうすると、もう一つの研修コースである「港湾運営管理」のみを実施することになるのか？

■ IFP としては、本プロジェクトにおいて、「シミュレーターによる港湾荷役機械操作研修」と「港

湾運営管理」は一体のものと考えているので切り離せない。 

□ そうすると、シミュレーターの機材供与がなければ、IFP は本プロジェクトを実施できないと

いうことか？ 

■ シミュレーターは 2 機必要なので、1 機になったらとか、1 機も供与されなかったというケース

は考えていない。専門家としてシミュレーターの必要性に納得したのなら、JICA を説得しても

らいたい。 

□「シミュレーターによる港湾荷役機械操作研修」の意義と、新しいシミュレーターの必要性は理

解するが、本プロジェクトの予算で供与できるかどうかは自分が判断できるのではなく、JICA

本部の判断である。JICA 本部への説明にあたって、追加で必要な情報があるかもしれないので、

その場合は IFP に情報提供をお願いする。 

■ 了解した。 
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□ これまでのシミュレーター研修について、研修前後で 1 時間当たりコンテナの積卸し個数がい

くつからいくつに増えたというデータはあるか？ シミュレーター研修の効果を示すためにデ

ータがほしい。 

■ 後日提供する。 

□ 導入を考えているシミュレーターは、提供できる会社は複数あるか？ 

■ 確認して後日知らせる。 

 

4．モロッコ側の投入 

■ Others（domestic travelling cost and lodging for the counterpart etc.）とあるが、本プロジェクトで

研修生を連れてモロッコの港湾を視察する場合のトレーナーの旅費はどちらが負担するのか？

□ JICA モロッコ事務所に確認する。 

 

5．資金管理 

■ 資金管理は、日本人専門家（業務調整）のもとで、本プロジェクトで雇用するモロッコ人スタ

ッフが実施すると理解しているが、モロッコ人スタッフは資金管理の書類にサインできるの

か？ 

□ JICA モロッコ事務所に確認する。 

 

6．持続性 

□ 本プロジェクト終了後も、IFP が引き続きアフリカ諸国向けの研修を続けるということを示す

方法はあるか？ 

■ IFP は 6 カ国（カメルーン、コンゴ共和国、コートジボワール、ガボン、モーリタニア、セネ

ガル）と協力協定などを結んでいるので、本プロジェクト終了後もアフリカ諸国向けの研修を

続けるのは確実である。 

 

議事録 23 

日時 2017 年 5 月 18 日(木) 9：25～10：30 

訪問先 セネガル Agence des travaux et de gestion des routes（AGEROUTE） 

セネガル国側出席者 Ms. Safiétou TALL（研修局長）、Mr. Bocar Malick Mbow（高速道路局長） 

調査団側出席者 日本側：山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator、ADM アカデミー）、Hassan Moujahid（IFEER Director、調査団

団長＠セネガル）、Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

• まず、セネガル側出席者、調査団側出席者の自己紹介が行われた。 

• （IFEER⇒）本プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、②

アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

道路分野においては 2 つの機関（IFEER、ADM アカデミー）が実施機関としてプロジェクトに

従事する予定である。 
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• その後、2 つの実施機関から機関の説明があった。 

• （ADM アカデミー⇒）ADM は 1989 年に設立され、現在 1,800km の高速道路を運営維持管理

している。これまでのノウハウを蓄積するために、2015 年に ADM アカデミーが設立された。

主な業務としては、高速道路の建設、維持管理及び運営で、構造物（橋梁等）の維持管理も併

せて行っている。 

• （AGEROUTE⇒）AGEROUTE には、高速道路の建設・維持管理局、道路（国道～地方道路）

維持管理を担う道路局、構造物を維持管理する構造物維持管理局がある。ADM アカデミーの

講座は、グループ対象の講座か、あるいは個人対象か。またトレーナーはコンサルタントか。

• （ADM アカデミー⇒）1 講座の定員は約 20 名で、さまざまの講座がある。対象はグループで

ある。1 講座は、いくつかのモジュールに分かれており、1 モジュール期間は約 2～3 日である。

トレーナーは、ADM のエンジニアである。 

• （IFEER⇒）セネガルのニーズに合わせ、フレキシブルに研修をアレンジしていきたい。1 カ

国から 2 名が 1 講座に参加できるとし、約 10 カ国が参加可能となる。 

• （AGEROUTE⇒）これまでに、AGEROUTE から 39 名の研修生が IFEER に学んだ。現在のニ

ーズとしては、エンジニアの技術能力の向上だけでなく、道路の運営管理能力の向上が挙げら

れる。 

• （ADM アカデミー⇒）ADM アカデミーで一定の講座を受講すれば（期間は 2 年間）、フラン

ス発行の Conference des Grandes Ecoles の資格を取得することが可能である。 

 

＜AGEROUTE について＞ 

• 2000 年に設立された道路管理（高速道路を含む）の機関である。独立採算性を取っており、職

員の給料も機関の収入からまかなっている。ただし、研修については別途 Ministère des 

Infrastructures, des Transports Terrestres et Désenclavement（MITTD）から予算が配布される。 

• AGEROUTE は、研修計画に基づき研修を実施しており、トレーナーはコンサルタント会社か

ら派遣されている。AGEROUTE に係る研修経費を見積もり、MITTD の次官宛に提出する

（AGEROUTE は組織的には次官直結の機関である）。また、ドナーによる研修が行われており、

ドナーとしてはアフリカ開発銀行、世界銀行、中国銀行、フランス開発庁、イスラム開発基金

が挙げられる。 

• 予算が確保できれば、職員を他国の研修に派遣している。他国の道路維持管理状況を自国の状

況と比較することで、改めて自国の維持管理方法を見直すことができるため、他国での研修も

必要であると考える。 

• 2 年前の新政策策定に伴い、高速道路局が設立されたため、高速道路建設、運営維持管理にお

けるニーズは高いと考える。また、高速道路には料金所も設置するため、ADM アカデミーの

料金所運営のモジュールについては特に関心がある。40km の高速道路が開通したが、その運

営維持管理は同道路の建設を行ったフランスの企業が行っている（フェーズ I）。2019 年には高

速道路の延長が 200km となる予定である。例として、現在は、高速道路建設プロジェクトフェ

ーズ II が実施されているが（延長は確認できず、コントラクターは中国企業）、完成後の運営

維持管理を AGEROUTE が担うことを希望しており、高速道路の運営維持管理の研修には

AGEROUTE からぜひ参加をさせたい。 
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• 現在、道路建設及び維持管理業務を外注しているため、建設機材を AGEROUTE で維持管理し

ていない。 

• 現在建設中の高速道路には 40 の橋梁が建設される予定であるため、橋梁維持管理能力の向上

も急務である。また、コンクリート橋の塩害対策（対策法や必要な機材等）についても学びた

い。 

 

議事録 24 

日時 2017 年 5 月 18 日(木) 11：30～12：30 

訪問先 セネガル Centre for Training Development of Public Works （研修センター）

セネガル国側出席者 Djibri THIAN（Director）、Gode KOUNTA（Chief）、Ibrahime DRAME（Chief）

調査団側出席者 日本側：山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator、ADM アカデミー）、Hassan Moujahid（IFEER Director 調査団団

長＠セネガル）、Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

• まず、セネガル側出席者、調査団側出席者の自己紹介が行われた。 

• （調査団団長⇒）本プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

道路分野においては、2 つの機関（IFEER、ADM アカデミー）が実施機関としてプロジェクト

に従事する予定である。 

• その後、2 つの実施機関から機関の説明があった。 

 

＜研修センターについて＞ 

• 道路維持管理に係る研修の対象は、Ministère des Infrastructures, des Transports Terrestres et 

Désenclavement（MITTD）関係者、地方自治体技術職員及び民間企業である。 

• 同センターは、MITTD の大臣直結である。 

• 同センターは、職業訓練センターであるため、研修を受講してもディプロマ等の資格は得られ

ない（State institute 等の Initial Training Institute ならディプロマ資格が得られる）。 

• 同センターの研修（道路維持管理研修だけでなくすべての研修）は、①道路基金から配分され

た研修費を活用し、政府関係者に無料で提供する研修と、②政府関係者及び民間企業を対象に、

受講費を回収し実施する、に分けられる。ただし、②については、受講費は必要経費のみの徴

収で、センターの利益にはならない。道路基金の財源は、ガソリン税等の道路関連収入である。

 

＜プロジェクトに対し＞ 

• CAD や GIS の研修を実施しているが、CAD 担当のトレーナーの能力には特に問題はないが、

GIS のトレーナーについては能力の向上が必要である。 

 

 

 



 

－176－ 

議事録 25 

日時 2017 年 5 月 18 日(木) 14：00～14：30 

訪問先 セネガル JICA セネガル事務所 

セネガル国側出席者 田中香織（次長） 

調査団側出席者 日本側：高橋薫（団長＠セネガル、協力企画）、原田達夫（港湾人材育成/

機材）、山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator、ADM アカデミー）、Hassan Moujahid（IFEER、Director）、Hamid 

Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

• 調査団団長からはじめの挨拶があった。 

• その後、セネガル側出席者、調査団側出席者の自己紹介が行われた。 

• （調査団団長⇒）本プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

道路分野においては 3 つの機関（IFEER、ADM アカデミー、IFP）が実施機関としてプロジェ

クトに従事する予定である。 

• （次長⇒）セネガル事務所も南南協力を積極的に支援している。セネガルもモロッコ同様、人

的・技術能力を提供する側であると考える。当事務所における主要セクターとしては、①人材

育成、②保健システムの強化、③地方ネットワーク整備、が挙げられる。 

• （調査団団長⇒）セネガル来訪前は、ブルキナファソで現地調査を行い、道路局、港湾局、

UEMOA 事務所等へ聞き取り調査を行った。また、本日は、AGEROUTE や研修センターへの

聞き取り調査を行った。 

• その後、3 つの実施機関から機関の説明があった。 

• （次長⇒）セネガルと IFEER 及び IFP とはすでに関係が構築されているのではないか。 

• （IFEER⇒）これまで実施した第三国研修に、セネガルの機関が参加をしている。 

• （次長⇒）モロッコとセネガルは良好な関係である。AGEROUTE や研修センターへの聞き取

り調査はいかがであったか。 

• （ADM アカデミー⇒）高速道路に関する研修に大変興味をもっていた。AGEROUTE は、将来

的に高速道路の運営維持管理をしたいと考えている（現在は、フランス企業により運営維持管

理されている）。また、2019 年までにはセネガル国内の高速道路の延長が 200km になるため、

AGEROUTE の運営維持管理能力の向上は必須であると考える。 

• （IFEER⇒）以前同研修センターの研修生が IFEER の研修に参加した。また、研修センターで

は道路維持管理研修を含め、本プロジェクトに対する研修ニーズが確認された。 

• （調査団団長⇒）研修対象国の中で、今回の現地調査で訪問できない国については質問表を送

付している。セネガルについては、実施機関へのフォローアップをお願いしたい。また、プロ

ジェクトは 2018 年開始を予定している。 
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議事録 26 

日時 2017 年 5 月 18 日(木) 16：00～18：00 

訪問先 Direction du Capital Humain et de l’Organisation, Port Autonome de Dakar 

セネガル国側出席者 Dr. Amadou Yaya SARR, Directeur 

Mr. Baubacar DIALLO, Responsable Formation & Coordonnateur du Certificat 

de Gestion Portuaire 

Mr. Pédre SO, Chef de la Division Gestion des Carrières  

調査団側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI（モロッコ実施機関 港湾人材育成） 

高橋薫（協力企画） 

原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Ms. Meriem BOUKHARI（業務調整） 

Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

IFP よりプロジェクト概要、ミッションの目的、IFP の事業内容、研修コースを説明。 

先方より以下のとおり説明あり。 

• これまでダカール港から日本にもモロッコにも研修生を派遣しており、今後もこれまで以上に

派遣したい。ダカール港の競争力を強化しているところであり、本プロジェクトは歓迎する。

• セネガルでも港湾の人材育成に取り組んでおり、UNCTAD のイニシアティブにより、港湾管理

に関する研修を行っている（一部の資金はダカール港が負担）。この研修は、港湾管理者や民

間オペレーターなどを対象に 6 カ月に及ぶもので、対象国 1 カ国当たり 2、3 名が参加できる

ものである。この研修は、IFP による研修を補完するものといえる。 

• 港湾に関する教育・研修機関はセネガルに 2 つ（いずれもダカール）ある。一つは Centre de 

formation aux métiers portuaires et à la logistique で、港湾関係者の協会のイニシアティブにより、

AFD（フランス開発庁）の支援で整備された。もう一つは Centre Train Mar である。 

• 同協会は、オペレーターの運搬能力を超える 300 トン以上の重量物の運搬の補助機として、ク

レーンを所有しており、ダカール港湾公社の作業員がこの操作に従事している。IFP が有する

各種荷役機械のシュミレーターを活用した荷役危機操作研修にこの作業員を派遣したい。 

 

□（当方）：研修ニーズ調査のアンケートの回答について、誰が窓口になるか？ 

■（先方）：Mr. Pédre SO である。 

□ IFP と JICA が実施した第三国研修「港湾運営管理」について、セネガルからの研修生からどの

ような反応があったか？ 

■ ダカール港では、帰ってきた研修生に研修を数字で評価させており、また、3 カ月後には、当

該研修生の上司に研修が業務にどのようなインパクトをもたらしたか聞き、また研修生には、

研修内容を踏まえた提言も含めた詳しいレポートを作成させ、管理部門に提出したり同僚に共

有させている。研修生による IFP/JICA の第三国研修の評価は非常にポジティブであり、ダカー

ル港からもっと多く参加するべきとの意見である。 

□ ダカール港の研修計画はあるか？ 
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■ 共有はできない。研修ニーズについてはアンケートの回答に詳細に記載して、近日中に回答す

る。また、港湾のオペレーターに対する荷役機械操作の研修はオペレーター自身が実施してお

り、ダカール港の研修機関は実施していないが、研修ニーズに関しては直接オペレータに確認

してほしい。（その場で、ボロレ社とのアポイントを取り付けてくれた） 

□ ダカール港と IFP とでパートナーシップ協定を結び、モロッコでの研修を通じてダカール港の

発展に貢献することを希望している。 

■ モロッコの港湾は域内でも屈指の発展を遂げており、そこから学ぶことは多いと考えている。

今後とも協力関係を強化していきたい。 

 

議事録 27 

日時 2017 年 5 月 19 日(金) 12：00～13：45（視察） 

訪問先 ダカール港 

セネガル国側出席者 Mr. Ibrahima CISSOKHO, Chef de la Division Prospective et Planification, Port 

Autonome de Dakar 

ibrahima.cissokho@portdakar.sn 

調査団側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI（モロッコ実施機関 港湾人材育成） 

高橋薫（協力企画） 

原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

■ 第 2 埠頭は RoRo バースで Boloré が運営しており、一部コンテナも扱っている。コンテナ荷役

はシップギア（船舶に装着されたクレーン）で行われている。第 1、第 3 埠頭は Port Autonome 

de Dakar が運営。コンテナターミナルは DPW が運営。ダカール港のコンテナ取扱貨物量は年

間約 50 万 TEU で、取扱容量は約 60 万 TEU。第 3 埠頭は日本の資金により岸壁改修・増深の

予定。現港湾が狭隘であるため、新港開発を検討しており、調査を実施しているところ。コン

テナのトランシップは現ダカール港でも行われているが、新港ではより本格的にトランシップ

コンテナを取り使いたい。 

□ 港湾オペレーションをモニターしている Port Autonome de Dakar として、ダカール港のコンテナ

荷役に課題はないか？ 

■ コンテナターミナルは、2007 年のコンセッション契約以来、DPW がインフラ及び荷役機械に

ついて大規模な投資をしており、現在ガントリークレーンが 4 基、RTG が 10 基、モバイル・

クレーンが 2 基あり、効率性については十分満足している。 

□ それでも、オペレーターを IFP の荷役機械オペレーション研修に派遣する必要性はあるか？ 

■ ある。オペレーターのスキルは常に向上させていかないといけないので、研修は必要。 

□ ダカール港の民間オペレーターを IFP の研修に参加させる場合、Port Autonome de Dakar として

推薦はできるか？ つまり、モロッコ政府からセネガル政府に研修の募集案内を送った場合、

Port Autonome de Dakar が DPW などに照会して、研修参加者をモロッコ政府に回答するような

形で推薦できるか？ 
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■ 推薦はできる。 

□ 一方、IFP は本技術協力プロジェクトで「港湾管理運営」の研修も予定しているが、Port Autonome 

de Dakar として参加の必要性はあるか？ 

■ ある。 

□ ダカールには Centre de formation aux métiers portuaires et à la logistique と聞くが、Port Autonome 

de Dakar は研修に参加しているか？ 

■ Technical Level の職員の研修は行っているが、我々のような Supervisor Level のスタッフの研修

は行っていない。 

□ 荷役機械オペレーション研修は、技術協力プロジェクト期間中は JICA の資金により研修生を

受け入れるが、本技術協力プロジェクト期間終了後、Port Autonome de Dakar が費用を負担して

オペレーターを IFP の研修に派遣するようなことは考えらえるか？ 

■ Port Autonome de Dakar は研修のための予算を持っており、可能性はある。ただし、DPW は自

社でオペレーターを研修に派遣している。 

□ 新港開発の調査を実施しているとのことであるが、コンサルタントにより調査結果をレビュー

するにあたって Port Autonome de Dakar のキャパシティーの面で問題はないか？ 

■ 問題はない。調査は DPW と Port Autonome de Dakar が共同で実施しており、コンサルタントの

提出物の精査は、関係部署が集まったグループで行っている。 

  

第 3埠頭 第 2埠頭（奥）と第 3埠頭（手前） 

DPW のコンテナターミナル（奥） 防波堤 
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議事録 28 

日時 2017 年 5 月 19 日(金) 15：00～15：30 

訪問先 セネガル インフラストラクチャー・陸上輸送・開発省：Ministère des 

Infrastructures et des Transports terrestres et du Désenclavement、Directeur des 

Routes 

セネガル国側出席者 Marieme Ndoye DECRAENE（Director）、Mamadou Samba Siallo、Ibrahima 

SECK、Mamadou Lauue、Mariama DIOP SEYE 

調査団側出席者 日本側：山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整） 

モロッコ側：Nabil MEQUEDADE （Chief of Department of Innovation 

Incubator、ADM アカデミー）、Hassan Moujahid（IFEER、Director 調査団

団長＠セネガル） 

～インタビュー内容～ 

• まず、セネガル側出席者、調査団側出席者の自己紹介が行われた。 

• （調査団団長⇒）本プロジェクトは、3 つのコンポーネント（①モロッコ実施機関の能力向上、

②アフリカ対象機関の能力向上、③モロッコにおける南南協力実施体制の強化）から構成され、

道路分野においては、2 つの機関（IFEER、ADM アカデミー）が実施機関としてプロジェクト

に従事する予定である。 

• その後、2 つの機関（IFEER 及び ADM アカデミー）から機関の概要説明があった。 

 

＜道路局から＞ 

• 過去に、IFEER が実施した研修に道路局から技術者数名が参加した。しかし、その人数では、

研修の効果を組織に還元するという点ではむずかしく（組織の資産にはならず）、組織内の蓄

積ができなかった。新たな第三国研修プロジェクトにおいては、道路局を含めたセネガル国道

路関係機関全体の能力向上（組織強化）を目指すことを目標に掲げ、モロッコ人トレーナーを

セネガルに派遣し、技術移転を行うことを検討していただきたい。 

• 質問表については、後日 Meriem 氏から道路局長にメールで送付することになった。 

 

議事録 29 

日時 2017 年 5 月 19 日(金) 16：30～17：30 

訪問先 Boloré Dakar Terminal 

セネガル国側出席者 Mr. Ahmadou Lamine BA, Responsable Ressources Humaines, Dakar Terminal 

Tel : 77 665 64 19, Ahmadou-Lamine.ba@dakar-terminal.com 

調査団側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI（モロッコ実施機関 港湾人材育成） 

高橋薫（協力企画） 

原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Mr. Hamid Faska（通訳） 
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～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

□（IFP より、プロジェクトの概要、IFP の概要・研修コース、ミッションの目的を説明） 

■ Boloré Dakar Terminal では、船からの貨物の積卸しはシップギア（船舶に装着されたクレーン）

で行っており、Boloré 側の荷役機械としてフォークリフトなどと限られているため、Boloré 

Dakar Terminal としては荷役機械オペレーションについて問題はない。 

□ 他港のBoloréターミナルの情報は提供してもらえるか？ シミュレーターによる荷役機械オペ

レーション研修のニーズを知りたい。 

■ パリの本部に話をつなぐ。一方、港湾運営管理研修のニーズはある。ダカール港はハブ港であ

り、港湾の計画、管理、荷役などについて知識が必要。 

□ IFP で RoRo ターミナルに関する短期研修を提供することは可能である。港湾の計画・管理・

国際貿易などの座学に加えて、コンテナトランシップ港として成功している Tenger Med 港の視

察もできる。 

■ コートジボワールのアビジャンに Boloré 社の Centre de Formation があり、GC も含めたありと

あらゆる荷役機械のオペレーションの研修が可能。ここでは、Boloré 社のオペレーターだけで

なく他社のオペレーターの訓練も可能。シミュレーターはない。Boloré Dakar Terminal には、ア

ビジャンの Centre de Formation からトレーナーが来た。Centre de Formation のオペレーターは、

ダカール港で実地訓練と、アビジャンの Centre de Formation での訓練の両方を行っている。 

 

議事録 30 

日時 2017 年 5 月 19 日(金) 14：30～16：00 

訪問先 ダカール港 DPW コンテナターミナル 

セネガル国側出席者 Ms. Fatou Diome KHOURY, Chargée du Développement des Ressources 

Humaines et Social, DP World Dakar  

調査団側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI（モロッコ実施機関 港湾人材育成） 

高橋薫（協力企画） 

原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

□（IFP より、プロジェクトの概要、IFP の概要・研修コース、ミッションの目的を説明） 

■ DPW はドバイに DPW Institute を有しており、ガントリークレーン（GC）のオペレーターの“ト

レーナーの訓練”を行っているが、IFP の港湾荷役機械オペレーション研修のニーズはあると

思うので、研修内容を詳しく知りたい。 

□ IFP の研修メニューを説明した資料を後日送る。質問票についても記入してもらいたい。 

■ 了解した。 

□ ダカール港の DPW のターミナルには GC が 4 基あるが、GC オペレーターは全員に何名か？ 

■ GC は既存の 4 基に加えて、2 基増設する予定である。GC オペレーターは全員で 90 名である。

□ GC オペレーターはどのようにして雇用するか？ 
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■ 2007 年のコンセッション契約時には、前の運営会社から GC オペレーターを引きついだ。今は、

日雇いベースの重機オペレーターとして採用して、その中から勤務状況が優秀でモチベーショ

ンが高い者を GC オペレーターとして育てるようにしている。最初は、GC オペレーターをド

バイの DPW Institute で 3 カ月訓練し、その後ジブチ港で訓練した。今は、DPW のトレーナー

が一人いて、ダカール港で実機を使って訓練している。 

□ 実機を使った訓練は、船舶・貨物に損傷を与えるなどリスクがあり、その点、シミュレーター

による訓練は有効である。ダカール港では、実機を使った訓練で何かトラブルはなかったか？

■ 今のところない。 

□ ダカール港の GC オペレーターの 1 時間当たりのコンテナな積卸し個数はいくつか？ 

■ 船のタイプや GC オペレーターの技量によって異なるが、1 時間当たり 30～50 である。この数

字が Move ベースか TEU ベースかはわからない。GC オペレーターには毎月パフォーマンスを

競争させて表彰する制度があり、パフォーマンスの向上をめざしている。 

□ ダカールには Centre de formation aux métiers portuaires et à la logistique と聞くが、DPW は研修に

参加しているか？ 

■ ダカールにはCentre de formation aux métiers portuaires et à la logistiqueやAPAVと呼ばれる訓練施

設があり、フォークリフトの免許更新時にはこれらの施設での訓練が義務づけられている。GC

オペレーターについては DPW は自前で訓練しているので、Centre de formation aux métiers 

portuaires et à la logistique は利用していない。 

□ ドバイの DPW Institute にはシミュレーターがあるのか？ 

■ ある。 

 

議事録 31 

日時 2017 年 5 月 20 日(土) 10：00～11：30 （構内視察含む） 

訪問先 Centre de Formation aux Métiers Portuaires et à la Logistique (CFMPL) 

セネガル国側出席者 Ms. Awa Ndiaye SAGNA, Directrice, CFMPL 

Mr. Baubacar DIALLO, Responsable Formation & Coordonnateur du Certificat 

de Gestion Portuaire, Direction du Capital Humain et de l’Organisation, Port 

Autonome de Dakar 

調査団側出席者 Mr. Taoufik EL KHADMI（モロッコ実施機関 港湾人材育成） 

高橋薫（協力企画） 

原田達夫（港湾人材育成/機材） 

Ms. Meriem BOUKHARI（業務調整） 

Mr. Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

■先方、□当方 

• IFP より、プロジェクトの概要、IFP の概要・研修コース、ミッションの目的を説明。 

• 先方より以下のとおり説明あり。 

 以前は港湾に関する教育機関が国内になかったため、そのような機関の設立を国に要請し

た。2007 年に調査が実施され、CFMPL の設立が合意に至り、官民の協力により設立された
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（民間は港湾オペレーターやフォワーダー）。 

 CFMPL では、港湾・ロジスティクス分野の企業に就職するための 2 年間の教育に加えて、

港湾荷役機械（モバイルクレーン、リーチスタッカー、フォークリフト）操縦の技量更新

のための研修や、トレーナーの研修などを行っている。 

 2018 年 1 月をめどに荷役機械訓練用シミュレーターを導入する予定である。フランスの

ACREOS 社のシミュレーターで、固定式（static）シミュレーターを 2 機、可動式（dynamic）

シミュレーターを 1 機する予定であり、固定式シミュレーターは EUR 2 万に加えて荷役機

械の種類ごとに EUR 2,200 の価格である（例えば、10 種類の荷役機械の訓練ができるよう

にすると EUR 4 万 2,000）。今回購入するシミュレーターで訓練できるのはモバイルクレー

ン、リーチスタッカー、フォークリフトであり、ガントリークレーンについては価格が EUR 

1 万かかるし、ダカール港では DPW が自社で訓練をしているので、CFMPL には導入しな

い。 

 研修生はセネガル人が主であり、3,000 人の出願のうち入学できるのは 64 人である。西・

中央アフリカの 4 カ国（ガボン、ガンビア、モーリタニア、コンゴ共和国）の研修生も受

け入れている。他国からも研修の需要はある。 

 2 年間の教育コースの予算のうち、90％は国が負担し、残る 10％は生徒（及びその家族）

が負担する。 

 開校当初、AFD（フランス開発庁）の支援によりフランス人専門家が教育プログラムを作

成し、教員を採用し、トレーナーの研修を行った。教員はセネガル人である。 

 

□ CFMPL のトレーナーを IFP で研修させるなど、IFP と CFMPL の協力の可能性は？ 

■ CFMPL ではガントリークレーン操作の訓練はできないので、IFP で研修するニーズはある。 

□ どういう分野で IFP において CFMPL のトレーナーの訓練が考えられるか？ 

■ 港湾管理運営の分野である。 

□ IFP の研修の資料を後日提供する。ニーズに応じて研修をあつらえることも可能である。今度

のプロジェクトでは、IFP では①港湾運営管理と②荷役機械操作のシミュレーター研修の 2 つ

を予定しているが、トレーナーの訓練を 3 つ目として加えることも考えられる。 

 

議事録 32 

日時 2017 年 5 月 22 日(月) 14：00～14：30 

訪問先 モロッコ 設備・運輸・ロジスティックス・水省（METLE）、Directorate of 

Human Resources（人材育成局） 

モロッコ国側出席者 Nadia NAHIL（局長） 

調査団側出席者 高橋薫（協力企画）、山田千晶（評価分析）、Meriem Boukhari（業務調整）、

Hamid Faska（通訳） 

～インタビュー内容～ 

（調査団）予定どおり、ブルキナファソ及びセネガルを訪問し、道路・港湾関係機関への聞き取り

調査を行った。本日の打合せでは、PDM を含めたミニッツ関連資料についての説明をしたい。特

に、PDM の成果 5（の活動）については、次官に確認をしていただけたか。 
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（局長）METLE として、南南協力を促進したいと考えており、（PDM の）成果 5 の活動について

は賛成である。 

（調査団）成果 5 の活動を承認いただけるか。また、METLE も 3 つの実施機関とともに、プロジ

ェクトの実施機関となるが、それも承認いただけるか。 

（局長）（METLE の）成果 5 の活動は、人材育成局の協力の下、国際協力局が実施するのではな

いか。 

（調査団）国際協力局は実施体制図のとおり実施機関には含まれておらず、また仮に実施機関に含

めるとしても実施機関の数がこれ以上増えることによる機動性の低下、プロジェクト・ダイレクタ

ーが所掌している人材育成局の権限を越えており、プロジェクト内の指揮系統に問題が生じること

も懸念される。成果 3 は、人材育成局が実施する活動であると考える。ただし、活動 5-1 と 5-2 は、

国際協力局とリンクしているため、現時点では削除し、プロジェクト開始後の状況を見て、本項の

追加を検討するのも一案である。 

（局長）リンクしているのは活動 5-1 だけでないか。活動 5-2 及び 5-3 は、人材育成局の活動であ

ると考える。この件（国際協力局を巻き込むか否か）について、大臣に確認をする必要がある。ま

た、国際協力局が主体性をもち、活動 5-1 を実施することが可能かどうか、国際協力局に確認をす

る。さらに、活動 5-1 の修正が必要かどうかも併せて確認をする（いつまでに回答するかの言及は

なかった）。 
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